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● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）
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部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

9 0 9

・組織の壁を越え、市民・企業と共に創る行政
​・次世代に希望を繋ぐ、持続可能で強靭なまちづくり
（財政基盤を固め、デジタルやデータを賢く活用し、災害にも強い安心な壱岐市）
・誰もが安心して挑戦できる、活力ある職場
（職員一人ひとりがやりがいを感じ、スキルを磨きながら柔軟に変化していける環境）
​

・【関係人口・共創の拡大】多様な「繋がり」による地域活力の最大化
​　方針： エンゲージメントパートナーや都市圏企業、大学との接点を「単なる訪問」で終わらせず、市内の遊休施設や

サテライト拠点を核とした「継続的な学びと実践のフィールド」として仕組み化します。
​
・【行政経営・基盤強化】デジタル変革（DX）と財政の健全な好循環の確立
​　方針： 行政手続きのオンライン化を徹底して進めることで住民利便性を高め、同時に業務効率化によるコスト最適化

を図ります。また、外部企業との共創や独自の施策を通じて歳入基盤を多様化・強化し、強固な財政基盤を築
きます。

​
・【地域社会のレジリエンスとモビリティ】安心して暮らし続けられる「移動と防災」の確保

方針： 免許返納者が安心して暮らせるよう、市営航路、路線バス、タクシー・コミュニティバス、さらに公共交通の
利便性向上をデジタル等も活用して一体的に再編します。同時に、足元を支える自主防災組織の組織力を高め、
地域全体の「災害を乗り越える力（レジリエンス）」を強化します。

12

　Connect & Create ―― 信頼を繋ぎ、未来を創る。
​　私たちは、行政経営の基盤となる財政と組織を「確かな信頼」で守り抜き、部署や官民の垣根を越えて「対話と協働」
　を生み出します。単なる調整役に留まらず、変化を恐れない起点となり、地域の可能性を最大化する「新たな価値」を
　共に創り出します。

【ステートメント】

計 48 14 62

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

一緒に推進課 10 2

8

部 局 名 総務部

部 局 長 名 部長　平田　英貴　　次長　小川　和伸

財政課

・【横断的連携・プロジェクト型の推進】部署の垣根を越えた「共創マインド」の醸成
方針： 壱岐新時代マップ実現のため部署間の壁を取り払い、部署横断的なプロジェクトチームを機動的に編成します。

​・【伴走・コーディネート能力の育成】外部を巻き込む「繋ぎ手」としての職員育成
​　方針： 職員の手元だけで業務を完結させるのではなく、大学や都市圏企業、エンゲージメントパートナー企業と対等

に対話し、地域の課題と外部のノウハウをマッチングさせる「コーディネーター（伴走者）」としてのスキル
アップ研修や意識改革を推進します。

​・【DXと連動した業務効率化とやりがいの向上】「考える業務」へのシフト
​　方針： 行政手続きのオンライン化を推進するなかで、庁内の内部事務も徹底的に自動化・効率化します。事務負担を

軽減することで、職員が「市民の声を聞く」「新しい政策を企画する」「パートナー企業と対話する」といっ
た、やりがいを感じる業務に時間を割ける環境をつくります。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

職 員 数

正     規 フルタイム 計

総務課 29 12
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● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

陸上交通の再編とデマンド交通の導入計
画の策定

①

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

長崎県と連携した政策展開に向けた県知
事との定期的な意見交換の実施

三島航路の維持及び安全運航の実施⑦

⑥

⑪
入札契約における公正性、客観性、透明
性の向上及び適正な事務執行

⑩ 持続可能な財政基盤確立に向けた取組

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

安定化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

⑤ 職場研修による人材育成

④
職員数の確保と働きやすい職場環境の構
築

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

② 自主防災組織整備率の向上 中長期＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜３＞公共交通体系の充実

④二次離島航路の維持・活性化

⑫ 未利用財産の有効活用

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

③公的資産の有効活用

⑬
政策評価の効果的運用による事務事業の
適正化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

⑭ 行財政改革の推進

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

⑨ 消費者行政の強化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

組織強化＜５＞防災・危機管理体制の強化

③防犯体制の充実

財政課

総務課

③ 避難所における生活環境の充実

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑧ ニセ電話詐欺等の被害防止

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

新規事業＜５＞防災・危機管理体制の強化

③防犯体制の充実

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

新規事業＜３＞公共交通体系の充実

③島内陸上交通の維持・活性化
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

一緒に推進課

中長期＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

㉑
ケーブルテレビ施設の老朽化対策と民間
移譲に向けたサウンディング調査の実施

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

②ICTを活用したまちづくり

⑮
総合計画の目標（KPI）の達成状況の検証
と壱岐新時代プロジェクトの進捗管理

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜１＞官民連携による効率的な行政運営

①経営感覚のある行政運営

⑯
市民対話会による地域課題の抽出とエン
ゲージメントパートナーとの共創による
課題解決の推進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期
＜５＞大学・企業連携や地域間交流などによ
る新たな交流の創造と地域創生

③大学・企業連携による地域創生

⑱
首都圏等への戦略的セールスとふるさと
納税による外貨獲得

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

安定化
＜５＞大学・企業連携や地域間交流などによ
る新たな交流の創造と地域創生

①多様な交流による関係人口の拡大

⑰ 広報誌のリニューアルと市民の声の反映

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

⑳
他自治体の事例に学ぶ情報漏洩対策と
「サイバーセキュリティー基本方針」の
策定

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

①情報基盤の整備の推進

⑲
自治体システム標準化完了と生成AI等の
活用による住民の利便性向上・業務効率
化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化
＜２＞情報基盤の整備とICTを活かしたまちづ
くり

①情報基盤の整備の推進
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）
① 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

②

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

陸上交通の再編と
デマンド交通の導
入計画の策定

【現状】 【中間】

市内公共交通の利用者は、年々減
少傾向にあり、交通事業者におい
ても運転士の確保、車両等の更新
に苦慮している状況である。その
ため、持続可能な地域交通ネット
ワークの構築に向け、令和７年度
に「壱岐市地域公共交通計画」を
策定した。

陸上交通における路線バスの再編
及び区域運行・デマンド交通への
転換等の具体的な施策の実行計画
となる「壱岐市地域公共交通利便
増進計画」を策定する。計画で
は、将来的な事業維持を見据え、
市の財務負担を抑制するための持
続可能な運行計画や効率化施策に
ついても併せて検討を行う。ま
た、本格運行に向けた利用者、交
通事業者からの情報収集及び課題
の検証を目的に、デマンド交通の
実証運行を実施する。

【課題】 【年度末】

持続可能な地域交通ネットワーク
の構築に向け策定した「壱岐市地
域公共交通計画」の方針を基に、
陸上交通における路線バスの再編
及び区域運行・デマンド交通への
転換等の検討が必要である。

実証運行を実施し、課題の検証を
行ったうえで、３月までに計画の
策定を行う。

カテゴリ

新規事業 年度内に計画を策定することによ
り、来年度以降の取組に繋げる。

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
29 12 41

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

カテゴリ 【目標の設定理由】

中長期 総合計画2023年→2029年で100％
の目標のため、2026年は50％の組
織化を目指す。

近年、地震、台風、集中豪雨、土
砂災害などが全国各地で頻発して
おり、いつ、どこでこうした自然
災害に見舞われるか予測が困難な
状況にある。

自主防災組織を結成することによ
り、どのような効果があるのか
等、必要性を理解していただくた
め、未結成の自治公民館に対し文
書を送付し周知・啓発を図る。
尚、結成に際し、地域の課題等が
あれば、行政が一緒になって活動
内容について、考えていくことと
したい。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

自主防災組織整備
率の向上

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

災害対策には自治体による「公
助」には限界があり、地域コミュ
ニティーによる「共助」の取組が
重要であり、いつ発生するか分か
らない災害に対し、地域の方々の
防災意識が向上することが必要で
ある。

未整備の14自治公民館に対し、文
書を発送し、7自治公民館の組織
化を目指す。

備蓄品整備
(1)食糧　R8:57%
(2)飲料水　R8:15%
(3)簡易トイレ用フィルム
R8:30%
防災出前講座における参加者アン
ケートの際の理解度：80％以上

避難所における生
活環境の充実

【現状】 【中間】

近年、避難所については、避難所
の生活環境等の改善、女性の視点
を踏まえた避難所運営など、様々
な対応が必要となっている。

国の交付金等を活用し、避難所生
活に必要な備品（簡易ベッド、簡
易トイレ等）を整備する。
また、大規模災害における長期の
避難所運営の際は、民間組織が避
難所運営に参画することも想定
し、自治公民館等に対し防災に関
する出前講座を積極的に行い、段
ボールベッドの組立てなど、市民
参加型で分かり易い講座となるよ
う工夫する。

【課題】 【年度末】

本市では、「壱岐市食糧備蓄に関
する基本方針」に基づき、これま
でも年次的に避難所における備蓄
品の整備に努めてきているが、整
備には財源の課題もあるため、国
の交付金等を活用し、年次的、計
画的な整備に努める必要がある。
また、大規模災害発生時において
は、災害応急対策に多くの人員を
必要とするため、職員のみならず
民間組織の協力も必要と考える。

カテゴリ

中長期 備品については、長崎県の指針に
基づき、人口の5％の3日分を目標
数量とし、年次的に整備を図るこ
ととする。
防災出前講座における参加者理解
度については、大規模災害発生時
における避難所運営は、民間組織
の協力も必要なため。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
29 12 41

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

④

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑥ 長崎県と連携した
政策展開に向けた
県知事との定期的
な意見交換の実施

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

これまでも本市が抱える懸案事項
等については、国はもとより長崎
県との連携の下、山積する行政課
題に全力で取り組んできた。

今後も県と連携した施策の展開を
図るため、本市の懸案事項に関す
る県知事要望の実施と、壱岐振興
局長との意見交換を通じて、本市
の最上位計画である第４次総合計
画の実現を推進していく。

【課題】

カテゴリ 【目標の設定理由】

中長期 県の次年度の予算編成へ反映させ
るため。

社会や市民生活が成熟するにつ
れ、本市が抱える懸案事項等につ
いて、国・県の指導・支援を得な
いと進展しない事項も多々ある。

９月までに知事要望を実施する。

【更なる改善案】

【目標達成(未達成)の要因】

【中間】

少子高齢化や高度情報化社会の到
来などにより、行政ニーズが多様
化している。
若い年齢の離職者の増加が目立っ
ている。
市職員としてあってはならないコ
ンプライアンス違反が散見され
る。

多様化する市民ニーズや行政課題
に柔軟かつ積極的に取り組み、高
い倫理観を保持した市民に信頼さ
れる職員を育成する。
①講師を招聘し研修を行う。（オ
ンラインを含む）
②外部の研修を案内し、受講を促
す。
③新規採用職員を対象に定期的な
面談を実施し相談しやすい環境を
つくることで、採用後のフォロー
による離職防止に繋げる。
④職員と市長との意見交換の場を
作る。
⑤コンプライアンス研修を実施
し、窓口対応等で受講できない職
員への対応として、研修内容を撮
影する等して、全職員の受講を徹
底する。

【課題】 【年度末】

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

【中間】

平成31年1月に策定した壱岐市行
財政改革「第4次」定員適正化計
画（平成30年度～令和9年度）に
基づき、定員の適正化を図ってい
るが、近年早期退職が増え、新規
採用受験者も減少傾向にあること
から職員数が計画数より13人少な
い状況である。職員数は減ってい
るものの、個人の時間外勤務が増
えている。
・職員数　R8.4.1時点　395人
・計画数　R8.4.1時点　408人
　　　　　R9.4.1時点　406人

採用試験方法の見直しやインター
ンシップ制度の創設により、安定
的な新規採用職員の確保を図る。
DXやアウトソーシングによる事務
作業の効率化を図ることで、職員
の負担を減らすとともに、計画内
の職員数を保ちながら、時間外勤
務を減らす。
・採用試験方法の見直し
・技術職職員の次年度以降の採用
に向けて関係部署とR8.10月まで
に協議を重ね、計画を立案する。
・インターンシップ制度の整備
・事務の効率化（給与事務のDX
化・外部委託、各種オンライン申
請の活用等）

カテゴリ

令和7年度の研修実績よりも多く
の職員へ研修を受講してもらうた
め。
①研修25件　延べ人数1,500名以
上
②研修15件　延べ人数35件
③各職員年2回の面談実施
④市長とのランチミーティング参
加者数70名（施設等全114名）
⑤コンプライアンス研修　1件
395名

令和7年度の研修実績。
①研修20件　延べ人数1,191名
②研修12件　延べ人数29名
③上期下期での面談実施
④R7参加者数67名（各庁舎）
⑤R8.4.1時点の全職員数

カテゴリ

組織強化

職員数の確保と働
きやすい職場環境
の構築

【現状】 【取組内容】

【課題】 【数値目標】 【年度末】

新規採用職員の減少による職員数
の減少に伴い、職員一人当たりの
負担が増となり、早期退職者の増
要因となっている。（負のスパイ
ラル）
職員数の確保と事務の効率化を図
るとともに、定期的なミーティン
グや孤立させないための声掛けを
おこなうことでワークライフバラ
ンスを重視した働きやすい職場環
境を構築する必要がある。

・職員数　R9.4.1時点　400人

【目標の設定理由】

安定化 定員適正化計画及びR8採用計画に
よる。

職場研修による人
材育成

【現状】

新たな行政課題に対するため職員
のスキルアップを常に図る必要が
ある。
職員同士のつながりを持ち、相談
や学び成長しやすい環境づくりを
目指す必要がある。
組織内でコンプライアンスに関す
る意識が希薄化しているため、再
度自分を見つめ直す機会をつくる
必要がある。

5



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
29 12 41

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

三島航路は、島民の生活航路とし
て欠かすことのできない重要な交
通機関であるが、船舶の船齢が23
年を超え、修繕費等が増加してお
り、安全な運航と将来に渡る航路
の維持が求められる。

・中間検査及び合入渠による点
検、整備の実施と併せて船員によ
る日々のメンテナンスを徹底し、
船舶の長寿命化を図る。
・事故等を想定した救難訓練を実
施し、緊急時における救難活動の
習得及び関係機関との連携強化を
図る。
・若い船員に対する教育及び各種
研修の受講促進により、計画的な
引継ぎの実施を行う。
・船の更新について、地元代表
者、利用者等からの意見を聴取
し、今後の方針を検討する。

【課題】 【年度末】

フェリーみしまに機関故障、事故
等が発生すれば、島民の生活に著
しく影響を及ぼすため、安全運航
への取組とともに日々のメンテナ
ンスの徹底を図る必要がある。ま
た、併せて新船建造に向けた検討
が必要である。

中間検査、合入渠及び救難訓練等
の実施により利用者、乗組員の事
故０

適正な点検、整備と安全な運航を
実施し、無事故を目指す。

三島航路の維持及
び安全運航の実施

【現状】

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

最近の傾向として、警察官や検
事、市の職員といった“公務員を
騙る手口”が増えている。「あな
たの口座が不正に使われている」
などと言い、SNSのビデオ通話等
で身分証の画像を示した上で、資
金調査といった名目で現金を振り
込ませるなど手口が巧妙化してお
り、ニュース等で報道され注意喚
起されているが、被害が後を絶た
ない。

市内における被害件数：０件

ニセ電話詐欺等の
被害防止

【現状】 【中間】

県内で今年1月から3月にかけ「ニ
セ警察詐欺」や交流サイト
（SNS）型投資詐欺などの特殊詐
欺が前年同期に比べ69件多い155
件発生し、被害総額は約8億4,500
万円に上っている。過去最悪の被
害件数だった前年の1.8倍ペース
で推移している。

警察機関とも連携し、公共告知放
送、広報誌、およびチラシの回覧
等による注意喚起を促す広報活動
を定期的に実施する。
公共告知放送：被害発生の都度
広報誌：年２回
自治公民館回覧：年２回

カテゴリ

新規事業 高齢者の方が被害対象となるケー
スが多いため、SNSによる発信だ
けでなく告知放送及び活字等で積
極広報することとし、被害ゼロを
目指す。

【課題】 【年度末】

今後も消費者トラブルや詐欺の多
様化や巧妙化が予見されることか
ら、市民の安全な生活環境を守る
ため、さらなる消費生活センター
の認知向上に努めるとともに継続
的な注意喚起等の情報発信や自動
通話録音装置貸出のほか相談業務
等について、消費者トラブルや詐
欺の傾向等を注視し、国・県との
連携による的確な施策を展開する
必要がある。

(1)情報発信
　①チラシの各戸配布　1回/月
　②公式LINE配信　1回/毎週
(2)消費生活センター相談解決率
100％を目指す。

消費者行政の強化 【現状】 【中間】

近年の消費者トラブルは年々多様
化しており、また高齢者に限らず
若年層からの相談も増加している
状況であり、詐欺被害も少数では
あるものの発生している。さらに
はニセ電話詐欺と思われる不審電
話も確認されているため、市民の
安全な生活環境を守るため、被害
防止への情報発信や自動通話録音
装置貸し出し(H30：63台→R7：
157台)、及び泣き寝入りしないた
めの相談業務(H30：78件→R7：
111件)に取り組んできた。

(1)消費者トラブルや詐欺被害を防
止するため、高齢者向けのチラシ
配布及び若年層への公式LINE等に
より最新の被害や手口等の状況・
情報の発信強化を図る。

(2)「相談せずに泣き寝入る」を解
消するため、消費生活センターの
相談業務体制を１名から２名に増
員し、相談解決率向上を目指す。

カテゴリ

組織強化 (1)情報発信
前年度と同様の継続した情報発信
が必要であり、高齢者向けにチラ
シの各戸配布、若年層向けに公式
LINEでの配信としている。

(2)消費生活センター相談解決率
研修等へ積極的に参加し、相談員
のスキルアップを行った上で、全
ての相談に対処・解決できるよう
努める。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑩

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

中長期 公募売却は、R6～7の平均が、１
件であったため、１件としてい
る。

【課題】 【年度末】

公募売却については、情報量が限
られており、見直すことで利活用
可能な市有地の情報提供が容易に
なるものと考えられる。

公募売却　１件
市有地の公表内容の見直し

未利用財産の有
効活用

【現状】 【中間】

市有地の公募売却を公告している
が、落札されない物件が多い状況
にあるとともに未利用財産の管理
費用の負担が増加している。

公募売却を効果的に行えるよう売
却可能性を考慮した公表方法を検
討する。
また、払下げや貸付のほか、企業
誘致等で活用できるよう普通財産
等全体を洗い出し調整を進める。

【中間】

入札契約事務については、公正
性、客観性、透明性を有した執行
を行うとともに、公共工事におけ
る国、県の制度改正などに基づき
適宜見直しを行っている。

国、県の制度運用を参考として、
より適正な入札契約事務を行う体
制づくりを進めるとともに、執行
状況について第三者の評価による
検証を行う。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

中長期 令和3年度策定の壱岐市財政基盤
確立計画の取組を引き継ぎ達成す
べき目標としているため。

入札契約におけ
る公正性、客観
性、透明性の向
上及び適正な事
務執行

【現状】

業務に支障をきたすことのないよ
う適正な事務執行を行い、早期発
注を推進する必要がある。

・職員研修実施1回
・入札監視委員会開催2回

カテゴリ

安定化 入札監視委員会については、案件
を半期毎に抽出して審査している
ため。

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

第４次壱岐市総合計画の実現に向
けた施策の展開を図り、多様化す
る市民ニーズに対応する行政サー
ビスを提供するための財源を確保
するとともに健全な財政運営を図
らなければならない。

・年度末基金残高80億円以上
（参考：R6末：9,361,832千円）
（参考：R7末：8,154,222千円）
・地方債残高の前年比縮減
（参考：R6末：22,940,138千円）
（参考：R7末：21,665,538千円）

持続可能な財政
基盤確立に向け
た取組

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

少子高齢化の進展に伴う社会保障
関係経費や公共施設の維持管理経
費の増加などに加え、近年の物価
高騰など対応していかなければな
らない状況にあり、自主財源に乏
しく収入の多くを地方交付税や国
庫支出金に依存している本市にお
いては、今後も厳しい財政運営と
なることが見込まれる。

壱岐市財政基盤確立計画における
基本方針を引き継ぎ『基金の積立
てと取崩しが均衡した、財源不足
を基金に頼らない財政運営』の実
現に向けた財政運営に努める。

①当初予算編成方法の見直し
既存の事業の見直し、新規・拡充
事業の規模適正化を図り、各種計
画等と連動した効果的・効率的な
予算編成の仕組みづくりを進め
る。

②基金残高の確保
国の地方財政対策等の変動や災害
など不測の事態や将来における事
業に柔軟に対応できる基金残高の
確保に努め、安定した財政運営を
行う。

③公債費の適正化
地方債残高の縮減に向けて、償還
額と借入額のバランスを図り、将
来的な公債費の平準化を図る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 9

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 財政課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 9

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 財政課 正     規 フルタイム 計

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

持続可能な行政力へと繋がる「前
向きで主体的な市役所（シン市役
所）」の実現に向けて、各推進施
策の重点事項に定める取組を着実
に実施し、数値目標達成に向けて
推進していく必要がある。

①行政改革推進委員会による取組
の点検及び結果の公表：R8.9月末
まで
②数値目標の平均達成率：R9年
度末（2年目終了時点）25％

行財政改革の推
進

【現状】 【中間】

第4次壱岐市総合計画の具現化を
行財政の側面から支える基盤とし
て、令和7年度から11年度までを
計画期間とする「シン市役所化計
画（第4次壱岐市行財政改革大
綱）」を策定した。
計画に掲げる3つの基本方針に基
づく各施策を一体的に進め、
「DXと人材育成」を手段として
行政運営を効率化するとともに、
経営の足腰を固める「財政基盤の
確立」を進め、安定した行財政力
を土台として、「多様な主体との
共創」を深化させることにより、
市民が幸せを実感できる「持続可
能な行政力」の実現が求められ
る。

取組の進捗状況や数値目標の達成
状況を毎年度取りまとめ、壱岐市
行政改革推進委員会による意見・
講評を受けることにより、計画の
適正な進行管理を行う。

カテゴリ

効率化 ①取組結果を次年度計画（予算）
へ反映させるためのスケジュール
を設定
②計画１～２年目を助走期間と位
置付け、年を追うごとに達成率が
向上し5年目に100％に達するよ
う次のとおり上昇値を設定する。
1年目10％、2年目15％、3年目
20％、4年目25％、5年目30％

【課題】 【年度末】

財源不足が深刻な中、限られた経
営資源を最適に配分し、市民満足
度を最大化させるための経営判断
材料へと進化させるため、評価手
法及び運用方法の改善が必要であ
る。

①政策評価（事後評価）【1次評
価5月→2次評価6月→外部評価7
月→市長結果報告8月→公表8
月】
②R9年度振興実施計画（ソフ
ト）【各課照会9月→財政課ヒア
リング10月→新規事業政策評価
11月→予算への反映12月】

政策評価の効果
的運用による事
務事業の適正化

【現状】 【中間】

総合計画の目標達成に向けた施策
を実行していく為の具体的事業に
ついて、毎年度政策評価（事務事
業評価）を実施し、進捗管理を
行っているが、評価結果が次年度
の事業計画や予算編成に十分に反
映できていない。

前年度実施した事務事業の政策評
価（事後評価）を実施し、その結
果に基づく事業内容の見直しや改
善を図り、次年度の振興実施計画
に反映させる。
次年度計画に係る個別事業評価調
書の様式を見直し、投入した予算
や人員が、どのような活動を経
て、どういう成果・波及効果に繋
がるかを可視化することにより、
予算編成における客観的なエビデ
ンス（配分根拠）として機能する
仕組みを構築し、事務事業の適正
化（スクラップ＆ビルド）を図
る。

カテゴリ

中長期 ①②評価結果をR9年度予算へ効
果的に反映させるためのスケ
ジュールを設定

8



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑮

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

カテゴリ

中長期

【現状】 【中間】

　2018年より第1回SDGs未来都市
に選定され、誰一人取り残さない
持続可能な地域社会の実現に向け
ての取り組みを積極的に実施して
いる。直近は、第3期壱岐市SDGs
未来都市計画に基づき、コミュニ
ケーションインフラとなっている
市民対話会により、市民の声から
地域課題を抽出し、課題解決に向
けた各種政策を分野横断的に企画
立案し、実行については、地域に
不足するリソース（資源等）は島
外のエンゲージメントパートナー
企業等との連携により調達し、実
施している。
　企業等との共創を推進していく
エンゲージメントパートナー協定
締結企業数は、R8年4月末時点で
62件となっている。
　加えて、テレワーク施設の利用
促進と、大学等のフィールドワー
ク受入れにより、島外人材の流入
と若年層の参画を促進し、地域経
済の活性化と関係人口の拡大を
図っている。
　

市民対話会を中心としたコミュニ
ケーション機会を活用し、市民の
まちづくりに対する声を拾い、地
域事業者・エンゲージメントパー
トナー企業・大学等との共創によ
り、持続可能な地域社会の実現に
向けた政策を展開していく。
①共創イベントの開催
市民対話会、エンゲージメント
パートナーと地域の交流機会とな
るイベントを開催する。
②高校地域連携支援
高校地域連携コーディネーターの
配置、探究支援により、高校地域
連携を促進する。
次年度以降の自走化に向けた中学
生SDGｓ教育プログラムの確立
③情報発信
Instagram「IKI IKI Collective」･
note・LINE・広報いきを活用した
情報発信
これまでのSDGｓの取り組みをま
とめた冊子の発行
④遠隔医療等の推進
医療DXによる二次離島の医療支
援システムの構築（ウェアラブル
端末を活用した遠隔医療の実証）
⑤テレワーク施設の利用促進に向
けた情報発信
⑥大学等のフィールドワーク受け
入れ体制の整備及び学生による地
域課題解決への参画促進

エンゲージメントパートナー制度
の推進
①エンゲージメントパートナーの
ネットワーク拡大
②パートナーとの共創機会（エン
ゲージメントコミュニティラボ・
カルチャターミナルフェスの開催
など）

市民対話会によ
る地域課題の抽
出とエンゲージ
メントパート
ナーとの共創に
よる課題解決の
推進

総合計画の目標
（KPI）の達成状
況の検証と壱岐
新時代プロジェ
クトの進捗管理

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　令和7年度より「幸せを実感で
きる島」を将来像に掲げた第４次
壱岐市総合計画（R7～R11）がス
タートし、2050年人口2万人維持
を目指す目標設定が庁内および市
民へ共有された。
　壱岐市新時代プロジェクトの推
進にあたっては、政策構想である
４つのみなとのプロジェクトごと
に庁内横断的なプロジェクトチー
ムが編成され、各チームにおいて
施策の具現化に向けた研究・調査
や基礎設計が進められている。

・第4次総合計画KPIの達成状況の
確認
・壱岐新時代プロジェクトチーム
が主体となる施策推進について、
進捗状況を定期的に確認すること
で、進捗管理を行っていく。
　具体的な進捗管理体制として、
部長等会議や壱岐なみらい研究所
における定期的な進捗確認会議を
軸としたマネジメント体制を構築
する。
　あわせて同研究所のアドバイ
ザー等からの専門的な助言等によ
り、実施計画を推進していく。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　第４次総合計画の主要施策と壱
岐新時代プロジェクトとの有機的
な連携を強化し、市民が目に見え
る形で変化を実感できるプロジェ
クトの推進が必要である。令和7
年度には、プロジェクトの実施計
画をまとめ、今年度は実装の段階
であり、着実に「新時代プロジェ
クト」を推進していく必要があ
る。

プロジェクト会議
部長等会　年間10回
壱岐なみらい研究所　年間5回
地域創生プロジェクト開発数：5
件

【目標の設定理由】

新時代プロジェクトの実現に向け
た予算化（R9年度）
壱岐新時代プロジェクト（4事
業）及び地域DXを併せた5事業に
関連する実施計画の策定

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計

⑯ 【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑰ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

中長期 　昨年度から開始したアンケート
結果75％以上を目標として設
定。

【課題】 【年度末】

　情報発信手段が急速に多様化す
る中で、それぞれの特長を継続的
に研究・分析し、市民が求める情
報を的確・迅速に届けるための最
適な情報発信手段を検討し続ける
必要がある。
　市民から寄せられた貴重な意見
や提案、それに対する市の対応状
況は本人への回答に留まっている
ため、広く市民に共有・公表する
仕組みの構築の検討が必要。

　広報紙の満足度アンケートを実
施し、満足している人の割合
80％を目指す。

カテゴリ

中長期

広報紙のリ
ニューアルと市
民の声の反映

【現状】 【中間】

　広報については、ホームページ
のリニューアルや広報紙の特集
ページの掲載など見直しを行い、
市の主要施策、市民の活動などの
情報発信に努めている。
　また、市公式SNS
（LINE,Instagram）など多様な情
報発信媒体を活用し、多様な発信
媒体の運用を行っている。
　広聴については、市民対話会等
の実施や壱岐市希望の箱、ホーム
ページからの問い合わせ等、市民
からの意見・提案を受け付ける体
制が定着している。寄せられた意
見・提案に対して担当部署と連携
し、個別に回答・対応状況を伝え
ることで、丁寧なコミュニケー
ションに努めている。

①広報紙の見直し：巻頭特集「ま
ちを支える人」をシリーズ化し、
様々な分野のキーマンにフォーカ
スし市役所内外で活躍する人・活
動を紹介
市各部局の主要施策、市民の活動
などをわかりやすく市民に伝え
る。
②市長定例記者会見およびCATV
市長チャンネルの運用：議会前の
市長定例記者会見及び議会後の
CATV市長チャンネルによる市民
向けの市政情報発信の強化
③SNS等と連携した情報発信：広
報紙、壱岐市公式LINE、
Instagram、Facebook、Youtube、
X等とも連携した情報発信の強化
④広聴機能の強化：希望の箱、
ホームページかのら問い合わせ等
への運用の見直し（原則、問い合
わせ等に対する回答・対応状況の
公開）

【課題】 【年度末】

　これまで築いてきた「対話型の
まちづくり」を基盤としつつ、顕
在化している医療や地域交通と
いった生活直結型の課題に対し、
エンゲージメントパートナー企業
の先端技術やノウハウ、人材、資
金調達など民間活力の積極活用に
より、具体的な対策を社会実装す
る段階への移行が不可欠である。

①市民対話会等参加者数：500人
②新技術導入件数：1件
③エンゲージメントパートナー
数：70件
④大学等のフィールドワークの受
入数：5件
⑤テレワーク施設利用者数：
11,000人(壱岐テレワークセン
ター・ACB Living・IKI ISLAND
HUB・クロスポート武生水)

①近年の対話会参加者（年3～5
回）300〜400名、R7年度5回開催
で385名。R8年度は、5回開催予
定100名×5回
②三島診療所での遠隔医療の実施
により１件
③エンゲージメントパートナー締
結数R8.4月末時点62件
④フィールドワーク受入数：Ｒ7
（5件）
⑤テレワーク利用者数：R5(7,823
人)・R6(9,254人)・R7(10,246人)

市民対話会によ
る地域課題の抽
出とエンゲージ
メントパート
ナーとの共創に
よる課題解決の
推進
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計

⑱ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑲ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

　システム移行完了後の、ガバメ
ントクラウド上での運用コストの
適正化や、離島であることでの通
信環境の制限よにより安定稼働が
可能かの検証・対応が必要。
　職員のデジタルリテラシーは向
上しつつあるものの、依然として
紙ベースの処理や対面業務が根強
く残っており、改善に向けた取り
組みが進まない部署が職員が散見
される。こうした意識やスキルの
格差の解消が喫緊の課題。
　行政業務の基幹部分では個人情
報保護の観点からDX連携に制約
が生じやすく、システム導入・イ
ンフラ整備に多額の費用を要する
一方で、フロントヤードや内部事
務の効率化が中心となるため、導
入効果が市民に伝わりにくい状
況。

①対住民向け新規オンライン
フォーム作成数：100フォーム
②生成AI活用等による業務履行時
間削減：1,500時間（全職員年
間）

カテゴリ 前年度実績
①送客数：2,641人
②ふるさと納税寄付額25,625千円

安定化

自治体システム
標準化完了と生
成AI等の活用によ
る住民の利便性
向上・業務効率
化

【現状】 【中間】

　自治体業務においては、これま
で庁舎内のデジタル化や簡略化を
主体とした業務効率化を推進して
きた。国の「自治体DX推進計
画」では、デジタル技術をさらに
活用し、ICTを浸透させることで
住民生活をより向上させることが
目的と明記されている。
　本市においても、マイナンバー
カードを利用した行政手続きのオ
ンライン化や電子申請の拡充、ビ
ジネスチャットの全庁的な活用、
AI-OCR・RPAによる事務効率化な
ど、フロントヤード改革とバック
オフィス業務の両面で着実な成果
を上げている。加えて国が主導す
る自治体情報システムの標準化・
共通化において対象20業務中18
業務について標準仕様への移行を
完了、基幹系システムのガバメン
トクラウドへの移行については対
象20業務中17業務移行済みであ
り、基幹系システムの次世代基盤
への移行が最終段階を迎えてい
る。

・残る標準化2業務・ガバメント
クラウド移行3業務を全て完了さ
せる。
・疑似遠隔窓口支援システム：支
所窓口に来庁した市民へ担当者が
オンラインで申請書の書き方のレ
クチャー等ができる環境を整備
・災害被害報告システム：公式
LINEの機能を拡張し、市民が災害
被害発生時の市役所への連絡をオ
ンラインでできるようにし、災害
発生場所をマップ表示
・生成AI活用基盤プラットフォー
ム：セキュアな環境で汎用型生成
AIサービスを利用できプラット
フォームを導入し会議録、文書作
成等で業務効率化を図る。
・HP用AIチャットボット：生成AI
が24時間問い合わせに回答する
チャットボットの導入
・AI人材育成（オンラインセミ
ナー）：生成AIを活用できるデジ
タル人材の育成
・デジタルデバイド対策：高齢者
等を対象としたスマホ教室を出前
講座等で実施できないか、デジタ
ル庁のデジタル推進委員の取組み
を参考に効果的な仕組みを検討す
る。

カテゴリ

効率化 ①オンラインフォーム作成数：
R7年度 88フォーム
②生成AI活用：トライアルの結果
から一人当たり約3.75時間で算出

【課題】 【年度末】

　認知度の広がりを一時的な観光
客数（量）に留めず、本市に愛着
を持つエンゲージメントパート
ナーとしての関係人口（質）へ転
換させるための施策が求められて
いる。

①送客目標：2,700人
②ふるさと納税寄付額（個人・企
業版）26,000千円

首都圏等への戦
略的セールスと
ふるさと納税に
よる外貨獲得

【現状】 【中間】

　東京事務所開設以来、継続して
きた戦略的なセールス活動によ
り、首都圏および近郊における本
市の認知度は年々高まってきてい
る。具体的には首都圏発着の旅行
商品の造成・送客数が年々増加し
ているほか、起業版を含むふるさ
と納税の増加、壱岐産食材・産品
の販路拡大、メディア露出やス
ポーツ合宿誘致など、多角的な成
果が現れている。更なる認知度向
上と交流人口拡大を目指し、首都
圏のみならず福岡都市圏も視野に
入れた、より広域的かつ効果的な
情報発信のあり方について検討し
ていく。

・首都圏の企業、メディア等への
継続的な訪問・セールスを行い、
本市の認知度向上と信頼関係の構
築を図る。
・首都圏メディアとの良好な関係
を構築し、番組や記事等のメディ
ア誘致を積極的に図ることで、本
市の魅力を多角的に発信する。
・ふるさと納税（個人・企業版）
のPR、スポーツ合宿の誘致、壱
岐産食材・産品の販路拡大を通
じ、首都圏から積極的な外貨獲得
を図る。
・今後の東京事務所および福岡事
務所のあり方を検討する。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 総務部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 一緒に推進課 正     規 フルタイム 計

⑳ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

㉑ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

安定化

【課題】 【年度末】

　壱岐市におけるケーブルテレビ
施設は、平成22年度に46億円を
かけて整備したが、整備後15年
を経過し、施設の老朽化が顕著で
あり、機器の更新/維持管理費用
も年々高騰し、本市の財政を圧迫
している。

・サウンディング調査に向けた実
施要領（案）および提示データの
作成
・コスト縮減に向けた「施設・機
器更新計画」

目標スケジュールの維持
・R8：サウンディング調査
・R9：プロポーザル実施要領作
成
・R10：公募実施・事業者の決定
・R11：新事業者への引継ぎ・移
行準備
・R12：民間事業者への施設・運
営完全移行

【課題】 【年度末】

　現状の課題として、情報の取扱
いにおける脆弱性が職員の行動や
意識に起因するケースが多く、
メール誤送信や外部記憶媒体の管
理不備といった人的ミスを根絶す
る体制の堅持が不可欠である。
　また、巧妙化・高度化するサイ
バー攻撃に対し、一般行政職が有
する知見のみで対応し続けること
には限界がある。職員全体の基礎
スキルの底上げを図ると同時に、
有事の際や高度な判断が求められ
る場面において、外部専門機関と
迅速かつ円滑に連携できる体制の
構築が喫緊の課題となっている。

情報管理班職員が受講したセキュ
リティ研修内容を年4回程全職員
へ情報提供。
基幹系及び内部情報システムの最
適化と監視能力の向上をはかり、
市役所内からの情報漏洩を発生さ
せない（重大インシデント発生件
数0件）

セキュリティポリシーの遵守は通
年であり、日常業務で常に自覚す
る必要があるが、J－LIS等の主要
通知も概ね四半期で周知される事
から設定目標とする。

カテゴリ

他自治体の事例
に学ぶ情報漏洩
対策と「サイ
バーセキュリ
ティー基本方
針」の策定

【現状】 【中間】

　自治体情報システムの標準化・
共通化が進む中、本市においても
基幹系システムのガバメントクラ
ウド移行が最終段階を迎えてい
る。この環境変化に伴い、従来の
境界防御型（ネットワークの入り
口・出口対策）から、クラウド環
境に適応した動的なセキュリティ
対策への運用転換が急務となって
いる。
　現在、市民生活を守るための指
針として「壱岐市情報セキュリ
ティポリシー」を遵守している
が、より高度化するサイバー脅威
に対し、組織としての確固たる姿
勢と戦略を明示する「サイバーセ
キュリティ基本方針」の策定が求
められている。

・重大インシデント時の対応力を
強化する目的で、情報管理課職員
3名が国立･ 情報通信研究機構の
実施するセキュリティ研修を受講
する。
またそれらの情報をSlack等で共
有、更に関連するｅ-ラーニング
を紹介する事で、全職員の情報セ
キュリティに関するリテラシーを
向上し、併せて情報セキュリティ
ポリシーの周知・徹底を図る。

カテゴリ

安定化

ケーブルテレビ
施設の老朽化対
策と民間移譲に
向けたサウン
ディング調査の
実施

【現状】 【中間】

　壱岐市ケーブルテレビ施設は、
市民の情報インフラ（テレビ、イ
ンターネット、防災放送、IP電
話）として重要な施設であり、提
供内容の充実と安定的なサービス
の継続に努めているが、今後の
サービスの高度化や老朽化が進む
機器・施設の更新には多大な財政
負担が生じるため、民間事業者へ
の施設・運営の移譲を検討する必
要がある。

・令和12年度の民間完全移行を
見据えたロードマップに基づき、
民間事業者への施設・運営移譲に
向けた「サウンディング型市場調
査」の実施要領策定、および事業
者へ提示する資産・収支等の詳細
データの整理・研究を行う。
・R8のサウンディング調査実
施、R9プロポーザル（公募）実
施要領（案）の作成に向け、庁内
関係部署や先進自治体の事例を基
に、公募条件や選定基準の基礎設
計を進める。
・現行の施設・機器更新計画は策
定から長期間計画しているため、
専門コンサルタント・現指定管理
者・施工業者を交えた精査を行
う。最新の動向を反映し、より安
価で持続可能な更新計画の検討・
見直しを行う。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

・まちづくり協議会等（共助）と地域担当職員（公助）の連携強化及び移住定住促進に繋がるデータと戦略に基づく政策
　立案を行う。
・交流人口及び関係人口拡大に向けた連携体制「市民・観光事業者・観光連盟・壱岐市」による事業推進を行う。
・スポーツイベント等の参加者増に向けた推進体制強化及び俳句等による誘客コンテンツの構築を行う。

計 28 14 42

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

市民が誇りを持って生活できる環境づくりを行い、共に支えあいながら成長していける社会の創造とともに、豊かな自
然、歴史、文化資源や地元産品を最大限に活用し、地域の持続可能な発展と市民の個々の力を引き上げ壱岐市の未来価値
を高める。

・まちづくり協議会等の支援充実及び移住定住の促進と空き家活用による地域維持を推進する。
・観光戦略の深化と多様な誘客手法により、関係人口や交流人口拡大を推進する。
・スポーツイベント等の魅力向上と新たな文化施策による交流人口拡大を推進する。

住む人に誇りを、訪れる人に感動を、未来の世代に豊かさを残し持続可能な地域づくりを推進する。

【ステートメント】

7 1 8

文化スポーツ振興課 12 12 24

8

部 局 名 地域振興部

部 局 長 名 部長　塚本　和広　　　次長　岡部　一也

移住・定住支援制度の見直し・拡充③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

協働によるまちづくりの推進

二地域居住の促進②

①

観光課

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

地域共創課 9 1 10

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

新規事業＜４＞UIターンの強化

④移住・生活支援

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜４＞UIターンの強化

④移住・生活支援

＜６＞人権・男女共同参画社会の形成

①男女共同参画社会の実現に向けた環境づく
り

地域共創課

④ 空家の有効活用の促進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜４＞UIターンの強化

④移住・生活支援

⑤ 男女共同参画社会の実現

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期

⑥
地域脱炭素を推進する壱岐島モデルの構
築

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期
＜２＞再生可能エネルギーを活かした地域振
興
②民生・交通部門での再生可能エネルギーの
導入促進
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

⑮ 文化財の継承

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜３＞歴史文化資源の保全・活用

①文化財の保護と活用・継承

⑭ 文化財の保護と活用

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜３＞歴史文化資源の保全・活用

①文化財の保護と活用・継承

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜１＞観光の振興

①高付加価値なコンテンツ造成

⑬

⑨

⑧

⑪

⑩ インバウンド誘客促進と国際交流の推進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜１＞観光の振興

①高付加価値なコンテンツ造成

観光課

文化スポーツ
振興課

教育旅行による誘致促進

観光戦略に基づく観光客誘致促進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜１＞観光の振興

③セールス・プロモーションの充実

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

安定化＜１＞観光の振興

①高付加価値なコンテンツ造成

歴史文化資源による高付加価値な誘客コ
ンテンツ造成

スポーツ・文化合宿等による誘客促進

②受入環境の充実

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

⑦
地産地消可能な再生可能エネルギー資源
の導入促進

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期
＜２＞再生可能エネルギーを活かした地域振
興
②民生・交通部門での再生可能エネルギーの
導入促進

地域共創課

⑫ スポーツツーリズムの推進と市民力向上

【基本目標4】地域の価値と新しい人の流れが
未来をつくる島

中長期＜１＞観光の振興

①高付加価値なコンテンツ造成

中長期＜１＞観光の振興
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】協働によるまちづ
くりの推進

壱岐市特定居住促進計画の目標値

高齢化が進み（高齢化率：R8.3月
末_40.3％）、地域コミュニティの
維持・運営等が困難な状況であ
り、共助による地域コミュニティ
維持等を図るため、小学校区毎に
まちづくり協議会(まち協)を設置
しているが、18校区中3地域で設
置ができていない。

まち協未設置地区のキーパーソン
や当該地区の地域担当職員等と連
携して、まち協設立準備組織（幹
事会等）のまち協設立に向けた活
動への支援を行う。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

まち協未設置地区は、市内でも人
口規模の多い地区であり、まち協
設置に向けた地区内での機運醸成
が不十分であるため、まち協に関
して前向きな考えを持つキーパン
ソン等と連携して、まち協に関す
る周知啓発等を徹底して実施する
必要がある。

まち協未設置地域の解消：2地域

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り

【目標達成(未達成)の要因】【現状】 【中間】

【目標の設定理由】

カテゴリ まち協未設置地域中、設立準備組
織（幹事会等）設立済みの地域で
のまち協設立を目指す

中長期

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

改善策

課 ・ 支 所 名 地域共創課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 1 10

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

二地域居住の促進 【現状】 【中間】

本市における移住者は年間100人
程度と一定の水準を維持している
状況（移住者数：R3_86人→
R4_122人→R5_93人→R6_87人→
R7_110人）であるが、移住受入の
地域間競争が激しさを増す中で、
現状の水準の維持では本市の人口
減少抑制は難しい。
社会増を実現するためには、現状
の水準に対して年間200人程度足
りていない状況であり（社会減：
R3_△176人→R4_△153人→R5_△
228人→R6_△207人→R7_△172
人）、自然減分も補うためには更
に350人～400人程度足りていな
い状況（自然減：R3_308人→
R4_383人→R5_373人→R6_413人
→R7_339人）。

・将来の移住者となりうる関係人
口の増加を図るため、二地域居住
促進のための施策に積極的に取り
組む。前年度の調査・計画策定等
の取組を踏まえ、実装可能な取組
を進める。
・二地域居住者をR9年度から有人
国境離島法の運賃低廉化の支援対
象（準住民）とするための本市に
おける認定要件を9月までに確定
する。

【課題】 【年度末】

移住者は一定数あるものの、学校
や官庁の赴任者とその家族が大半
を占めており、民間企業への就職
や起業、新たなライフスタイルを
求めての移住はほぼ横ばいとなっ
ている。 移住先としての認知獲
得から検討支援、魅力的な住居や
仕事の提示に至るプロセスを明確
にして、関係する部署との横断的
な連携により移住増加のための統
合的な取り組みを展開していく必
要がある。

R8年度二地域居住者数：10人

カテゴリ

新規事業

移住・定住支援制
度の見直し・拡充

【現状】 【中間】

本市における移住者は年間100人
程度と一定の水準を維持している
状況（移住者数：R3_86人→
R4_122人→R5_93人→R6_87人→
R7_110人）である。
また、定住促進のための奨学資金
償還補助金制度の利用件数は、
R5_25件、R6_29件、R7_39件と増
加傾向にある。

移住・定住支援制度について見直
しを行うとともに、「ブリ奨学
金」制度創設に取り組む。

【課題】 【年度末】

第4次総合計画の目標である
「2050年人口2万人」を達成する
ためには、移住者数を現状の水準
（100人程度）より大幅に増やす
必要がある。
また、定住促進奨学資金償還補助
金についても、一定の成果はある
が、より多くの若年（Uターン）
層の定住増加を図るため、シビッ
クプライドを醸成するような奨学
金制度の創設が必要である。

R8年9月末までに支援制度見直し
案及びブリ奨学金制度案を作る。

カテゴリ

中長期 R9年度からの制度施行のため。

15



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

改善策

課 ・ 支 所 名 地域共創課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 1 10

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【現状】男女共同参画社会
の実現

【現状】 【中間】

R7年調査によると、本市では空家
等が1,468件あり、H28年調査時と
比較して451件増加している。
空家等のうち、居住可能及び一部
修繕すれば居住可能な空家等は
1,170件（80％）である。
また、H28年調査に空家とされた
263件のうち、建替えや居住が確
認される家屋が162件（62％）で
ある。

③空き家deミライ創出事業によ
り、空き家を活用した移住者向け
住宅等の整備を行い、空家の建て
替えを推進する。また、居住可能
な空家等の掘り起こしを進め、移
住者へ提供できる情報の拡充を図
り、空家から非空家への更新を促
進する。

空家の有効活用の
促進

【課題】 【年度末】

空家が増加している状況で、大半
が居住可能な空家であることか
ら、資源として有効活用するため
に、民間と連携した体制整備が必
要である。
また、空家関係の施策は、市の複
数の部署に関連することに加え、
壱岐新時代プロジェクトにも関わ
るため、市内部の横断的な連携も
必要である。

③空き家バンク成約（売買・賃
貸）数：45件

【中間】

本市は、本土と系統連系のない離
島であり、電力はほとんどを市内
の火力発電に依存している。現状
では、火力発電の約44MWに対
し、再生可能エネルギー（再エ
ネ）は約12MWと、規模的に全体
の20％程度の発電能力はあるが、
実際の再エネ比率は需要ベースで
13％程度である。

市内での再エネの導入拡大を図る
ため、水素蓄電との組合せによる
再エネの安定利用に向けた実証試
験に取り組むため、長崎県壱岐病
院にRE水素システムを導入する。

カテゴリ

中長期 ③R7年度実績の1.5倍。

地域脱炭素を推進
する壱岐島モデル
の構築

【現状】

【課題】

カテゴリ

中長期 第2次壱岐市男女共同参画基本計
画の目標値による

【課題】 【年度末】

・地域における男女の役割等につ
いては、未だ旧態依然とした考え
方が根付いている部分があること
は否めないため、女性も誇りを
持って活躍できる地域社会、女性
に選ばれる地域社会の実現に向け
て、男女共同参画についての理解
を深めるための啓発活動を行い、
女性の市外流出の抑制を図るとと
もに、市の審議会等において、積
極的に女性を登用する必要があ
る。

委員会・審議会等での女性登用
率：30.0％

【中間】

R7年長崎県移動人口調査によれ
ば、市外への流出が男性は58人に
対し、女性は114人と2倍近く流出
しており、特に県外流出につい
て、男性が19人に対し、女性は81
人と4倍以上となっている。
また、本市の審議会等における委
員の女性登用率はR7年度で23.2％
であり、R6年度（22.2％）とほと
んど変わっておらず、委員会にお
ける女性登用率はR7年度23.5％
で、R6年度（26.5％）を下回って
おり、女性の登用が進んでいない
ことが伺える。

壱岐市男女共同参画懇話会や男女
共同参画壱岐地域活動促進会議と
連携し、R9年度からの第3次男女
共同参画基本計画を策定するとと
もに、男女共同参画に関する啓発
活動や研修等を積極的に実施し、
民間レベルでの女性登用を促進す
ることと併せて、市の審議会等で
の女性登用率向上を呼び掛ける。

カテゴリ

中長期 R8年度補助事業計画による。

【年度末】

太陽光や風力は自然任せの不安定
な再エネであることから、大量に
導入することが難しい状況であ
る。再エネを蓄える技術（水素・
蓄電池等）と組み合わせて、再エ
ネの安定利用を図る必要がある。

R8年内に長崎県壱岐病院にRE水
素システムを導入する。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

改善策

課 ・ 支 所 名 地域共創課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 1 10

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

地産地消可能な再
生可能エネルギー
資源の導入促進

【現状】

【課題】

カテゴリ

中長期 ②過去の協議会等の開催実績によ
る。

【年度末】

比較的安定的な地域再エネ資源と
しての洋上風力やバイオマス等の
活用やCO2を排出しない次世代の
エネルギーについての研究を行う
必要がある。

②洋上風力発電等導入検討協議会
及び再生可能エネルギー導入促進
期成会をそれぞれ年２回以上開催
する。

【中間】

本市の二酸化炭素（CO2）排出量
は、R2年では年間202千tco2
（CO2年間排出量：H25年_226千
tco2→H27年_204千tco2→H30年
_170千tco2）であり、農林水産業
（53千tco2）、貨物自動車（40千
tco2）、業務（30千tco2）の各分
野での排出量が多い状況。

②再エネ資源となる地域の未利用
資源（洋上風力・バイオマス等）
の活用や次世代エネルギーの実現
可能性等について、利害関係者等
との意見交換を行う。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑧

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 観光課 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 1 8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【課題】

R7教育旅行受入数により

【現状】 【中間】

【年度末】

【目標の設定理由】

【中間】

観光戦略に基づく
観光客誘致促進

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

壱岐市の観光産業は、豊かな自然
景観、歴史的文化遺産、食の魅力
など地域資源を活かした基幹産業
として、交流人口及び関係人口拡
大による地域経済活性化の役割を
担ってきた。
しかし、新型コロナウイルス感染
症の拡大や燃油価格・物価高騰に
より、本市の観光産業や経済は大
きな打撃を受けた。
現在、新型コロナウイルス感染症
の影響は沈静化し、人々の移動や
旅行需要も徐々に回復する一方
で、物価高騰の影響は依然として
続いている。また、旅行者の価値
観やニーズが多様化していること
もあり、本市の観光産業は、いま
だ完全な回復には至っていない。

『壱岐市観光戦略2025～2027』
に掲げる基本方針・戦略、『第4
次壱岐市総合計画』に基づき、有
人国境離島法の柱である滞在型観
光促進事業等を積極的に活用しな
がら、多様化する観光ニーズやデ
ジタル化など需要や課題を的確に
捉え、3年間で計画的に施策を実
施することで、主目標である「地
域の価値と新しい人の流れが未来
をつくる島」を目指す。
・首都圏をはじめとする国内旅行
誘致に加え、台湾をはじめとする
海外市場からの誘客を促進し、観
光客延べ数の増加につなげる。
・JR西日本や日本旅行等、交通
キャリア・旅行社などと連携し、
関西・中国方面等からの誘客に加
え、組織的なセールス活動を強化
し、観光客数及び観光消費額の増
加を図る。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

『第4次壱岐市観光振興計画』に
かわり策定した『壱岐市観光戦略
2025～2027』および『第4次壱岐
市総合計画』に基づき、令和7年
度からの5年間でコロナ禍前の観
光客延べ数を上回る実績を目指
し、地域経済の再生を図る必要が
ある。

R8観光消費額：66.8億円
（R7～9(3年間)：年間40,000千円
増）
R8観光客延数：370,000人
（R7～9(3年間)：年間10,000人
増）

カテゴリ

中長期 「壱岐市観光戦略2025～2027」
「第4次壱岐市総合計画」により

教育旅行による誘
致促進

【現状】

県内校の来島は、減少傾向である
が、将来的に二地域居住及び移
住・定住施策につなげるために
も、首都圏私立の学校をターゲッ
トとして、セールス活動を強化す
る必要がある。
教育旅行は、数年前から旅行先が
計画・決定される傾向があり、一
時的な取り組みでは誘致効果が得
られにくいため、体験プログラム
の磨き上げや探求学習の開発な
ど、計画的な取り組みが必要であ
る。

R8教育旅行来島校　目標：24校
R8新規開拓校　目標：3校

カテゴリ

安定化

本市は、自然景観や歴史的文化遺
産、体験プログラムなど、教育旅
行に適したポテンシャルを有して
いる。新型コロナウイルス感染症
流行期には、県内の学校が県内を
旅行先として選定する傾向が強ま
り、本市がその候補地として選ば
れることが多く、来島校数が一時
的に増加した。感染症の沈静化に
伴い、県内の学校は従来どおり県
外を旅行先とする傾向に戻り、来
島校は減少したが、一方で、県外
学校の来島校が増加したことによ
り、全体としてはほぼ横ばいで推
移している。
（R7実績）
教育旅行　合計：23校

既存の観光地を活かした体験プロ
グラム等を磨き上げるとともに、
SDGs及び探求学習プログラムを
受入団体等を中心に開発し、本市
を「訪れる人に感動を与えられ
る」教育旅行地にする。
また、ターゲットを明確化し、関
係団体と連携したセールス活動を
適正な時期に実施することで、教
育旅行の誘客につなげる。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

課 ・ 支 所 名 観光課 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 1 8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【現状】 【中間】

昨今の社会情勢や経済状況、観光
客の旅行先に対する価値観の変化
により、国内観光客が減少傾向に
あり市内の観光産業は厳しい状況
である。こうした背景を踏まえ、
地域経済活性化を図るためには、
外国人観光客(インバウンド)誘致
の推進が重要な施策であり、市内
観光関係事業者の意識醸成を図
り、受入環境整備の課題や現状を
把握する必要がある。
国際交流については、外国の方に
接する機会が増えている現状か
ら、異なる文化や価値観を尊重し
合う多文化共生のまちづくりを推
進することが求められている。

・西日本エリアの自治体等が参画
する「西のゴールデンルートアラ
イアンス」や、国内外から多くの
観光客が訪れる福岡市及び長崎県
等周辺地域との連携による本市へ
の誘客を進める。市内観光関係事
業が課題としている多言語対応等
受け入れ態勢の整備に向けた実態
調査などを実施することで、本市
への外国人観光客の誘致につなげ
る。
・国際交流員による市民講座及び
出前講座等を開催し、「住む人が
誇りをもてる」多文化共生のまち
づくりを目指すことで、「市民の
満足度」向上を図る。また、外国
人受け入れに対する市民の理解
と、インバウンド誘致の機運醸成
を図る。

カテゴリ

中長期 「壱岐市観光戦略2025～2027」
「第4次壱岐市総合計画」により

【課題】 【年度末】

外国人観光客受け入れに対して、
宿泊・飲食事業者など、事業者の
抱える課題等を把握する必要があ
る。また、受入れに消極的な層も
一定数いるものと想定されるた
め、事業の推進には慎重な対応が
求められる。

R8外国人観光客延べ滞在数 2,600
人
（R7～9(3年間)：年間250人増）

インバウンド誘客
促進と国際交流の
推進
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

「ツール・ド・壱岐島」「壱岐の
島新春マラソン」は約40年の歴史
ある大会、「神々の島壱岐ウルト
ラマラソン」は昨年第８回目の開
催であり、リピート率の高い魅力
的な大会となっているが、一方で
参加者が伸び悩んでいるおり、
ターゲットに届く効果的かつ魅力
的な情報発信が必要である。

スポーツツーリズ
ムの推進と市民力
向上

【現状】 【中間】

本市で開催しているスポーツイベ
ント「ツール・ド・壱岐島」
「神々の島壱岐ウルトラマラソ
ン」「壱岐の島新春マラソン」に
ついては、市民ボランティア・団
体の協力を得て、多くの島外参加
者により地域振興に寄与する大会
として定着している。
なお、令和７年の「神々の島壱岐
ウルトラマラソン」については、
大会評価指標となるランネットで
初の全国1位を獲得した。

（R7実績）
・ツール・ド・壱岐島
　実績：467名
・神々の島壱岐ウルトラマラソン
　実績：878名
・壱岐の島新春マラソン（島外）
　実績：457名（全体1,713名）

本市で開催しているスポーツイベ
ントは、地域振興を第一義に実施
し、魅力的な大会運営により参加
者の数値目標を達成することを目
指し、ターゲットへの効果的かつ
魅力的な情報発信を行う。
また、当イベントは単なる地域振
興に留まらず、市民から親しま
れ、多くの市民ボランティア・団
体等が参加することによって郷土
愛が醸成されるとともに、島内外
の交流が生まれることによって市
民力の向上を図る。

・ツール・ド・壱岐島
　実績：500名
・神々の島壱岐ウルトラマラソン
　実績：1,000名
・壱岐の島新春マラソン（島外）
　実績：500名

壱岐市振興実施計画による

中長期

【課題】 【年度末】

スポーツ練習や大会での合宿によ
る誘客促進について、壱岐市観光
連盟やスポーツ団体等と連携し
行っているが、例年同じ団体が多
い状況であり、新たな団体の利用
が伸び悩んでいる。本助成事業の
情報発信手法が限定的であること
から、文化合宿への支援拡充を契
機とした情報発信の工夫と強化が
必要である。

・文化スポーツ合宿
　目標：5,000人
・スポーツ大会
　目標：22大会

【数値目標の設定理由】

スポーツ・文化合
宿等による誘客促
進

【現状】

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 文化スポーツ振興課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

24

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況
● 組織目標・取組内容・達成状況

12 12

【中間】

市内のスポーツ団体等による年間
を通した大会開催のほか、スポー
ツ合宿等による安定した誘客が維
持できている。一方で、文化によ
る誘客は限定的な状況であるが、
昨年度開催『ながさきピース文化
祭』を契機に市民団体を中心に文
化振興・誘客への機運が高まって
いる。

（R7実績）
・スポーツ合宿
　実績：4,529人
・スポーツ大会
　実績：15大会

文化合宿への支援拡充を契機に、
市内の文化・スポーツ団体へ、合
宿やスポーツ大会開催への助成制
度を改めて周知するとともに、島
外向けにはＳＮＳ等を活用して効
果的に情報を発信し、スポーツ・
文化による誘客促進による地域振
興を図る。
また、スポーツ・文化を通した島
内外の市民や団体の交流促進によ
る市民力向上を図る。

カテゴリ 壱岐市振興実施計画による

【年度末】

【数値目標の設定理由】

【現状】 【中間】

コンテンツ造成と市民意識向上の
ための関連事業の実施：２事業
①ながさき小学生俳句交流会
②壱岐文化ホール開館３０周年事業
　-1）ピアノリサイタル
　-2）いきいき爆笑寄席

カテゴリ

中長期

【課題】

壱岐市観光戦略2025～2027

文化を媒体に、誇りを持ってまち
の人が暮らしている、その姿を見
て人が入ってくる、という好循環
を創出することを目指す。歴史文
化資源を活かした高付加価値な誘
客コンテンツを造成するととも
に、文化に対する市民意識の向上
のための関連事業を支援する。

本市の観光業は、豊かで魅力的な
自然・食・歴史・文化を活かした
産業として、地域活性化の中核を
担ってきた。
しかしながら、現下の観光動向
は、物価高騰による旅行控えや価
値観やニーズの多様化など、取り
巻く環境は厳しい状況にある。

個人・団体旅行・教育旅行など、
多様なニーズに応じた旅行商品の
コンテンツや滞在プログラムの充
実のほか季節に左右されないコン
テンツの開発を図る必要がある。

歴史文化資源によ
る高付加価値な誘
客コンテンツ造成
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 地域振興部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 文化スポーツ振興課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策
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重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況
● 組織目標・取組内容・達成状況

12 12

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

カテゴリ 昨年度からの要望に応じたもの

中長期

中長期

文化財の継承 【現状】

【課題】

本市には国指定で令和10年の『ユ
ネスコ無形文化遺産登録』を目指
す『壱岐神楽』をはじめとする無
形民俗文化財が各所に残ってお
り、これらは壱岐の伝統行事とし
て伝え残してきた貴重な遺産であ
る。
しかしながら、近年では過疎化や
少子高齢化が進み、地域における
行事の担い手不足により、文化財
（文化含む）の継承が危惧されて
いる。

『ユネスコ無形文化遺産登録』を
目指す『壱岐神楽』や『温泉文
化』のほか『壱岐焼酎』など、"
九州ブランド"としての誘客コン
テンツ化と情報発信を行う。一方
で、これらの文化財（文化）の活
動団体や地域住民などの活動を通
して伝承者の育成や伝統行事の継
続等を行政としても積極的に関
わっていくこととし、可能な限り
支援する。
また、有形文化財についても、所
有（管理）者との情報共有を図
り、状況に応じて保護・保存を模
索し、可能な限り支援する。

文化財の保護と活
用 行政や民間が行う開発等の埋蔵文

化財包蔵地の有無を確認し、必要
に応じて発掘調査を実施するほ
か、発掘調査等により出土した資
料を精査・復元し、恒久的保存処
理を施したのち、原の辻ガイダン
ス等で教育や誘客での利用に繋が
るよう工夫のうえ一般公開する。
また、原の辻遺跡（ガイダンス等
含む）に関する催事・展示等に関
する情報を魅力的かつ効果的に発
信し、市民への普及教育と観光客
誘客の場としての価値を高めると
ともに、利用者増に繋がる取組を
進める。

【課題】

文化財の保護・保全に係る周知を
行い、市民理解を高める必要があ
る。また、やむなく現状変更を行
う際には速やかな調査実施と発見
された貴重な資料の適切な保存・
研究や、原の辻ガイダンス等への
誘客につながる展示など効果的な
活用が必要である。

①発掘調査　２か所
②原の辻ガイダンス及び遺跡公園
　　　　　入場者数　延べ４万人

①追加指定のための遺構確認調査
計画、及び保護のための現状確認
調査計画
②指定管理者事業計画による

カテゴリ

【現状】

【年度末】

【中間】

【年度末】

文化財（文化含む）の次世代への
確実な継承が重要であり、また地
域ぐるみでの取り組みが不可欠で
ある。引き続き、市民と行政が一
体となって取り組むことが必須で
あるが、保護継承に必要な資金の
確保や体制作りも必要である。

補助金交付件数　　計５件

市内には数多くの埋蔵文化財包蔵
地や指定・登録文化財があり、こ
れらを適切に保護・保全し、後世
へと繋ぐ必要がある。また、開発
等で滅失することのないよう継続
した周知も必要である。
以上も踏まえ、原の辻ガイダンス
は、子どもを含む市民への文化財
教育や体感のできる場として重要
な役割を担っている。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

市民福祉課 17 5 22

8

部 局 名 市民生活部・郷ノ浦支所

部 局 長 名 目良　顕隆

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

税務課 20 3 23

郷ノ浦支所 1 1 2

保護課 8 0 8

住み慣れた地域で孤立することなく、自分らしく自立して暮らせる共生の島を目指す。

【目指す姿】

自立への支援を地域と共に行うことで、年齢や障害の有無にかかわらず、すべての市民が、それぞれのライフステージに
おいて、幸せを実感できる共生社会を創る。

【施策面】

・迅速、的確な窓口対応に努め、市民に信頼されるサービスを提供する。
・民生委員児童委員や社会福祉協議会などの地域福祉力を活用し、地域共生社会の実現を目指す。
・障がい者福祉の充実のため、ニーズを把握し必要な各種サービスの提供を行い社会参加の促進を図る。
・生活保護法に基づき、必要な保護を行うとともに、自立を支援する。
・市政運営の根幹となる自主財源の確保と税の公平性を確保するため、適正課税と収納対策の強化に取り組む。

【組織面】

計 46 9 55

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【ステートメント】

＜３＞地域共生社会の実現

③地域福祉力の充実

② 障がいのある人の自立支援

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜５＞障がい者福祉の充実

①ライフステージに応じたサービスの充実

①生活保護・高齢者福祉・障害者福祉・児童福祉などの福祉事務所事業を各部門が横断的に連携できる体制づくりを強化
　する。
②自治事務に加え、生活保護・戸籍事務などの法定受託事務を取り扱うことから、迅速かつ適正な市民サービスが実行で
　きるよう職員の研修機会を確保し資質向上を図る。
③自治事務については、DX化を加速させ業務の効率化と住民の利便性向上を図る。

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 カテゴリ 所 管 部 署

① ともに支え合う地域福祉の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期

市民福祉課

③ 福祉施設の適正な維持管理

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜３＞地域共生社会の実現

③地域福祉力の充実

④ 窓口業務の適正処理と効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

被保護者の医療扶助の適正化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜３＞地域共生社会の実現

③地域福祉力の充実

保護課

⑤ 被保護者の就労による自立促進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜３＞地域共生社会の実現

②「利用者本位」のサービスの提供

⑥
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 カテゴリ 所 管 部 署

保護課

⑧ 被保護者の訪問調査活動の強化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜３＞地域共生社会の実現

②「利用者本位」のサービスの提供

⑦ 保護費の不正受給対策

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜３＞地域共生社会の実現

③地域福祉力の充実

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化

⑨ 市民税等の課税の適正化・効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑩ 固定資産の評価及び課税の適正化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

郷ノ浦支所

＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

⑭ 関係機関との業務連携強化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

⑫ 債権管理の適正化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

税務課

⑪ 税未納額の縮減

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

⑬ 迅速・適正・公平な窓口対応
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 市民福祉課 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 市民生活部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
17 5 22

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

ともに支え合う
地域福祉の推進

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

これまで第3次地域福祉計画の基
本目標に沿って施策を推進してき
た。少子高齢化の進行や世帯構成
の変化、地域社会のつながりの希
薄化などにより、地域における福
祉課題は多様化している。また、
生活困窮や孤立など、複合的な課
題を抱える世帯への支援の重要性
が高まっている。

誰もが住み慣れた地域で安心して
暮らし続けられる地域づくりを進
めるため、「第４次地域福祉計
画」を策定する。策定にあたり、
地域福祉に関する現状やニーズを
幅広く把握するため、住民アン
ケート調査や多様な主体の意見を
聴取する。収集した情報をもとに
多種連携による策定委員会の中で
議論を行い、具体的な施策及び目
標を検討する。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

地域福祉に関する現状やニーズを
幅広く把握し、地域共生社会の実
現に向け、地域の支え合い体制の
充実を図る必要がある。

計画の公表時期　　　R9.3月末

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【数値目標の設定理由】

中長期 R9年度から13年度までの5ヶ年計
画

障がいのある人
の自立支援

【現状】

離島である本市では、人口減少や
人材確保等の問題で、福祉施設や
提供できるサービスの種類が少な
い状況にある。限りある資源の中
で、障がいのある方が、地域で自
立し、安心と生きがいのある生活
が営めるよう、各種サービスの提
供、社会参加の促進、優しい社会
の実現が求められる。

計画の公表時期　　　R9.3月末

【中間】

障害者手帳所持者数は、平成29
年以降、総じて減少傾向、療育手
帳または精神障害者保健福祉手帳
の所持者数は、ほぼ横ばいで推移
している状況であるが、市内で活
用できる障害福祉サービス等に限
りがあるため、必要なサービスが
行き届かない状況にある。

R9年度からの障がい福祉施策を
計画的に推進していくため、「第
4次障がい者計画」並びに「第8
期障がい福祉・第4期障がい児福
祉計画」を策定する。障がい者へ
のニーズ調査を実施し、障害者地
域自立支援協議会において、細部
についての協議・検討を行う。計
画の素案を市民に公表し、意見公
募を行う。

福祉施設の適正
な維持管理

【現状】 【中間】

市民福祉課が所管する施設は、社
会福祉協議会が指定管理を行って
いる「地域福祉活動拠点施設」4
施設と、地域で維持管理を行って
いる「保健福祉館」5施設、「生
活館」8施設の計17施設がある
が、これらの施設は、いずれも経
年劣化している状況である。

①地域福祉サービスの重要な拠点
施設である地域福祉活動拠点施設
4施設の適切な維持管理を行うこ
とで、社会福祉の増進を図る。
②中長期目標として、社会福祉協
議会と統廃合に向けた協議を行
う。

カテゴリ

中長期 障がい者計画
　R9年度から13年度　5ヶ年計画
障がい者・障がい児福祉計画
　R9年度から11年度　3ヶ年計画

【課題】 【年度末】

地域福祉活動拠点施設4施設は、
施設規模が大きく維持管理費が高
額であるため、最低限の改修工事
等を行いながら、社会福祉協議会
と協議のうえ、統廃合によるスリ
ム化を進めていく必要がある。公
共施設等総合管理計画に沿った施
設の適正管理を進める必要があ
る。

①地域福祉活動拠点施設の改修等
・改修工事　5件
・修繕　　　3件
②地域福祉活動拠点施設の統廃合

・4施設 ➡ 3施設（R10）

カテゴリ

中長期 ①施設の改修工事等は、優先順位
の高いものから、予算の範囲内に
おいて実施。
②現指定管理期間（R7～R9）内
で調整し統合する。

24



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

課 ・ 支 所 名 市民福祉課 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 市民生活部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
17 5 22

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

戸籍届出、住民異動、各種証明書
発行など適正な実施に努めている
が、マイナンバーカード関連手続
きや制度改正への対応により業務
内容が複雑化している。

事務処理の正確性の向上、窓口
サービスの向上、制度改正への適
切な対応及び業務効率化を図る。

窓口業務の適正
処理と効率化

【現状】

カテゴリ

効率化 行政の基幹業務であるため
運用開始の混乱を防止するため
お客様の利便性向上と業務効率化
のため

【課題】 【年度末】

戸籍・住基事務は法令に基づく高
度な判断を要するため、誤処理防
止と知識の習得の継続が必要であ
る。また、限られた人員の中で安
定した窓口運営を行うため、業務
手順の見直しやデジタル化の活
用、業務の効率化を進める必要が
ある。

重大な事務処理誤り　　0件
証明書誤発行　　0件
キャッシュレス決済の円滑な運用
開始
キャッシュレス決済利用率　5％
以上
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑤

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 8

部 局 名 市民生活部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 保護課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 0 8

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

生活保護制度への依存が続くと就
労意欲が減退するため、就労支援
による就労意欲の維持。正規職
員、フルタイム、パート等の被保
護者に沿った就労先の設定。

計１名の就労開始

被保護者の就労
による自立促進

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

被保護者の能力や条件に見合った
就労先の不足や就労意欲の低い
者、就業年齢では高齢な者が多く
就労による自立が極めて困難な状
況である

就労支援員同行による訪問等面接
とハローワークの情報の活用及び
ハローワーク連携による被保護者
就労支援事業等を活用し、就労へ
つなげる。

【課題】

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

安定化 被保護者の就労に関わる状況と市
内の雇用情勢（職種含む）

被保護者の医療
扶助の適正化

【現状】

自立支援医療の未活用（期限切
れ）の防止。他受診、多剤処方の
防止。

該当者（レセプト）調査　年度内
２回

カテゴリ

安定化 状況把握に概ね対応できる期間

保護費の不正受
給対策

【現状】 【中間】

被保護者には、毎年度初回の訪問
時に、いかなる収入についても報
告の義務があると説明・指導して
いるが、依然として収入申告漏れ
があり、結果として不正受給と
なっている。

年度の初回訪問時に、全世帯を対
象として、収入申告の義務につい
て説明・指導を実施する。被保護
者間の公平性を確保するため、不
正受給の早期発見と未然防止のた
め課税調査を徹底する。

【中間】

生活保護費全体の６割強を医療扶
助が占めており、今後も被保護者
の高齢化に伴い医療扶助の増加が
予測される。

レセプト点検により、該当者を発
見し、医師の意見を徴収。該当者
の自立支援医療の活用に繋ぐ。

【課題】 【年度末】

被保護者間の公平性を確保するた
めに、不正受給の早期発見と未然
防止

被保護者世帯への制度説明100％
課税調査を７月末までに実施

【課題】 【年度末】

訪問実施に難がある世帯（多不
在、手紙不読、連絡なしなど）が
あり、ＣＷが何度も訪問してい
る。業務が多岐に渡るため、訪問
だけに傾注することは不可能。

訪問実施規定回数の８５％

カテゴリ

組織強化 制度説明は必ず行うこととする。
課税調査は年度内早期の実施によ
り事後の事務に繋ぐため。

被保護者の訪問
調査活動の強化

【現状】 【中間】

ケースワーカーは、被保護者世帯
の課題解決や自立に向けて、援助
方針に基づいた援助等を展開する
ことを目的に、訪問調査活動を実
施している。

訪問面接に問題等があれば、電話
等により訪問予定日を取り付け
る。また、査察指導員と連携し、
必要に応じてケース診断会議を開
催し、早期の解決を図る。

カテゴリ

組織強化 家庭内訪問面接の規定ラインを参
考とした設定
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑨

⑩ 【取組内容】

【数値目標】

【数値目標の設定理由】

⑪ 【取組内容】

【数値目標】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】

【数値目標】

【数値目標の設定理由】

令和 8

部 局 名 市民生活部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
20 3 23

課 ・ 支 所 名 税務課 正     規 フルタイム 計

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

・課税資料の的確な把握と適正課
税のため、未申告者の解消に向け
た申告指導を行う必要がある。

・住民税給与特別徴収事業者から
の電子手続きの相談が増加傾向に
ある。

・申告受付時の世帯内の家族分の
未申告解消指導及び未申告者への
文書による申告指導等

・eLTAXに関する周知資料の特別
徴収事業者への送付

市民税等の課税
の適正化・効率
化

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

【課題】

カテゴリ 国民健康保険対象者の所得未申告
の解消
給与特別徴収におけるeLTAXによ
る手続き方法の周知

【数値目標の設定理由】

安定化 R8国保対象者　未申告件数
62件（R8.5.18現在）からの改善
を目標として設定

R8国保対象者　未申告件数
60件以下（R8年度末時点）

カテゴリ

安定化 通年をかけて取り組む

【課題】 【年度末】

航空写真等の活用や各種情報収集
により課税客体の正確な把握及び
評価替えを正確に行うことで、納
税者の信頼を損なう事がないよう
適正な課税に努めているが、解家
等が把握しきれない場合がある。

・関連部署、機関からの情報収集
・異動登録データのダブルチェッ
ク
・客体把握業務委託等による調査

固定資産の評価
及び課税の適正
化

【現状】 【中間】

家屋等課税客体の正確な把握 令和8年4月～令和9年3月計画

【目標達成(未達成)の要因】

【更なる改善案】

カテゴリ

安定化 近年の物価高騰により収納率の向
上が難しい状況ではあるが、R7
実績を上回る数値を目標に設定

【課題】 【年度末】

納期内に納税している大多数の納
税者との公平性を保つためにも、
収納率向上と滞納額削減に取り組
む必要があるが、物価高騰等の影
響により市民生活が厳しさを増す
中、市税等の徴収環境も依然とし
て厳しい状況が続いている。

※滞繰分の徴収率(3月末)
市税：R6 16.03% → R7   9.81%
国保：R6 14.00% → R7 16.55%

・財産調査による滞納処分の実施
・ファイナンシャルプランナーを
活用した滞納整理
・徴収困難事案を含む高額案件に
ついて、長崎県地方税回収機構と
協働した、集中的滞納整理
・口座振替の推奨等による自主納
付推進

税未納額の縮減 【現状】 【中間】

滞納額削減 R8徴収率達成目標
(8月末)
現年分 市税58%、国保30%
滞繰分 市税  5%、国保 8%

(2月末)
現年分 市税94%、国保79%
滞繰分 市税10%、国保14%

【目標達成(未達成)の要因】

【更なる改善案】

カテゴリ

組織強化 壱岐市債権管理計画により目標を
設定

【課題】 【年度末】

債権管理体制の強化を図るため、
債権管理室を設置し、後期高齢者
医療保険料及び介護保険料の二つ
の債権について一元管理を行って
いる。
また、これら以外の公債権及び私
債権についても、債権管理室が各
担当課に対し指導・助言を行い、
滞納処分等の専門的な知識の習得
や事例等の情報共有、債権管理に
対する全庁的な問題意識の共有が
必要。

・各課債権管理担当部署への債権
管理に関する指導助言及び債権管
理委員会の開催

・債権管理研修の実施

債権管理の適正
化

【現状】 【中間】

滞納処分等の専門的な知識の習得
や事例等の情報共有、債権管理に
対する全庁的な問題意識の共有

・債権管理委員会（7月・1月）
の開催
・債権管理研修会を1回以上実施

【目標達成(未達成)の要因】

【更なる改善案】

27



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 郷ノ浦支所 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 郷ノ浦支所 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
1 1 2

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

迅速・適正・公
平な窓口対応

【現状】 【中間】

機構改革により高齢者福祉及び子
育て支援に関する取扱業務が増
え、窓口業務が幅広くなったが、
職員のスキルアップを行い、多様
なニーズに対応できる体制が必要
となっている。

来庁者への声掛け、用件の聞き取
り、関係部署への案内、申請書類
の受付、精査、進達等を迅速・適
正・公平に行う。

【中間】

年金制度・各種保険制度・環境・
農林水産・建設・上下水道・高齢
者・子育て支援などの申請、連絡
窓口となっている。

各種申請を受理し、記載内容を精
査後、関係部署・関係機関へ送付
する。

【課題】 【年度末】

来庁者が１番多い支所である上、
高齢者、子育て支援などの業務対
応をすることとなるため、これま
で以上に関係各課との連携が必須
となっている。職員数が少なく、
混雑の発生や窓口対応に時間を要
することが考えられる。

クレーム０件

カテゴリ

組織強化

関係機関との業
務連携強化

【現状】

カテゴリ

組織強化 ・支所完結の書類がないため、迅
速な進達が必要
・窓口の適切対応のため

【課題】 【年度末】

年金関係については、専門知識が
必要であり、スペシャリストの育
成が必要と考える。また、子育て
支援については、担当課でなけれ
ば対応できない申請もあり、サー
ビス低下のおそれがある。

・書類送付２日以内
・知識向上のための職員間で毎月
情報共有を行う。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

6 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

効率化

保険課

＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

③ 介護給付費の適正化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

効率化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

① 介護人材及び包括ケア人材の確保

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

② 国保財政基盤の安定化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

②地域医療体制の充実

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

④ 国保から社保等への資格適正化

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

効率化＜２＞健康・医療の体制づくり

②地域医療体制の充実

保険課 8 6 14

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

長寿支援課 14 3 17

8

部 局 名 健康未来部

部 局 長 名 　部長　村田　靖　　次長　小金丸　茂美

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

10 1 11

老人ホーム 11 16 27

子育て支援課 37

健康増進課

〇施策の効果的な実行のため、各部門が横断的に連携できる体制づくりを強化します。
〇施策ごとに必要な知識・スキルを学ぶ研修を開催し、実務に直結する人材を育成します。
〇保健師・栄養士人材育成計画に基づき、すべての保健師・栄養士がそれぞれに育ちあい、専門職として資質の向上を図
　ることができる職場を目指します。
〇地域の総合窓口である支所・事務所は、関係部署と連携し、市民サービスの向上に取り組みます。

計 82 100 182

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

70 107

芦辺支所 2 4

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

　健康寿命の延伸は、人口減少社会における持続可能な地域づくりの基盤であり、市民一人ひとりの幸福と地域の活力を
支える重要な取組です。
　私たちは、心と体の健康づくりをはじめ、高齢者福祉、介護予防、子育て支援、医療・保険制度の安定運営を通じて、
市民が生涯にわたり自分らしく安心して暮らせるウェルビーイングの向上を目指します。

〇生活習慣病予防、重症化予防、健康増進事業の充実を図るとともに、若い世代からの健康づくりを推進し、市民の健康
　寿命延伸につなげます。
〇フレイル予防、介護予防、認知症施策及び地域包括ケアシステムの充実を図り、高齢者が住み慣れた地域で生きがいを
　持って暮らせる環境づくりを進めます。
〇妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行い、こども家庭センターを中心とした相談支援体制の充実や産後ケア事
　業の拡充を推進します。
〇認定こども園の整備や保育・教育施設間の連携を推進し、子どもたちの健やかな成長を支える環境づくりを進めます。

6

　健康寿命を延ばし、ウェルビーイングあふれる未来をつくる

【ステートメント】
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所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

健康増進課

⑭ 利用者負担金等の適正な収納管理の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

老人ホーム

⑫
感染症と災害発生に備えた安心安全な施
設運営

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

⑬ 安全・安心で満足度の高い給食の提供

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

長寿支援課

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜４＞高齢者福祉の充実

③安心の暮らしづくり

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜４＞高齢者福祉の充実

①社会参加と生きがいづくり

中長期＜４＞高齢者福祉の充実

③安心の暮らしづくり

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜４＞高齢者福祉の充実

④高齢者介護サービスの充実

⑦
社会参加・外出支援と活躍できる場づく
り

認知症対策の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜３＞地域共生社会の実現

①SOSを発見し「安心」を形にするまちづくり

総合的な相談体制・ケアマネジメント機
能の充実

⑧

フレイル予防の推進による健康寿命の延
伸と地域共生社会の実現

心と体の健康づくり事業の推進⑥

⑤

⑪
養護老人ホームの入所促進と受入体制の
充実

⑩ 虐待防止・権利擁護

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜４＞高齢者福祉の充実

③安心の暮らしづくり

⑨

①健康づくりの推進

⑮ 健康づくりと運動習慣の定着

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

⑯ 食育・栄養改善の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

⑰ 歯科保健の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

⑲ 心の健康づくりと自殺対策の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

中長期＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

⑱ がん検診事業の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり
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所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

健康増進課

⑳
感染症予防と安全で円滑な予防接種の推
進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

安定化

㉑
壱岐市国民健康保険の特定健診・保健指
導の推進

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

安定化＜２＞健康・医療の体制づくり

①健康づくりの推進

子育て支援課

＜１＞結婚・子育て環境の充実

②母子の健康づくり

㉓ 児童発達支援の推進強化

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

組織強化＜１＞結婚・子育て環境の充実

③専門機能を持つ子育て支援・相談体制の充
実

㉔ 認定こども園の整備

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

中長期＜１＞結婚・子育て環境の充実

④幼児教育・保育サービスの充実

㉕ こどもの居場所づくり推進

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

中長期＜１＞結婚・子育て環境の充実

⑤地域ぐるみの子育て環境づくり

㉒
安心して出産・子育てに取り組める環境
づくり

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

㉖ 市民への迅速かつ適切な対応

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化

芦辺支所

＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

㉗ 収納業務の効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

㉘ 協働のまちづくりの推進及び支援

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

① 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】

【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

② 【目標達成(未達成)の要因】

【更なる改善案】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④

カテゴリ

【更なる改善案】

【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　被用者保険の扶養要件を満たし
ているにも関わらず、国保被保険
者となっており、少ない保険税負
担で多額の医療費が必要になるな
ど財政運営に影響を及ぼすおそれ
があるため、国保資格の適正化が
必要である。令和７年度は勧奨１
４件に対し３人が被用者保険の被
扶養者に移行。

【数値目標】

　被保険者の高齢化、医療技術の
高度化などの影響により1人当た
りの医療費が増加傾向にある。

　被用者保険の被扶養者の要件を
満たす国保被保険者に対して、適
用適正化を求める文書による勧奨
を年に1回以上行う。

【課題】

効率化

【課題】 【年度末】

　介護認定の適正化を図り、介護
サービスが必要とされる方に必要
なサービスの提供ができるように
する必要がある。（不必要な方へ
のサービス提供や過剰なサービス
を抑える必要がある。）

介護給付通知書の発送率100％

【目標の設定理由】

制度を承知したうえで、被用者保
険被扶養者としない事例もあるこ
とから目標を半数と定めた。

【年度末】

勧奨対象者のうち、被用者保険の
被扶養者への移行率　５０％

カテゴリ 　自身の給付額を全ての人に確認
いただくことで、給付額減少への
意識を持っていただく。

効率化

国保から社保等
への資格適正化

【現状】 【取組内容】

介護給付費の適
正化

【現状】 【中間】

　高齢化の進展に伴い、介護給付
等に要する費用が増大している。
　R5　　　3,067.4百万円
　R6         3,124.8百万円
   R7(見込) 3,121.3百万円

①介護保険サービスの全利用者
へ、介護給付通知書を発送する。
②市内の居宅支援事業所の介護支
援専門員が作成したケアプランの
点検を実施する。（連合会委託、
１件は市でも実施。）
③地域密着型介護サービス事業所
の実地指導を実施する。

　要綱を設置することで、基準を
明確にし、未納解消につながる基
準とする。

カテゴリ 【課題】 【年度末】

安定化 　特別療養費の対象者を「1年以
上納付があっていない者を対象と
する。」ことにしており、対象者
基準がゆるく、この対象基準を示
す要綱等もない。

【目標の設定理由】

　特別療養費対象者の基準が簡単
に回避できるものであったため、
従来よりも厳しい基準として要綱
を設置、運用開始する。

カテゴリ

効率化

国保財政基盤の
安定化

【現状】 【取組内容】 【中間】

　自主財源と税負担公平性の確保
のため、保険税が未納である被保
険者に対して、一旦10割を負担
す保険証（資格証）及び有効期間
を短縮した保険証（短期証）を発
行する制度が廃止された。
　現在、資格証と同じ一旦10割
負担となる特別療養費資格証の交
付により、給付制限をかける等取
り組んでいるが収納率が低下して
いる。
　（現年度収納率）
　　R6年度        　96.58%
　　R7年度(見込)　95.85%

・R8年度作成の第10期介護保険
事業計画に、介護人材の確保に関
する補助金の見直しを行うための
アンケート調査を実施する。
①アンケート調査を実施する介護
保険事業者数　全ての事業所
②アンケート調査を実施する医療
機関等の数　すべての医療機関等

【課題】 【年度末】

　こころ医療福祉専門学校壱岐校
の入学者の確保、ひいては新たな
介護人材を養成し市内就職者を目
指すが、外国人留学生は市外の事
業所からの紹介・支援（日本語学
校に係る費用支援等）により入学
し、卒業後は紹介元の関係事業所
に就職するケースが多い。
　また、包括ケア人材について
も、補助対象外となっている管理
栄養士、放射線技師などの職種の
人材が不足している状況（壱岐病
院ほか）である。

　漏れなく状況を把握するため、
全事業所に調査を実施する。

市長指示により削除

【数値目標】

　特別療養費にかかる要綱を定
め、対象者基準を10期以上の未
納があるものとするなど、対象基
準を厳しくし、納付意識の向上を
図る。
　対象者には弁明機会の付与と事
前通知を行う必要があることか
ら、厳しい基準の設定も可能と
なっている。

介護人材及び包
括ケア人材の確
保

【現状】 【中間】

　令和８年4月末高齢化率が
40.2％と、超高齢化社会を迎えた
中、介護人材は全国的に不足して
おり、同様に包括ケア人材につい
ても人材が不足している状況に
あって、こころ医療福祉専門学校
壱岐校の外国人留学生の大半が、
卒業後市外へ就職している。

　第10期介護保険事業計画の作
成に併せて、現在の補助金につい
て、アンケート調査を実施し、内
容の見直しを行い効果の向上を図
る。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 6 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 保険課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑤

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

中長期 　高齢者の健康づくりと老人クラ
ブ団体入湯券により外出・交流の
促進を図るため、入湯優待券・は
り灸等助成券の交付率向上を指標
として設定する。また、敬老事業
を通じて地域での見守りや交流を
推進するため、実施率を指標とし
て設定する。

【課題】 【年度末】

　高齢者が住み慣れた地域でつな
がりを持ち、生きがいを持って安
心して生活できる環境づくりを進
めるとともに、高齢者の心身の健
康づくりや、これまで培った知識
や経験を生かし、地域の支え手と
して活躍できる社会参加の促進を
図る必要がある。

入湯優待券・はり灸等助成券交付
率：50％以上
敬老事業実施率：90％以上

社会参加・外出
支援と活躍でき
る場づくり

【現状】 【中間】

　令和8年3月末時点の高齢化率
は、40.3％であり、高齢化率の上
昇が続いている。今後、家族や地
域とのつながりの希薄化等によ
り、身寄りのない高齢者の単身・
夫婦のみ世帯を中心に、社会的な
孤立が増加していくことが懸念さ
れる。

　高齢者が地域で安心して生活で
きるよう、敬老事業や地域での見
守り事業を促進し、敬老祝金の支
給やバスカード交付等による福祉
の増進を図る。また、地域の支え
手として活躍できるよう、老人ク
ラブ活動、シルバー人材センター
への支援を行い、健康づくりや地
域活動、老人スポーツ大会等への
参加を促進をする。
　さらに、高齢者の健康増進を図
るため、入湯優待券・はり灸等助
成券交付を行う。

【中間】

　令和8年3月末時点の高齢化率
は、40.3％である。このうち
59.3％が75歳以上の後期高齢者で
ある。高齢者の健康維持、フレイ
ル予防、生活習慣病等の重症化予
防を推進し、健康寿命の延伸を図
るとともに、医療費及び介護費の
抑制につなげる取組が重要となっ
ている。

①受診券送付による個別通知、健
診チラシの全戸配布等による周
知。
②介護予防教室やはつらつ元気塾
等の通いの場において健診の重要
性を周知し、受診勧奨を行う。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

中長期 　令和8年度は、住民主体のフレ
イル予防推進の初年度として、フ
レイルサポーターの養成及び活動
体制の構築を重点的に進める。
フレイルサポーターが地域で継続
的に活動することで、介護予防や
健康づくりへの関心が低い高齢者
への働きかけを強化し、フレイル
予防を地域全体へ広げていく。こ
れにより、将来的な要介護認定者
数の抑制、介護世帯の負担軽減に
つなげ、高齢者のウェルビーイン
グ向上と地域共生社会の実現を目
指す。

心と体の健康づ
くり事業の推進

【現状】

　健康維持やフレイル予防、生活
習慣病等の重症化予防を推進し、
医療費・介護費の増加抑制を図る
ため、後期高齢者健診の受診率向
上が必要である。
　受診率は、H30年度県内最下位
であったが、R5年度は25.16％と
目標達成し、10位まで上昇し
た。その後も25％以上を維持し
ていることから、受診勧奨を継続
することが重要である。

R8年度後期高齢者健診受診率
25％以上

カテゴリ

中長期 　R7長崎県後期高齢者広域連合
のデータヘルス計画の目標値は
24％であるが、壱岐市の後期高
齢者健診受診率は、R5年度
25.16％、R6年度25.90％、R7年
度26.67％と推移しているため、
25％以上を目標値として設定す
る。

フレイル予防の
推進による健康
寿命の延伸と地
域共生社会の実
現

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　令和8年3月末時点の高齢化率
は40.3％であり、介護保険の1号
認定率は23.1％と国・県平均を上
回っている。
また、壱岐市未来シミュレーショ
ン194の指標では、「要介護認定
者数」「独居老人数」「老々介護
世帯数」が将来の地域社会に大き
な影響を与える指標として上位に
位置付けられている。
高齢化が進行する中、高齢者が住
み慣れた地域で自立した生活を継
続できる環境づくりが求められて
いる。

　健康寿命の延伸を実現するため
に行政による介護予防事業だけで
なく、市民自らが主体的に健康づ
くりに取り組む仕組みづくりが必
要である。
高齢者がフレイルを自分事として
理解し、自ら健康づくりや介護予
防に取り組むとともに、フレイル
サポーターが地域で活動すること
で、高齢者同士の支え合いによる
介護予防の普及啓発を図る。
また、通いの場や地域活動と連携
しながら、運動機能、栄養、口腔
機能、社会参加を包括的に支援
し、健康寿命の延伸につなげる。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　現在、介護予防教室等には多く
の高齢者が参加しているものの、
健康づくりや介護予防への関心が
低く、参加に至っていない高齢者
への働きかけが十分とは言えな
い。
高齢者一人ひとりがフレイルを自
分事として捉え、早い段階から健
康づくりや介護予防に取り組む意
識の醸成が必要である。
健康寿命を延伸し、介護が必要な
状態になることを予防すること
で、高齢者本人のウェルビーイン
グの向上はもとより、家族の介護
負担の軽減や地域全体の活力維持
につなげていく必要がある。

フレイルサポーター養成講座開催
1回／年
フレイルサポーター養成人数
15人／年
フレイルサポーターによる地域活
動　3回／年

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 3 17

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 3 17

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課 正     規 フルタイム 計

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

カテゴリ

中長期 　高齢者の虐待防止、権利擁護支
援を進めるためには、支援関係者
の専門性向上と市民への普及啓発
を継続して実施することが重要で
あると目標を設定した。

【課題】 【年度末】

　虐待の未然防止や早期発見・早
期対応を図るためには、市民や関
係機関の理解をさらに深める必要
がある。特に、高齢者虐待を自分
とは関係のない問題と捉える「無
関心層」の存在が普及啓発の大き
な課題となっており、地域全体で
見守りや支え合いの意識を高める
取組が求められている。

 支援関係者向け研修会　年2回以
上開催
市民向け講演会等　年1回以上
参加者数200人

虐待防止・権利
擁護

【現状】 【中間】

　高齢者虐待防止法に基づき、地
域包括支援センターを中心に関係
機関と連携した相談支援体制を構
築している。しかしながら、高齢
者虐待や権利擁護に対する市民の
関心や理解には差があり、虐待の
兆候に気づいても相談や通報につ
ながらないケースがみられる。

①高齢者虐待防止及び権利擁護に
関する研修会の開催
②権利擁護推進ネットワーク協議
会の開催
③市民向け講演会や出前講座によ
る普及啓発
④関係機関との連携強化
⑤高齢者虐待防止及び成年後見制
度等の周知活動

カテゴリ

中長期 ①相談及び生活実態把握件数を把
握することで、支援につながるま
での過程や地域における相談支援
体制の状況を評価・可視化するこ
とができるため。（R7年度実績
1,159件）
②要支援認定者及び総合事業対象
者の生活状況・身体状況を把握
し、適切な支援につなげる必要が
あるため、年2回と設定する。

認知症対策の推
進

【現状】

　認知症高齢者の割合が低い現状
を維持するためには、介護予防や
フレイル予防の取組を継続すると
ともに、市民一人ひとりが認知症
を正しく理解し、早期発見・早期
対応につなげることが重要であ
る。特に認知症を自分事として捉
える意識の醸成と、相談支援体制
のさらなる周知が必要である。

認知症サポーター養成数 300人
支援関係者向け研修会,市民向け
講演会等　年2回以上開催
研修会、市民向け講演会等参加者
数　250人

【課題】 【年度末】

　高齢者が住み慣れた地域で安心
して生活を継続するためには、地
域全体で支え合う体制づくりを進
めるとともに、早期相談・早期支
援につながる相談支援体制の充実
が求められる。

①相談及び生活実態把握合計数
（延数）　1,200件
②モニタリング実施回数 年2回以
上

カテゴリ

中長期   認知症に関する知識の普及を図
り、早期発見、早期相談、早期支
援につなげることを目的に設定し
た。また、壱岐市高齢者福祉計
画・第9期介護保険事業計画の目
標値を参考に設定した。

【中間】

　壱岐市では介護予防事業や地域
での健康づくり活動等の取組によ
り、認知症高齢者の割合は全国平
均と比較して低い水準で推移して
いる。一方で、高齢化の進展に伴
い、今後は認知症高齢者の増加が
見込まれている。また、認知症に
関する相談窓口や支援制度の認知
度は十分とはいえず、早期相談・
早期支援につながらないケースも
みられる。

①認知症サポーター養成講座の開
催
②認知症に関する市民公開講座の
開催
③フレイル予防や介護予防事業と
連携した認知症予防の普及啓発
④認知症初期集中支援チームや地
域包括支援センター等の相談窓口
の周知強化

総合的な相談体
制・ケアマネジ
メント機能の充
実

【現状】 【中間】

　高齢者に関する総合相談窓口
を、地域包括支援センター及び社
会福祉協議会（4町）に設置して
おり、関係機関との連携による支
援体制の構築を進めているが、市
民への周知が十分とは言えず、必
要な支援につながるまでに時間を
要する場合がある。
　なお、令和7年度における相談
及び生活実態把握件数は1,159件
となっている。

① 住民及び関係機関からの情報
を基に訪問等を実施し、必要な支
援へ適切につなげる。要支援認定
者及び総合事業対象者について
は、定期的なモニタリングを実施
し、必要に応じてサービスの調整
を行う。
② 地域ケア会議等を活用し、多
職種の関係者との連携強化及び相
談しやすい関係づくりを推進す
る。
③ 総合相談窓口の周知を図り、
早期相談・早期支援につなげる。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑪

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

安定化 　食事は入居者にとって健康維持
だけでなく、日々の暮らしの楽し
みの一つであることから、給食ア
ンケートによる満足度を指標とし
て設定する。また、満足度の高い
食事は残食の減少にもつながるた
め残渣率の目標を設定した。さら
に、安全・安心な食事提供を継続
するため、給食委員会や研修会を
定期的に実施し、事故防止及び衛
生管理の徹底を図ることから重大
事故ゼロを目標として設定する。

・給食満足度　90％以上
・残渣率　5％以内
・給食に関する重大事故　0件

【課題】 【年度末】

　入居者の健康維持・健康増進を
図るため、個々の状態に応じた食
事形態や栄養バランスに配慮する
とともに、食事が日々の楽しみと
なるよう満足度の高い食事を提供
する必要がある。
また、高齢者にとって些細な事故
でも重篤な健康被害につながるお
それがあることから、調理や配膳
における事故防止対策及び衛生管
理を徹底し、安全・安心な食事提
供体制を維持する必要がある。

カテゴリ

組織強化 　感染症及び災害発生時に迅速か
つ適切な対応を行うためには、平
時から職員の知識・技術の向上と
対応体制の確認が不可欠である。
そのため、定期的な研修会及び避
難訓練を実施し、入居者の安全確
保と危機管理体制の強化を図るこ
とを目標として設定する。

安全・安心で満足
度の高い給食の提
供

【現状】 【中間】

　入居者は、日常生活が自立して
いる方から要介護者まで幅広く、
生活状況や身体機能が一様ではな
いため、個々の状態に応じた食事
提供が求められている。
また、食事は入居者にとって、
日々の楽しみや生活の質の向上に
つながることから、嗜好や満足度
にも配慮した給食提供が必要であ
る。
さらに、高齢者は誤嚥や食中毒な
ど事故により命に係わることにな
るため、安全・安心な食事提供に
向けた衛生管理や事故防止対策の
徹底が求められている。

① 個々の健康状態に応じた適切な
栄養管理及び食事提供を行う。
② 季節感や嗜好に配慮した献立づ
くりにより、食事の満足度向上を
図る。
③ 給食アンケートを実施し、入居
者の意見を給食運営に反映する。
④ 給食委員会や職員研修を通じ
て、衛生管理及び事故防止対策を
徹底する。
⑤残渣の状況を把握し、献立内容
の改善につなげる。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 　養護老人ホームは、環境上及び
経済的理由により在宅での生活が
困難な高齢者を支援する重要な施
設である。入所を必要とする高齢
者を適切に受け入れるため、入所
調整の迅速化と受入体制の充実を
図り、令和8年度末の入所者数99
人を目標として設定する。

感染症と災害発生
に備えた安心安全
な施設運営

【現状】

　感染症の発生時には迅速な対応
と感染拡大防止を図るとともに、
災害発生時に入居者を安全に避
難・支援できる体制を整備する必
要がある。また、感染症や災害時
に共通して必要となる備蓄品の確
保や関係機関との連携強化が課題
となっている。

　感染症・災害対応に関する研修
会を年2回以上実施し、避難訓練
を年2回実施する。

【中間】

　令和5年5月に新型コロナウイル
ス感染症は5類へ移行したが、高
齢者は感染症に罹患すると重症化
しやすく、継続した感染症対策が
必要である。また、近年は自然災
害が頻発しており、入居者の安全
確保のため、平時からの災害対策
や備えの充実が求められている。

① 感染症予防対策として、職員を
対象とした感染症研修会を実施
し、感染防止技術や発生時対応の
習得を図る。
② 協力医療機関との連携体制を強
化し、感染症発生時の迅速な対応
と情報共有を行う。
③ 災害対策として、施設周辺の危
険箇所や避難経路の確認を行うと
ともに、災害対応研修会を実施
し、職員の防災意識と対応力の向
上を図る。
④ 入居者及び職員を対象とした避
難訓練を年2回実施する。
⑤ 感染症及び災害時に必要となる
マスク、消毒液、非常食、飲料水
等の備蓄品を計画的に確保する。

養護老人ホームの
入所促進と受入体
制の充実

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　養護老人ホームの定員は110人
であるが、令和8年4月1日現在の
入所者数は88人となっている。入
所待機者はいるものの、入所希望
者の状況変化や入所決定後の準備
期間等により、入所までに時間を
要する場合がある。

① 入所待機者及び家族への定期的
な意向確認を実施し、入所希望状
況を適切に把握する。
② 入所前面接や関係機関との連携
を強化し、申請から入所までの期
間短縮を図る。
③ 職員の適正配置及び業務効率化
を進め、安定した受入体制を維持
する。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　入所待機者の中には、他施設へ
の申込みや心身の状態変化、家族
との調整などにより入所に至らな
いケースがある。また、入所決定
後も自宅整理や各種手続き等に時
間を要することから、円滑な入所
につながらない状況がある。施設
機能を有効活用するため、入所調
整の迅速化と受入れ体制の強化を
図る必要がある。

入所者数99人

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 16 27

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課　老人ホーム 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
11 16 27

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 長寿支援課　老人ホーム 正     規 フルタイム 計

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

　これまでの収納実績を踏まえ、
継続して適正な債権管理をおこな
うため、収納率100％を目標とし
て設定する。

カテゴリ 【課題】 【年度末】

組織強化 　入居者及びご家族に対し、入所
費用の未払いが発生しないよう制
度や納入についてご理解をいただ
くことで未納の発生防止を図る必
要がある。また、入所及び退所等
に伴う口座情報について確認を徹
底し、事務処理に誤りのないよう
にする。

老人保護措置入所者負担金収納率
100％
扶養義務者負担金収納率100％
介護事業利用者負担金収納率
100％

利用者負担金等の
適正な収納管理の
推進

【現状】 【中間】

　老人保護措置入所者負担金、扶
養義務者負担金、介護事業利用者
負担金について、滞納が発生しな
いよう適正な収納管理に努める。

　令和8年度歳入予算である老人
保護措置入所者負担金（34,729千
円）、扶養義務者負担金（359千
円）、介護事業利用者負担金
（11,468千円）の収納率100％を
維持する。預金残高不足等により
口座振替ができない場合は、入居
者やご家族へ電話または文書によ
り催告を行い、早期納付を促す。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

安定化

・モデル的に2店舗で2週間実施
5個/日×2店舗×14日
・みそ汁塩分測定：会員数の1.5倍
・実践講座参加率：昨年度の参加率
（37.8％）を上回る参加率
・情報発信の回数：昨年同程度の発信
数（R7 月3回）

【課題】 【年度末】

・すべてのライフステージにおい
て更なる「食育」を推進し、食育
への関心を高める必要がある。
・減塩対策として、社会環境づく
りや具体的な減塩方法をわかりや
すく伝達する等、様々な取組が必
要である。
・食育及び健康づくりの推進のた
めヘルスメイトの活動を活発にす
る必要がある。

カテゴリ

安定化 ・第4次総合計画に基づき設定
・R7年度と同程度の新規ダウンロード
数を加えた数
・R7年度以上の歩数の増加
・新規事業所に事業所訪問を行うこと
で、健康づくりに関する啓発を実施
・R7年度健康づくりの取り組みをした
協議会数（4協議会）以上の実施

食育・栄養改善の
推進

【現状】 【中間】

・食育は体の健康にかかせないも
のであるが、食育の関心度は
65.3％である。
・健康づくりに関するアンケート
では、約8割が減塩を意識してい
るが、実践できているのは約4割
にとどまっている。
・地区組織である食生活改善推進
員（ヘルスメイト）の地区活動等
で地域に根差した食育の推進を
図っている。

・市内スーパーと連携しモデル的に減
塩総菜の販売に取り組むなど、社会環
境づくりを進める。
・一緒に推進課と連携した食生活の改
善を推進する。また、関係部署や機関
と、情報共有・連携の会議を開催す
る。
・地域でのヘルスメイトによるみそ汁
の塩分測定を推進する。
・ヘルスメイト養成講座を開催し、会
員増加に取組む。また、実践講座の参
加率向上のため、内容を見直し、地域
での減塩・食育の推進に繋げる。
・出前講座や広報誌、SNS等を通じて
具体的な減塩方法を啓発する。

・健康寿命の延伸：男性79.0歳、女性
84.6歳
・減塩総菜の販売個数：140個
・みそ汁の塩分測定：200件
・実践講座参加率：40％
・情報発信の回数：月3回以上

【課題】 【年度末】

・若い世代、働き盛り世代への健
康意識向上への取組が必要であ
る。
・運動習慣の定着や生活習慣の改
善など、市民一人一人が主体的に
健康づくりに取り組む働きかけが
必要である。

・健康寿命の延伸：男性79.0歳、女性
84.6歳
・「歩こーで！」のダウンロード数：
2,500人
・「歩こーで！」利用者平均歩数：
6,000歩
・事業所訪問（新規）：5事業所
・健康づくりの取り組みを行うまちづ
くり協議会数：4協議会以上

健康づくりと運動
習慣の定着

【現状】 【中間】

・「壱岐市健康づくり計画　健康
いき21」を様々な場所で周知を行
い、健康づくりの推進を行ってい
る。
「R7年度長崎県版健康寿命の評価
指標」ではワースト2位ではある
が、得点はR6年度より、16.9ポイ
ントアップしている。また、健康
づくりアプリは、R8.3月末時点の
ダウンロード数は2,176人、平均
歩数4,961歩であった。アプリ内
での歩数は県内1位をほとんどの
月でキープできている。

・運動習慣定着のため、ながさき健康
づくりアプリ「歩こーで！」を活用し
たイベントを実施する。
・壱岐市の健康課題を自分事として捉
えてもらうため、自治公民館やまちづ
くり協議会等の地域や事業所等の職域
に出向き、健康教育や健康相談を行
う。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計

⑰ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑱ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

⑲ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

中長期 第２次壱岐市いのち支える自殺対策計
画に基づいて設定

【課題】 【年度末】

精神の相談等について、家庭内等
複合的な課題を抱えるケースが増
えているため、母子から高齢者ま
で多職種での他課および関係機関
との連携が必要である。

・自殺死亡率：19.6
・ゲートキーパー養成講座受講団体-
10団体以上

心の健康づくりと
自殺対策の推進

【現状】 【中間】

さまざまなストレスから心身の不
調を抱える方は増加傾向にあり、
心の健康づくり対策が重要であ
る。壱岐市の自殺死亡率は、R6年
に32.8、R7年は33.7と増加してい
る。

※自殺死亡率…人口10万人当たり
の自殺者数
※R7全国…15.6、R7長崎県…
15.38

・自殺対策計画（第2次）の推進のた
め、関係部署や関係機関と横断的な連
携を図る。（合同会議・モニタリング
を実施し、推進状況を確認する。）あ
わせて、ゲートキーパー養成講座を開
催し、企業や地域団体におけるこころ
の健康づくりを推進する。
・関係機関との連携強化のため、精神
関係者連絡会を開催する。

【課題】 【年度末】

・がん検診の周知啓発を効率的に
実施し、受診率と精密検査受診率
の向上が求められる。さらに、未
受診層へ効果的にアプローチを
行っていく必要がある。

各受診率
・胃がん検診：25.0％
・肺がん検診：10.0％
・大腸がん検診：10.1％
・子宮がん検診：25.0％
・乳がん検診：25.0％
・精密検査（胃がん）：100％
・精密検査（肺がん）：95.0％
・精密検査
（子宮頸がん、乳がん):90.0％
・精密検査（大腸がん):80.0％

カテゴリ

カテゴリ

安定化 壱岐市健康づくり計画に基づいて設定

がん検診事業の推
進

【現状】 【中間】

・がん検診受診率と精密検査の受
診率は横ばいであり、受診者の固
定化がみられる。

・個別検診と併せて、集団検診を実施
し、集団検診を休日に実施する。
・広報やSNSの活用、個別勧奨を行
い、より効果的な受診勧奨を行うこと
で、未受診者へのアプローチを図る。
・精密検査未受診者、未把握者につい
ての追跡調査強化のため、電話や訪問
を行い、全数把握を目指す。

【数値目標の設定理由】
健康いき２１に基づいて設定安定化

【課題】 【年度末】

・口腔の健康は、全身の健康に重
要な役割を持っており、全ての年
代において、歯科疾患の予防に向
けた取り組みやかかりつけ歯科医
院での定期管理につなげる必要が
ある。

・健康寿命の延伸：男性79.0歳、女性
84.6歳
・フッ化物塗布受診率：40.0%
・歯周疾患検診受診率：11.5%

歯科保健の推進 【現状】 【中間】

・妊婦の口腔チェック受診率は
24.5%、パートナーは8.6％でR6年
度より減少している。
・幼児のむし歯有病率は、減少傾
向にあるものの、年度によって増
減がある。
・歯周疾患検診の受診率は9.7%
で、R6年度より減少している。
・フッ化物塗布受診率は、R7年度
37.1％で増加している。
・就学前までの幼児で、歯科医院
で定期管理をしている者は16.5％
である。

・妊娠期からむし歯や歯周病予防のた
め、妊婦とパートナーを対象に口腔
チェックを実施する。
・幼児のむし歯や歯肉炎予防のため、
歯科指導やフッ化物塗布を実施する。
・むし歯予防の意識を高めるため、親
子歯なまる教室や広報誌、SNS等で周
知啓発する。
・健全な歯・口腔の保持のため、生活
歯援プログラムを実施し、歯周疾患検
診の受診率向上に繋げる。
・かかりつけ歯科医院での定期管理を
推進する。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
10 1 11

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 健康増進課 正     規 フルタイム 計

⑳ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

㉑ 【取組内容】

【数値目標】

【数値目標の設定理由】

【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

　初回面接につながらないこと
が、特定保健指導実施率の低下の
原因でもあるため、初回面接につ
ながる取り組みが求められる。

特定保健指導実施率：67%

【現状】 【中間】

（２）特定保健指導事業
　R6年度特定保健指導実施率は、
R5年度と比較すると上昇してい
る。しかし、特定保健指導を拒否
される方も多く、初回面接につな
がらない。
R6年度確定値：66.5%
R7年度未確定値：初回面接55.0%
（３月末）

・関係機関との連絡会や研修会を開催
し、関係者との連絡強化とスキルアッ
プを図り、対象者に実行性のある、効
果的な保健指導を実施する。
・ＩＣＴを活用した予約や面接等の体
制を整備し、対象者に合わせた保健指
導を実施する。

カテゴリ

安定化 　第３期壱岐市国民健康保険保健事業
実施計画で設定した最終目標値を上
回っているため、令和６年度確定値以
上を設定。

壱岐市国民健康保
険の特定健診・保
健指導の推進

【現状】

（１）特定健診事業
コロナ禍において特定健診受診率
が低下し、その後、受診率が回復
できていない。また、若い年代の
受診率が低い。
R6年度確定値：43.8％
R7年度未確定値：40.3％（3月
末）

・受診率向上対策事業（未受診者アプ
ローチや広報等）の見直しを実施し、
事業の強化推進を図る。

【課題】

特定健診の継続受診と新規受診者
の掘り起こしが求められる。ま
た、若い世代の受診意欲を向上す
る取り組みが求められる。

特定健診受診率：51％

第３期壱岐市国民健康保険保健事業実
施計画に基づいて設定。

【課題】 【年度末】

新たに定期接種となる予防接種や
変更となった予防接種について、
円滑な実施が必要である。
感染症対策について住民が取り組
めるよう感染症についての正しい
知識の啓発が求められる。

・BCG接種率95％以上
・MR1期、2期接種率95％以上

感染症予防と安全
で円滑な予防接種
の推進

【現状】 【中間】

　感染症対策として、予防接種を
壱岐医師会に委託し、安全かつ円
滑な接種を行っている。

・予防接種説明会の開催及び受託医療
機関の定期巡回を実施することで、情
報共有を図り、円滑な接種体制づくり
に努める。
・予防接種対象者が接種の機会を逃す
ことがないよう、個別通知や回覧等周
知を徹底する。また、感染症対策も含
め、わかりやすい情報提供や啓発をす
る。

カテゴリ

安定化 ・BCG及びMRは、国の指針により接種
率目標95％以上と設定。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

㉒

㉓ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

㉔ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

・R7～R11で新たに更新された壱
岐市総合計画及び壱岐市こども計
画並びに新設された教育振興基本
計画に則った公立幼稚園・保育所
の統合を進める必要がある。
・幼稚園と保育所等において、お
互いの現場の状況を理解し、共通
認識を持ってこども園化を進め、
開設した際に業務がｽﾑｰｽﾞに行え
るよう、職員同士の交流を図る必
要がある。

①勝本認定こども園　R9年度開
設
②施設間交流の実施率　100％

①総合計画に掲げる目標達成に向
け、令和11年までにもう1施設開
設を目指す。
②公立幼稚園6園、公立保育所4
施設、公立認定こども園1園、民
間保育所1施設、合計12施設でそ
れぞれペアを作り、6組の交流の
実施率とする。

カテゴリ

組織強化

認定こども園の
整備

【現状】 【中間】

壱岐市内の認定こども園は、令和
7年度末現在において石田こども
園1施設となっている。

①勝本町において幼保連携型認定
こども園開設に向けた施設整備、
手続き、地元説明会の実施等の準
備を進め、令和9年度の開設を目
指す。
②市内の保育所・幼稚園、こども
園の職員間の交流を実施する。

【課題】 【年度末】

支援を必要とする児童や保護者の
ニーズを把握し、関係機関との連
携を図りながら支援していく必要
がある。

①外部研修の受講率　30％
②壱岐こどもセンターの放課後等
デイサービスの利用者数　2名

①壱岐こどもセンター職員の専門
職としての意識向上を図る。
②親子療育としての放課後等デイ
サービスのニーズがあるため。

本市の令和5年の合計特殊出生率
は1.59と全国平均の1.20を上回っ
ているが、出生数は減少傾向が続
いている。

現在、全国的な課題となっている
出生数・出生率の減少に歯止めを
かけるため、子どもを産み、育て
るための支援体制の充実を図って
いく。

①減少傾向にある出生数の増加を
目指す。
②妊娠を望む夫婦の経済的負担軽
減等を目的に、市外での妊婦健
診・分娩、不妊治療への一部助成
を行う。また、出産後、安心して
子育てができるよう、産後の体調
管理と育児をサポートする産後ケ
ア事業の充実を図る。

カテゴリ

安定化

児童発達支援の
推進強化

【現状】 【中間】

障害児通所支援事業及び障害児相
談事業を壱岐こどもセンターで展
開している。

①外部研修会へ積極的に参加する
ことで、専門性を高め職員の意識
向上を図る。また、参加すること
で外部機関との連携をより深めて
いく。
②放課後等デイサービスの再開に
ついて、市民及び関係機関へ周知
する。

【年度末】

安心して出産・
子育てに取り組
める環境づくり

【現状】 【取組内容】

【課題】 【数値目標】 【更なる改善案】

母子の健康づくりや不妊治療な
ど、安心して出産・子育てに取り
組める環境づくりとともに、子育
て支援課内に設置している「こど
も家庭センター」を中心とした相
談体制・子育て支援の充実に努
め、切れ目ない支援につなげるこ
とが必要である。

①出生数　R7：91→R8：100
②産後ケアのアウトリーチ（訪
問）型サービス　新規１事業所以
上

【目標の設定理由】

①総合計画に掲げる目標を段階的
に目指す。
②産後ケア充実の一つの指標とし
て必要である。

【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
37 70 107

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 子育て支援課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
37 70 107

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 健康未来部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 子育て支援課 正     規 フルタイム 計

㉕ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

・学校や塾、課外活動、そして民
間団体等によるこどもの居場所づ
くりを目的として作られた場や活
動など結果としてこども・若者の
居場所になっているものもある
が、そのことが知られていないも
のもある。
・居場所づくりの拠点となる場所
があり、またそのことを利用した
い方が知っている必要がある。

こどもの居場所づくりに向けた民
間・関係機関等との情報交換会の
開催　3回

四半期ごとに開催し多様な情報を
共有することで、課題の早期発見
や柔軟な軌道修正に対応しやすく
なると同時に、連携体制の強化に
つなげる。

こどもの居場所
づくり推進

【現状】 【中間】

令和5年12月22日、「こどもの居
場所づくりに関する指針」が閣議
決定され、全てのこどもが安全で
安心して過ごせる居場所を持ち、
将来にわたって幸せな状態（ウェ
ルビーイング）で成長していける
よう、「こどもまんなか」の居場
所づくりの実現が求められてい
る。

・市内のNPO等、民間団体が創意
工夫して実施するこどもの居場所
づくりに関する事業について、情
報共有、広報活動、環境整備な
ど、幅広い支援を行う。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

㉖

㉗ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

㉘ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

組織強化 持続可能なまちづくりのため、継
続的にサポートし活性化に繋げ
る。

【課題】 【年度末】

複雑化する地域課題やニーズに対
する行政の関わり方が重要となっ
ている。

まちづくり協議会は、企画市民協
働班と連携した支援が必要となる
ことから、毎年1回は活動支援へ
の協議と情報共有を行う。
まちづくり協議会への活動支援に
ついては、随時実施する。

協働のまちづく
りの推進及び支
援

【現状】 【中間】

少子高齢化が進み、地域の結びつ
きが薄れていく中、地域の課題も
多種多様化している。

地域からの相談や要望等を把握
し、関係部署と連携のもと、行政
情報の提供や支援を行い、課題解
決を図る。また、まちづくり協議
会の活動が活性化するよう地域担
当職員と連携し支援を行う。

カテゴリ

効率化 口座振替等の意識の浸透・定着に
より現金納付件数を削減し、収納
業務の効率化に繋げる。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 新たな制度内容について勉強し、
かつすでに習得した内容を適確に
理解しているか職員間で確認・共
有し、市民サービスの向上を図
る。

収納業務の効率
化

【現状】

現状を踏まえ、収納業務の効率
化、経費節減を図るためにも口座
振替・電子決済の推進が必要であ
る。また、自動釣銭機の導入によ
り、スムーズな支払いが可能とな
るよう、支所職員全員が対応でき
るよう取り組む。

出納業務に係る税・使用料の現金
納付件数10％削減（R7年度比）
を目指す。

【中間】

出納業務において、納付書発送・
年金支給月・納期限の時期は納付
書払による業務が多忙となってい
る。

窓口において納付書払に関わる相
談を受けた際には、口座振替・コ
ンビニ納付等の案内を行うほか、
こうふりネットのチラシを活用し
周知を図る。自動釣銭機の利用に
より事務処理の軽減を図る。

市民への迅速か
つ適切な対応

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

地域の総合窓口として、窓口業務
の機能を十分に活用し、関係各課
との連携を密に図り市民サービス
の向上に努めている。

多岐に渡る申請書類について迅速
に判断し、市民へ適確で丁寧な説
明を行う。新たな制度内容につい
て複雑化していることもあり、各
担当部署へ確認を行い、支所・事
務所内で情報共有を図る。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

（芦辺庁舎以外）各課と連携を図
り、申請書類を迅速かつ正確に受
付け、市民が理解しやすい説明を
行う必要がある。

毎月１回勉強会を実施。

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 4 6

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 芦辺支所 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 芦辺支所・那賀事務所・箱崎事務所 正     規 フルタイム 計
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

水産課 7 0 7

本市の基幹産業である農業・水産業を魅力的な産業にすることを目指し、生産額・農林漁業者の所得向上等を図ることを
目的に関係機関・団体等と連携を図り、担い手の育成・確保や先端技術等の導入、「海業」などの新たな取組等を推進す
る。また、農水産物ブランド化や販路拡大、地場産業との連携等に取り組む。

・地域農林水産業の中心的な担い手となる農漁業者の育成・確保に取り組む。併せて、新規就業者や女性就業者の育成に
　取り組む。また、新たな担い手（マルチワーカー等）の参入も推進する。
・労力・後継者不足への対応や生産性向上を図るため、先端技術を活用したスマート農業を推進する。
・漁村活性化を目指し、漁業者と観光業者等との連携により「海業」を推進する。
・磯焼け対策などの藻場再生と資源回復に努めるとともに、つくり育てる漁業の推進を図る。
・農水産物のブランド化と販路拡大を目指し、戦略的なブランディングとプロモーションに取り組む。また、地場産業と
　の連携による加工商品等の開発を推進するとともに地場産品の販路拡大を図る。

4

「希望の仕事があり稼ぐ力がある島」を目指し、私たちが中心となり関係機関・団体と連携し、本市産業を推進する。

【ステートメント】

商工振興課 8

計 43 4 47

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0 8

石田支所 2 2

計

農林課 14 0 14

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

12 2 14

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

若者が憧れ、稼げる農業の推進（スマー
ト農業の推進）

農業経営力の強化（畜産業の生産体制の
強化）

②

①

8

部 局 名 産業推進部・石田支所

部 局 長 名 松　嶋　要　次

家畜診療所

・県（振興局）、農林水産商工業団体（農協・漁協・商工会等）と連携を強化し、農林水産商工業の課題解決に取り組
　む。
・壱岐新時代プロジェクトチームを中心に担当課が連携し、「海業」プロジェクトの推進を図る。
・ブランド化や加工品等の開発を目的に商工部門との連携強化を図るための部内検討会議を設置するとともに、関係機
　関・団体で構成する検討会議を設置する。
・担当者各々が農林水産商工業者の現状や現場を把握することにより、スキルアップを目指す。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム

中長期＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

③流通強化・ブランド化

④ 生産基盤の整備

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

④生産基盤の整備

加工品開発・流通強化・ブランド化の推
進

③

①スマート農業の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

農林課
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

⑤
農村集落の活性化（有害鳥獣対策の強
化）

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜１＞農林業の振興

⑤農村集落活性化

⑱

⑲

ふるさと納税の推進による地域活力の向
上

収納事務の効率化

協働のまちづくりの推進及び支援

⑬ 港湾・漁港施設の整備と維持管理

⑪ 藻場・資源の回復

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

＜２＞水産業の振興

①漁業環境の再生・整備

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

＜２＞水産業の振興

①漁業環境の再生・整備

⑥

⑦

出生子牛の事故率低下

⑮ 持続可能な地域経済基盤の強化

⑯ 地域資源を生かした産業振興の推進

⑰
安定的かつ効率的な窓口業務の確立と公
平・迅速な行政サービスの提供

駆虫剤の普及

⑧

⑭

⑨

⑩

⑫ 栽培漁業の推進

診療費の収納率向上

＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜４＞次世代産業の育成と企業誘致の促進

②企業・創業支援と安定した雇用創出

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜３＞物産ブランドと商工業の振興

②ブランド化と販路拡大

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

組織強化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

安定化

安定化

担い手育成・確保

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜２＞水産業の振興

②経営力の強化

海業の推進

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

中長期＜２＞水産業の振興

④流通強化・ブランド化

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜２＞水産業の振興

③つくり育てる漁業の推進

水産課

商工振興課

石田支所

農林課

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

組織強化

家畜診療所

＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

②自主財源の確保

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

組織強化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

中長期

44



年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 農林課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　担い手不足と生産性向上を図る
ため、令和３年度より「壱岐市ス
マート農業推進協議会」を設立し
たところであり、水稲及びアスパ
ラガス等に加え、ばれいしょの生
産体制の維持・拡大と省力化に資
する技術への転換を図る必要があ
る。
　また、令和元年度より「壱岐市
担い手サポートセンター」を設立
したところであり、多様な集落営
農の持続性を支援すると共に、担
い手組織の経営力向上を図る必要
がある。

①農業生産額（全体：62.9億円、
米：10.5億円、アスパラ：2.9億
円）、栽培面積（米：831ha、ア
スパラガス：14.2ha）
②新規就農者の確保：7名
③新規認定農業者数：7名

若者が憧れ、稼
げる農業の推進
（スマート農業
の推進）

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　農家の高齢化や後継者不足によ
り労働力不足が顕著になってお
り、水稲及び施設園芸作物等の栽
培面積の減少による農業所得の減
少、さらには産地の維持が難しい
状況になっている。
※正組合員戸数（R2：2,711戸→
R5：2,446戸、△9.7％）
※水稲栽培面積（R2：835ha→
R6：731ha、△12.5％）
※アスパラガス栽培面積（R2：
13.6ha→R6：12.1ha、△11.0％）
※新規就農者数（H26～H30：58
名→R2～R6：36名、△37.9％）
※認定農業者数（H30：318名→
R6：303名、△4.7％）

・栽培面積の拡大による農業所得
の向上を図るため、スマート農業
機器を導入する農家等に対し、国
県の補助事業を活用し支援する。
・新規就農者の経済負担の軽減を
図るため、初期投資費用の一部負
担等、国県の補助事業を活用し支
援する。
・新規就農者のほか、新たに農業
経営改善計画を認定し、農業の牽
引役である認定農業者の確保を図
る。

【課題】

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

中長期 ①壱岐市農協の第9次営農振興計
画の目標値に前年度達成率を反映
した数値とした。
②第３次総合計画期間中の平均値
とした。
③直近３か年の平均値とした。

農業経営力の強
化
（畜産業の生産
体制の強化）

【現状】

　産地を支える後継者の確保に加
え、兼業少頭飼い農家への経営支
援と専業多頭飼育農家の育成支援
が急務であるが、飼料価格の高騰
等により、経営環境が悪化してい
るため、牛舎等整備及び繁殖雌牛
の増頭など生産体制の強化を図
り、市場へ安定的に供給する必要
がある。また、ブランド牛「壱岐
牛」は、年間わずか800～900頭
しか出荷されていないが、その確
保が難しくなっている。

①繁殖雌牛の導入数：500頭
②肥育素牛の導入数：650頭
③販路・消費拡大の取組：2回

カテゴリ

中長期

加工品開発・流
通強化・ブラン
ド化の推進

【現状】 【中間】

　農産加工品については、壱岐市
農協農産加工部会等により、JA
直売所及び島内店舗で販売されて
いるが、原材料価格の高騰や構成
員の高齢化に伴い、商品の確保が
難しい状況になっている。

　壱岐市農協及び関係機関と連携
し、商品開発、ブランド化及び販
路拡大の取組を推進する。

【中間】

　本市の畜産（肉用牛）は、農業
販売高の約７割を占め、これま
で、繁殖及び肥育の地域内一貫体
制と「壱岐牛」ブランドの確立を
推進し、生産基盤の拡大や後継者
を含む担い手の育成、収益性向上
に向けた経営力の強化を推進して
きたが、飼料価格の高止まりや高
齢による廃業等により、飼養戸数
並びに繁殖雌牛の減少に歯止めが
かからず、持続可能な和牛産地が
維持できない状況になっている。

・畜産農家数は減少傾向にある
が、牛舎等整備や繁殖雌牛の導入
等に対する支援に加え、「壱岐
牛」の出荷頭数を確保するため、
繁殖農家及び肥育農家の生産体制
の強化に対し、国県の補助事業を
活用し支援する。
・壱岐牛のブランド化・販路拡
大・付加価値向上の取組を推進す
る。

【課題】 【年度末】

　新たな加工品の開発など、消費
者のニーズに合わせた取り組み
や、壱岐市ふるさと商社の活用、
ふるさと納税の返礼品としても商
品を増やし、販売高の向上を図る
必要がある。

ふるさと納税返礼品の数：46個
（売上高ランキング上位10位以
内に3品以上を目指す。）

①第3次総合計画期間中の平均値
とした。
②③直近3か年の平均値とした。

カテゴリ

中長期 第4次総合計画の目標値（5か年
229個）の1年分とした。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 農林課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
14 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

農業用施設の長寿命化による維持
管理コストの抑制が必要となって
いる。また、将来にわたって多面
的機能の維持・発揮が図れるよう
地域（組織・非農業者等）を取り
込んだ体制づくりが必要となって
いる。

・多面的機能支払交付金
　対象農用地面積：1,665ha
　実施期間：令和4～8年度
・中山間地域等直接支払交付金
　対象農用地面積：1,651ha
　実施期間：令和7～11年度
・土地改良施設維持管理適正化事
業
　下深ため池：浚渫工　100%完
成

生産基盤の整備 【現状】 【中間】

農家戸数の減少や担い手不足によ
り農地・農業用施設の維持管理が
困難となっている。また、耕作放
棄地が増加しており、地域が持つ
多面的機能の低下が懸念される。

各事業を活用し、老朽化した農業
用施設の更新・補修による長寿命
化を推進し、農地保全に努める。

カテゴリ

中長期 遊休農地増を防止するため現状維
持の数値設定とした。また、工事
については進捗目標を設定した。

【課題】 【年度末】

有害鳥獣の駆除を壱岐猟友会や協
議会等に委託して実施している
が、高齢化等により従事者の確保
が難しく、新たな人材の確保が急
務である。

有害鳥獣捕獲数
　①タイワンリス：20,000頭
　②カラス：700羽
　③シカ：30頭

農村集落の活性
化（有害鳥獣対
策の強化）

【現状】 【中間】

タイワンリスやカラス、シカなど
による農作物への被害が危惧され
ており、根絶に向け協議会等によ
る取組を強化する必要がある。

狩猟免許試験及び事前講習会への
参加を呼びかけ、捕獲従事者（わ
な免許保持者）の確保を図るとと
もに、タイワンリスの生態に関す
る有識者等専門家との情報共有及
び研修会等を実施し、今後10年
以内に根絶に向けて取組む。ま
た、壱岐猟友会等関係機関と連携
し、有害鳥獣の駆除を図る。

カテゴリ

中長期 直近3年間の平均値とした。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑥

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

組織強化 現年度診療費を完納とする。

診療費の収納率
向上

　最近の資材及び飼料の価格高騰
に伴い、家畜経営が難しくなり、
口座引落も残高不足によりできな
い件数が増加傾向にある。

徴収率100％を目指す。

カテゴリ

組織強化

【課題】 【年度末】

【現状】 【中間】

現在、診療費の納付方法につい
て、口座振替による納付をお願い
している。
口座振替率　令和６年度　93.18%
                  令和７年度　92.34%

口座振替ができていない農家への
連絡の徹底及び往診時における獣
医師による納付のお願いをする。

【課題】 【年度末】

駆虫剤の普及率を３％向上させ
る。

駆虫剤の普及を増加させること
で、発育を増進させ、生産性を向
上し畜産農家の所得向上に繋げ
る。

寄生虫性腸炎の予防には、適切な
駆虫薬投与が不可欠であるため、
畜産農家への往診時に牛舎環境改
善と共に駆虫薬の普及活動に努め
る。

【中間】

駆虫剤投与による子牛の感染性
（寄生虫性）腸炎の予防は、多く
の畜産農家が実施し浸透している
が、全ての畜産農家に普及してい
ない。なお、令和７年度の駆虫剤
普及率は91.8％となっている。

出生子牛の事故
率低下

【現状】 【取組内容】 【中間】

【課題】 【数値目標】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 出生子牛事故を減少させること
で、生産性向上し畜産農家の所得
向上に繋げる。

駆虫剤の普及 【現状】

濃厚感染地域からの導入牛や、未
だに未投与の農家があり、汚染さ
れた農場が見られる。

【目標達成(未達成)の要因】

令和７年度の出生子牛の事故死は
胎子異常 118頭、新生子疾患 31
頭、母牛死亡による胎子死 17
頭、子牛虚弱症候群 30頭の計
196頭であり、事故率は4.8％で
あった。

畜産関係機関と連携し、母牛の飼
養管理、交配精液の見直し、分娩
時の管理等を再度畜産農家に啓
蒙・指導を徹底していく。

【更なる改善案】

母牛、胎子の先天的素因に起因す
る流死産事故は一定数あり、未然
に防止することは困難である。ま
た、その他の要因（妊娠牛の飼養
管理失宜、分娩時監視等の人為的
要因、胎子失位、過大胎子傾向に
ある交配等による難産）が依然と
してあり、事故低減されていな
い。

出生子牛の事故率を3％低減す
る。

● 組織目標・取組内容・達成状況
12 2 14

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

課 ・ 支 所 名 家畜診療所 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑪

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 水産課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 0 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

担い手育成・確
保

【現状】 【中間】

　漁業就業者の減少や高齢化、後
継者不足が進み、持続的な漁業生
産が困難になっており、漁村地域
の活力も低下している。

・各種事業制度により若年層の就
漁、独立及び創業支援を行う。
・漁業研修事業により漁業への就
活、職場体験の場を提供する。
・地元小中高生への水産体験や移
住希望者への情報発信を関係部署
と連携し、実施する。

カテゴリ 【目標の設定理由】

安定化 　イスズミ等駆除数は、昨年度実
績とほぼ同数。Ｊブルークレジッ
ト認証量は、過去の平均とし、販
売量は過去最高である30t-CO2の
1.5倍とした。

【数値目標】 【年度末】

　漁協、漁業者並びに関係機関と
の連携を図り、効果的な植食性動
物の駆除、海藻の増養殖等を進
め、早急に藻場の回復を図る必要
がある。

【課題】 【年度末】

　水産業を持続していくために
は、新たな担い手の確保と、地域
を牽引し経営感覚が優れた担い手
の育成を推進していく必要があ
る。

・新規漁業就業者数　10人
・50歳以下の漁協正組合員数
  　105人

【更なる改善案】

・イスズミ駆除数　　4,000尾
・Ｊブルークレジット認証量
　　1,000t-ＣＯ2
・Ｊブルークレジット販売量
　　45t-ＣＯ2

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　植食性動物の食害等の影響によ
り、平成30年頃ほとんどの沿岸
域で藻場が消失した。このため、
令和元年度より磯焼け対策の取り
組みを進めている。

・漁業者自らが取り組む磯焼け対
策に対して支援する。
・壱岐市磯焼け対策協議会を中心
に植食性動物の駆除、海藻の増養
殖を進める。
・磯焼け対策を拡充するため、J
ブルークレジット認証申請を行う
とともに販売を強化する。

カテゴリ

安定化 　新規漁業就業者数は、R2～R7
の平均が9人であり、それを上回
る人数。50歳以下の漁協正組合
員数は令和6年度の103人を上回
る人数。

藻場・資源の回
復

【課題】

【課題】 【年度末】

　管理運営体制や費用や見込まれ
る収益の算定など運用開始に向け
た検討課題が多くあるが、プレー
ヤーの確保が最も重要であり、魅
力ある計画案の策定が求められて
いる。

・協議会開催数　　4回

海業の推進 【現状】 【中間】

　勝本港において、辰の島遊覧船
乗場を商業エリア付近への移設す
ることを起爆剤として海業に取組
む。令和10年度の本格運用開始
に向け、協議会にて計画策定を進
めている。なお、市のプロジェク
トとして位置付けている。

・協議会を定期的に開催し、課題
解決に向けた協議を進める。
・埋立地内の建築物及び朝市売場
の建築物の設計を関係者と協議し
ながら実施する。
・情報収集に努め、海業として実
施に向けた様々なコンテンツを協
議会にて検討し、具体化する。

カテゴリ

中長期 　協議会開催数は、昨年度と同
値。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 水産課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
7 0 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

　施設整備の要望や県と連携した
整備計画に対し順次整備を進めて
いる。また、年間を通しての港
湾・漁港施設の管理運営を担って
おり、多くの事務処理や補修等の
維持管理を適時行っている。

・当初予算に計上されている個別
案件（工事・修繕・委託（建設関
連））を早期に発注する。
・施設の損傷や苦情等には迅速に
対応し、必要な事務処理について
は遅滞なく進める。
・郷ノ浦港の駐車場等の整備計画
について県と定期的に協議を行
い、関係者の意見聴取を行う。

港湾・漁港施設
の整備と維持管
理

【現状】

　港湾・漁港施設の利便性の向上
を図る快適な環境整備が望まれて
いる。また、常に安全・安心な維
持管理及び早急な対応が求められ
ている。特に郷ノ浦港の駐車場不
足による車両の混雑は近年顕著で
ある。

・個別案件の上半期契約率
   80％以上
・郷ノ浦港の駐車場等に関する協
議回数　6回以上

カテゴリ

安定化 　県の上半期契約目標率60％に
20％上乗せした。郷ノ浦港の駐
車場等に関する協議については、
2カ月に1回以上の頻度とした。

【課題】 【年度末】

【課題】 【年度末】

　効果的かつ安定的な種苗放流を
展開するため、周辺海域の状況等
の把握するとともに、壱岐栽培セ
ンターの種苗生産を安定させる必
要がある。なお、壱岐栽培セン
ターでは、維持管理費が増大して
おり、その財源確保が課題となっ
ている。

・種苗生産　アワビ　　24.8万個
　　　　　　アカウニ　22.4万個
　　　　　　カサゴ　　16万尾
                  サザエ　　 2万個

栽培漁業の推進 【現状】 【中間】

　全国的な高水温や磯焼けなどに
より水産資源が減少しており、水
産資源の維持・回復が求められて
いる。
　一方、種苗生産等を担う壱岐栽
培センターでは、資材コストの上
昇や老朽化が進んでいる。

・放流計画に基づく放流事業を支
援する。
・情報収集を行い研究機関等と連
携し、生産技術の向上を図り、試
験養殖を行う。
・壱岐栽培センター維持管理のた
め、基金を活用した具体的な機能
保全計画を策定するとともに、雇
用の確保について検討を進める。

カテゴリ

安定化 　種苗生産は、市内各漁協等の種
苗放流予定数量（要望）。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑭

⑮ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

振り返り

振り返り 改善策中間

寄付額向上を図るため主要ポータ
ルサイトを中心に、キャンペー
ン、広告、SEO対策等に取り組
み、アクセス数の増加や認知度向
上を図る。
また、新たな取組として、一次産
業を中心とする返礼品事業者を、
CFで応援する仕組みを構築し、
返礼品の開発や供給確保を図り、
地域振興と寄付の向上につなげ
る。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

ふるさと納税
・寄付額 10億円
・寄付件数 2万5千件
・サイトアクセス数 40万件
・CF返礼品事業者支援 5件

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 0 8

【現状】 【中間】

島外への進学・就職を理由に10
代後半の流出が最も多く、若年労
働力の供給が構造的に失われてい
る状況にある。市内産業は中小規
模事業者が中心であり、新規雇用
の受け皿が限られた状況にある。
また、市内事業者の経営者の高齢
化も進んでおり、後継者不足や廃
業リスクも高まっている。

雇用機会拡充事業においては、説
明会及び個別相談会の開催によ
り、熟度の高い申請書の作成を支
援することで、採択数の増加につ
なげる。
事業承継については、相談機関や
支援に対する認知度向上のため、
周知により意識醸成を図る。
企業誘致については、長崎県産業
振興財団と連携し、壱岐に所縁の
ある企業等への訪問を実施し、誘
致につなげたい。

課 ・ 支 所 名 商工振興課 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

【現状】

【課題】

全国のふるさと納税市場は約1.兆
円を超える市場規模で、拡大する
自治体もある中、返礼品として、
壱岐牛・壱岐焼酎・海産物・農産
物など地域資源に恵まれている
が、令和5年度の8億7千万円以
降、寄付額が減少している状況に
ある。
※R6:7億9千万円、R7:7億5千万円

自治体間競争が激化している中、
昨年のポイント廃止、本年10月
に予定されている付加価値基準の
厳格化など、今後もふるさと納税
を取り巻く状況は厳しくなってい
くことが予想される。
また、さらなる寄付の獲得には、
新たな返礼品の開発や供給量の確
保に加え、知名度・認知度の向上
を図る必要がある。

ふるさと納税の
推進による地域
活力の向上

カテゴリ

・ふるさと納税は、総合計画にお
いて30億円を目標としている
が、これまで10億円も未達成で
あるため、R7に引き続き目標と
した。
・R7の寄付件数は2万件程度で
あったので、寄付額10億円に
は、2万5千件を最低限達成する
必要があるため。
・寄付の98％以上がネット注文
であるためサイトアクセス数も重
要な指標であり、管理ポータルの
主要2サイト（楽天、チョイス）
のアクセス数は30万件程度であ
るので、30％以上の増加を目標
とした。
・CFによる返礼品事業者支援
は、初年度であるので、5件とし
た。

【課題】 【年度末】

人口減少と若年層の流出により、
人材不足が慢性化している状況で
あるが、構造的な人手不足や雇用
のミスマッチが生じていると思わ
れるため、求人倍率は低い状況
(R8.3：0.98)となっている。
また、既存事業者の事業継続と雇
用維持も厳しい状況で、事業承継
は重要であるが、相談等の支援体
制の認知度が低い状況にある。
企業誘致については、離島という
地理的制約や人材確保の難しさか
ら進出意欲の高い企業は限定的で
ある。

雇用機会拡充事業
・新規事業採択数　19社
（R8第2回:5件、R9第1回:14件）
事業承継
・広報誌等掲載　2回
・相談件数　　　5件
企業誘致
・新規企業訪問数　2社

・雇用機会拡充事業は、R7第2回
が3件、R8第1回が9件となってお
り、それぞれ50％増を目標とし
た。
・事業承継は、他の周知手段にも
取り組むが数値目標としては、広
報誌の掲載を挙げた。また、周知
に取り組むことで承継支援セン
ターへの相談につながるため、相
談件数5件とした。
・新規の企業訪問は、県産業振興
財団と連携しながらの取組である
ので、新規2社とした。

中長期

持続可能な地域
経済基盤の強化

カテゴリ

中長期
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

振り返り

振り返り 改善策中間

令和 8

部 局 名 産業推進部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 0 8

課 ・ 支 所 名 商工振興課 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

⑯ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【現状】 【中間】

壱岐市の特産品は、壱岐焼酎、水
産加工品、農産物等、多様で高い
魅力を有しているが、認知度は限
定的である。壱岐市ふるさと商社
においては、首都圏等での催事販
売、ホテル・レストラン等への卸
売り、ECサイトによる通販、ふ
るさと納税返礼品として市内の特
産品を組み合わせて取り扱うこと
で、市内生産者・事業者の販路拡
大等に寄与している。

離島活性化交付金を活用し、輸送
コストの軽減を図り、事業者の販
売機会の拡大と壱岐産品の認知度
向上につなげる。
壱岐市ふるさと商社においては、
ECサイトの改善のほか、
Instagram等のSNSを活用し、定期
的かつ継続的な情報発信に取り組
み、また、専門人材の助言等を基
にこれまで活用していないデジタ
ル広告やECサイトやふるさと納
税への導線構築などのWEBマーケ
ティングの推進に取り組む。

カテゴリ

中長期

【課題】 【年度末】

壱岐産品の認知度向上は、継続的
な情報発信が必要であり、島外市
場に向けたECサイトや新たな販
売チャネルの強化が求められる。
特に壱岐焼酎は、地理的表示
（GI）として保護された地域ブラ
ンドでり、その特徴を効果的に発
信し、国内外におけるブランド力
向上を図る必要があるが、離島と
いう地理的条件から輸送費が高く
価格競争力や販路拡大の障壁と
なっている。
壱岐市ふるさと商社において、首
都圏での催事、営業等により販路
拡大に取り組んでいるが、さらな
る認知度の向上には、SNS・WEB
マーケティングを活用した情報発
信の強化に取り組む必要がある。

輸送コスト支援
・焼酎移出　1,800KL
・魚介加工移出　25,000箱
壱岐市ふるさと商社
・売上額 6千万円
・壱岐島百貨店ｱｸｾｽ数
　　　　　　　　　2000件/月
・SNSﾌｫﾛﾜｰ数  500人
　（Instagram)

・輸送コスト支援は、昨年度目標
を未達成であったので、本年度も
同数値を目標とした。
・R7売上実績は、4千9百万円
で、目標の6千万円が未達成で
あったため、今回も同額を目標と
した。
・壱岐島百貨店のアクセス数は、
R7が1200件/月程度であったた
め、WEBマーケティングの成果と
して、6割増を目標とした。
・SNSは、Instagramの商社アカウ
ントが、R8.4時点でﾌｫﾛﾜｰ20人程
度であるので、情報発信基盤の構
築の目安として500人とした。

地域資源を生か
した産業振興の
推進
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑰

⑱ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑲ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 石田支所 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 石田支所 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 2 4

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

安定的かつ効率
的な窓口業務の
確立と公平・迅
速な行政サービ
スの提供

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

市役所業務の根幹をなす窓口業務
であるが、住民のニーズも多様で
あり、問い合わせや手続き・処理
に要する時間は住民、職員双方に
とって大きな負担となっている。

市民に対し個々に当てはまる行政
サービスを適正かつ公平に情報提
供できる知識習得が必要である。
関係各課との連携、研修会への参
加、ジョブローテーション等を行
い、知識習得並びに情報共有する
ことで組織力を強化する。職場環
境・機能性、業務手順書のファイ
リング等を見直し、一つ一つの業
務が分かりやすく生産性が高い職
場づくりを行う。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

窓口業務は多岐に渡り、市民が求
めていることを的確に把握し対応
する必要がある。業務の効率化に
より個々の受付所要時間の短縮を
図り、少数の職員数においても対
応できるよう安定的な窓口体制の
確立が求められる。支所機能の利
点であるワンストップサービスを
活かし、市民の個々に当てはまる
行政サービスを適正かつ公平に情
報提供できるよう職員の資質向上
が必要である。

毎月勉強会を実施し,当月業務の
再確認をする。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 市民への説明を十分に行える体制
づくりにより、窓口業務の迅速化
に繋げる。

収納事務の効率
化

【現状】

事務の効率化と経費節減のため、
市民に対し口座振替の推進が必要
である。来庁者の利便性向上のた
め、今年度導入される自動釣銭機
のスムーズな操作習得が求められ
る。

出納業務に係るOCR納付書による
税・使用料の現金納付件数10％
削減（R７年度比）を目指す。

【中間】

出納事務のDXに対応すべく、口
振ネットが導入されたが、窓口で
の推進がそれほど進んでいない状
況であり、納付書発送時期、納付
期限時期、年末・年度末時期にお
いて出納業務が煩雑化する。

税・使用料等納付時及び住民異動
等届出時に口座振替について丁寧
に説明を行い、現金納付の金額、
件数を減少させる。今年度導入さ
れるキャッシュレスに対応した自
動釣銭機をスムーズに行えるよう
操作を習得する。

カテゴリ

効率化 通年行うことにより、口座振替等
の意識を浸透させ定着させること
で、事務量の削減に繋がる。

カテゴリ

中長期 持続可能なまちづくりのため、継
続的にサポートし活性化に繋げ
る。

【課題】 【年度末】

自助・共助・公助を基本とした行
政の関わり方が重要となってい
る。

まちづくり協議会は、企画市民協
働班と連携した支援が必要となる
ことから、毎年1回は活動支援へ
の協議と情報共有を行う。
まちづくり協議会への活動支援に
ついては、随時実施する。

協働のまちづく
りの推進及び支
援

【現状】 【中間】

人口減少に伴う少子高齢化が進
み、地域の結びつきや担い手不足
等、地域の課題やニーズも多様化
している。

行政情報の提供並びに住民や団体
等からの要望や相談等を取りまと
め、担当部署と連携を図りなが
ら、支援体制の充実を図る。相談
窓口の役割を果たすことで、地域
コミュニティの維持を支援する。
地域の課題に則した協働のまちづ
くり活動を進めるため、まちづく
り協議会の設立及び活動が活発に
行えるよう地域担当職員のサポー
トを行う。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進
【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

中長期

建設課

8

部 局 名 社会基盤部・勝本支所

部 局 長 名 　平本　善広

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

持続可能な市道維持管理体制の確立

市有建築物の設計指導及び市が建設する
施設の監督・指導の実施

③

②

① 空き家対策

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜５＞防災・危機管理体制の強化

④危機管理体制の充実・強化

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

建設課 17 4 21

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

市民が安全・安心で幸せを実感できる社会基盤の整備及び適切な維持管理を進め、将来にわたって持続可能な社会基盤を
守り続ける。

【ステートメント】

水道課 8 2 10

環境衛生課 9 1 10

勝本支所 2

・専門性を有する人材育成と技術継承の取組を進める。
・市民からの要望に対し、課内での情報共有を確実に行える職場環境を整え、迅速に対応できる組織体制を目指す。
・支所及び事務所は、職員が知識や接遇の向上に努め、迅速かつ適正な対応を行うことで市民の満足度を向上させる。

計 36 10 46

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

3 5

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

社会基盤を一体的に管理し、効率的かつ強靭な維持管理体制を確立するために、職員個人のスキルアップとチームワーク
で多様化する市民ニーズに的確に答え、社会基盤の整備とともに適切な維持管理や長寿命化に取り組み、「社会基盤の充
実」に対する市民の満足度を向上させる。
次世代に豊かな自然と安全な環境を引き継ぐため、自然環境の保全及び資源循環と廃棄物の適正処理を持続する環境整備
を進め、持続可能で安心な暮らしの基盤を築く。

・地域との協働による市道環境保全事業を継続することで、道路の安全と美観を維持するとともに、市民の道路に対する
　愛着心を醸成し、持続可能な維持管理に繋げる。
・公営住宅等長寿命化計画に基づき施設の長寿命化を推進するとともに、安全・安心で快適に暮らせる住環境の整備を進
　める。
・水道事業については、安全・安心の水道水を将来に渡り安定供給するとともに、施設の長寿命化によるコスト削減を図
　り、公営企業としての経営体制の強化を進める。
・島の自然環境の保全と4R運動を推進し、資源循環型の島づくりを目指す。また、保健所・民間組織と連携し、長崎県が
　推進する「動物殺処分ゼロプロジェクト」の実現に向けた取組を進める。
・下水道事業については、公衆衛生の向上と水質・環境保全に努め、施設の長寿命化によるコスト削減を図り、公営企業
　としての経営体制の強化を進める。
・市民が安心して相談や申請ができる窓口サービスを提供する。
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所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

水道課

勝本支所

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

環境衛生課

②行政体制の整備

建設課

⑦ 公園の適正な維持管理

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

⑥
市営住宅改善事業等の計画的な推進及び
収納率の維持

⑤ 事業用地ストックの確保

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

効率化＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進
【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜４＞社会基盤の再生と有効活用

①社会基盤の整備・維持管理・長寿命化の推
進

公共工事の早期発注④

⑧ 安全安心で持続可能な水の安定供給

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

安定化＜１＞循環型社会の構築

④安全で安定的な水の供給

⑨ 上下水道料の収納率向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

⓾ 廃棄物処理施設の長寿命化

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜１＞循環型社会の構築

②廃棄物の適切な処理

⑪ 海岸漂着物及び不法投棄対策

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜１＞循環型社会の構築

①環境にやさしい社会の構築

公衆衛生の向上と良好な環境保全への取
組及び下水道事業の普及促進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜１＞循環型社会の構築

③下水・し尿の適正な処理

安定化⑬

⑫ 野犬及び野良猫対策

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

中長期＜１＞循環型社会の構築

①環境にやさしい社会の構築

⑰ 協働のまちづくりの推進及び支援

【基本目標2】すべての市民が自分らしく安心
して健康に暮らせる島

組織強化＜１＞持続可能なコミュニティの形成

①まちづくり協議会による協働のまちづくり

⑯ 収納業務の効率化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

⑮
窓口事務の迅速かつ適切な対応と市民
サービスの満足度向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

⑭ 下水道事業の経営健全化の推進

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安全
な暮らしを守る島

＜１＞循環型社会の構築

③下水・し尿の適正な処理

効率化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

① 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

②

③ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

持続可能な市道
維持管理体制の
確立

カテゴリ

安定化

市有建築物の設
計指導及び市が
建設する施設の
監督・指導の実
施

【現状】 【中間】

カテゴリ

効率化

令和 8

部 局 名 社会基盤部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
17 4 21

課 ・ 支 所 名 建設課 正     規 フルタイム 計

振り返り

振り返り 改善策中間

【中間】 【目標達成(未達成)の要因】【現状】

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

市道維持管理延長は約1,300kmに
及び、経年劣化による舗装や側溝
等の損傷個所が増加している。地
域からの補修要望も多く、迅速な
対応が求められているが、２次離
島の三島の支援など職員数や予算
が限られている中で、対応に時間
を要する場合がある。

要望箇所や損傷個所について、現
地確認を迅速に実施し、優先順位
を整理したうえで適切な対応を行
う。また、定期的な道路パトロー
ルを実施し、損傷箇所等の早期把
握に努める。軽微な補修、除草、
伐採等については、可能な限り、
新設した維持管理作業班での作業
に努め、優先順位を決め維持管理
費の縮減と迅速な対応を図る。さ
らに、土木班、管理土地対策班の
情報共有を徹底する。

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

空き家対策

平成29年度に策定した空家等対
策計画は改定時期を過ぎており、
改定が必要である。
人口減少に伴い、現在1,468件の
空き家が存在し、管理不全な空き
家も増加傾向にある。

空家等対策計画を策定する。
管理不全な空き家の所有者・相続
人を特定し、改善を依頼する。

【課題】 【年度末】

管理不全な空き家の所有者・相続
人の特定に時間を要する。また、
空き家の所有者・相続人の対応意
識が低く、改善が進まない。
相続人不存在の空き家や所有者・
相続人が対応不可能な危険空家も
存在する。

カテゴリ

中長期 　誰もが安心・安全で快適に過ご
せるまちづくりを図る。

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

空家等対策計画の策定。
関係部署と連携を図り管理不全空
き家の減少に努める。
老朽危険家屋除却2件

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

道路施設の老朽化に伴い、維持補
修の必要箇所が増加している。ま
た、職員の経験継承や人員不足へ
の対応が課題となっており、効率
的かつ継続的な維持管理体制の構
築が必要である。

　１，２級路線について、定期的
な道路パトロールを実施する。ま
た、市民要望に対する初回対応を
原則１週間以内に行う。

【目標の設定理由】

道路施設の損傷を早期に把握し、
迅速な対応を行うことで、安全で
安心な道路環境を維持するため。
また、計画的な維持管理により、
維持補修費の縮減と効率的な管理
体制の構築を図るため。

【目標達成(未達成)の要因】

市が所有する施設の多くが、建築
後数十年経過しており、改修や建
替えが必要な状況になっている。
各所管課からの施設整備に伴う業
務の依頼は、局部的な改修や設備
機器等の個別改修の工事が大半を
占めている。

各所管課と調整し、課内で優先順
位を決め、計画的に実施する。
また、対象施設の工事の内容規模
等によっては、業務委託を検討す
る。

【課題】 【年度末】

所管課から依頼される設計等は、
発注時期が重なることや厳しい予
算状況であることも多く、各所管
課との調整や予算内での設計等、
工夫が必要である。
また、建築設計事業者の育成等を
考慮し業務委託の要望も多い。

課内で５０件程度は設計監理を行
うが、事業者育成のため規模が大
きい数件は業務委託を行う。

設計監理を課内で行うことで委託
料削減のため。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 社会基盤部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
17 4 21

課 ・ 支 所 名 建設課 正     規 フルタイム 計

振り返り

振り返り 改善策中間

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

④ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑤ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑥ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑦ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

効率化 誰もが安心・安全で快適に利用で
きる公園環境を整えるため。

公共工事の早期
発注

【課題】 【年度末】

工事発注が年度後半に集中するこ
とで、建設業者の人員配置や工程
管理が難しくなっている。また、
適正後期の確保や施工品質の維持
にも影響が生じる可能性がある。
さらに、災害対応等の突発的業務
により、発注計画の変更が必要と
なる場合がある。

当初予算事業の発注率について、
改良後の舗装等を除き、発注件数
で第１四半期までに70%以上、第
２四半期までに100％を目指す。

市営住宅改善事
業等の計画的な
推進及び収納率
の維持

【現状】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

老朽化した多くの市営住宅を多く
抱えている。
令和6年度に長寿命化計画の見直
しを行った。

社会資本整備総合交付金を活用
し、長寿命化改善（屋上防水改
修、給排水設備）、居住性向上
（洋式便器、給湯器整備）、安全
性確保（外壁改修、ガス設備改
修）等を行う。
また、住宅使用料等の適切な収納
管理に努める。

【現状】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

当初予算に計上した事業について
は、地域要望や道路・河川等の点
検結果、維持管理計画等に基づき
早期発注に努めている。しかし、
測量設計、関係機関協議、地元調
整等に時間を要する場合があり、
発注時期が年度後半に集中する傾
向がある。

測量設計、関係機関協議、地元調
整等を前倒しして実施し、発注準
備期間の短縮を図る。また、発注
予定一覧を作成し、進捗管理を徹
底することで、計画的な早期発注
に努める。加えて、施工時期の平
準化を図り、年間を通じた円滑な
事業執行を推進する。

カテゴリ

効率化 地元業者の安定的な経営と雇用確
保を図るとともに、適正工期の確
保や品質の向上につなげるため。

事業用地ストッ
クの確保

【現状】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　事業に必要な用地については、
計画段階から調査を実施し、早期
取得に努めている。しかし、相続
未登記や島外在住地権者への対応
等に時間を要し、用地交渉や契約
手続きが長期化するケースがあ
る。

次年度以降の事業予定箇所につい
て、計画段階から用地調査や地権
者協議を実施し、早期の用地取得
に努める。また、相続状況や所有
権関係を早期に確認するととも
に、進捗管理を徹底し、重点箇所
は優先的に交渉を進める。

【課題】 【年度末】

　用地取得の遅れにより、工事発
注や事業進捗に影響が生じる場合
があり、早期発注や計画的な事業
執行の支障となっている。また、
相続関係の整理や所有者確認に多
くの時間と労力を要している。

次年度事業予定箇所の用地調査着
手率100％、および次年度発注予
定箇所の用地取得率80％以上

カテゴリ

効率化 事業用地を事前に確保すること
で、公共工事の早期発注と円滑な
事業執行を図る。

長寿命化計画を基に、建物の安全
性の確保、居住性の向上を考慮
し、住棟ごとに改善・建替・用途
廃止とするなど老朽住宅への対応
を図る必要がある。

長寿命化計画により改善事業等の
実施を計画的に取り組む。
収納率については、現年度分住
宅・駐車場使用料ともに100％を
目標とする。

カテゴリ

中長期 安全・安心で快適に過ごせる住環
境の整備推進を図る。

公園の適正な維
持管理（新規：
案）

【現状】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

所管する多くの公園の遊具や周辺
設備について老朽化が進んでお
り、使用中止の遊具も多数ある。

公園数が多いことから利用状況と
立地場所等を考慮し、健康未来課
と連携し優先順位を決め、遊具等
の点検結果をもとに修繕を実施す
る。

【課題】 【年度末】

使用中止の遊具も多く、安全性の
観点から修繕または撤去する必要
があり、その施設修繕費、維持管
理費も増大している。また、公園
数も多いことから再編や廃止等も
含め公園の適正配置を検討する必
要がある。

公園遊具の点検を上半期・下半期
それぞれ１回、年２回実施する。

【課題】 【年度末】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）
⑧

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 水道課 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 社会基盤部 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
8 2 10

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【目標達成(未達成)の要因】

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

上下水道料の収
納率向上

人口減少による事業収益の減少が
予想される中、未収金対策を重点
的に行い収納率を向上させ、健全
な経営に繋げる必要がある。

令和7年度収納率
水道（現）97.58% （滞）15.72%
下水道（現）97.60%（滞）50.99%
を上回る。

【現状】 【取組内容】 【中間】

有収率を向上させることで漏水修
理に要する費用の削減や渇水対策
に繋がると同時に、水道施設のメ
ンテナンス費用の削減に繋がる。

【課題】 【年度末】

【現状】 【中間】

水道料金及び下水道使用料は事業
経営の根幹をなすため、収納率向
上のための未収金対策は最重要課
題であり、過年度の未収金（貸倒
引当金）は事業運営に支障を来す
要因となっている。
また、時効を迎えている債権につ
いても継続して調査を行っている
が、相続人へ接触することが不可
能な案件もあるため、滞納整理業
務により整理し、接触困難な案件
については、債権管理室と連携を
図る必要がある。

本年度は水道事業滞納整理業務を
外部委託し収納率はもとより、滞
納整理も重点的に行い債権回収に
努めたい。また、毎月の督促や催
告状の発送を継続して行い、長期
滞納者については、給水停止等を
実施し納付意識を高めさせ、徴収
困難事案を含む時効案件について
は、債権管理室と連携を行い債権
整理に向けた取組みを進める。

カテゴリ

効率化 令和7年度実績以上を目標とす
る。

水道施設においては、経年劣化に
よる施設の老朽化が深刻な状況で
あり、日常メンテナンスの質の向
上に努めることで、重大な故障を
未然に防ぎ、長寿命化を図ってい
く必要がある。また、管路におい
ては、平成24年度から漏水調査
を外部委託しており、有収率の向
上に努めているが、県内他市町と
比較すると低い割合であり、水道
管の布設替えと併せた有収率向上
への取組を強化する必要がある。
また、人事異動に伴い懸念される
企業会計の経理と水道管路設計の
出来る職員の育成に努めることも
課題である。

令和7年度の有収率58.45%を上回
る。

【目標の設定理由】

安全安心で持続
可能な水の安定
供給

小規模集落が散在している地形の
ため、水道施設は6箇所の浄水場
と約150箇所の施設を保有してい
るため、施設の統廃合を含めた検
討が必要である。
また、水道管においては各家庭の
給水管を除き約600kmにも及び、
耐用年数を超えた管路も多く残っ
ている。水道施設も更新の時期を
迎えており、故障前の補修対応を
行うことで施設の長寿命化を図っ
ているが、給水人口の減少に伴う
給水収益の減少、さらには補助率
の低減により単年度の大幅な更新
は極めて困難な状況にある。

更新時期を迎えている機器につい
ては、維持管理業者と連携を図り
計画的な更新を行うことで施設の
長寿命化を図る。水道管について
は、漏水多発路線を優先的に更新
を行い、有収率の向上に努めると
ともに、管種においても耐震管路
での布設替えを行うことで耐震化
率の向上を図る。併せて漏水調査
業務においては、本年度も継続し
た外部委託を行い漏水拡大を防ぐ
対策を講じていく。本年度水道配
水池の耐震診断調査を計画してい
るため、早期発注を行い年度内完
成を目指す。

カテゴリ

安定化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⓾

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑬ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 8

部 局 名 社会基盤部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 環境衛生課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 1 10

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末

野犬及び野良猫
対策

【現状】

①海岸漂着物は、回収しても繰り
返し漂着し、景観、自然環境、漁
業、観光等に影響を与えている。
②ポイ捨て等の不法投棄も後を絶
たない状況である。
　多くのボランティアによる回収
作業が実施されている。

①長崎県海岸漂着物等地域対策推
進事業補助金を活用し、海岸漂着
物の回収運搬処理を実施する。
　発生抑制対策として、市民及び
市外参加者を募り、漂着ゴミのボ
ランティア回収及びワークショッ
プを実施する。
②委託事業者によるパトロール及
び警察署等関係機関との指導を強
化する。

　第4次壱岐市総合計画に合わ
せ、目標を設定する。（R8目標
は壱岐市一般廃棄物処理基本計画
より）

リサイクル率
　32.3％（R5）→39.6％（R11）
　39.3％（R8）

【課題】

振り返り

改善策

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

振り返り

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

海岸漂着物及び
不法投棄対策

【現状】

【課題】

【中間】

カテゴリ

中長期 　長崎県海岸漂着物等地域対策推
進事業実施計画に合わせ、目標を
設定する。

カテゴリ 【数値目標の設定理由】

中長期

廃棄物処理施設
の長寿命化 ①壱岐市クリーセンター及び汚泥

再生処理センターは稼働から14
年を経過し、施設が老朽化してい
る。
②クリーンセンターの長寿命化を
図るうえでも、ごみ減量化及びリ
サイクル率の向上を推進していく
必要がある。

①施設の長寿命化を図るため、毎
年の定期補修を行いながら、稼働
から25年後（令和14年）を目途
に基幹的設備改良工事の実施を検
討していく。
②製品プラスチック等の分別収集
について、他市の状況等見ながら
検討していく。

【課題】

①施設の長寿命化を図り、継続し
て利用するには、基幹改良工事等
による改修が必要となる。
②新たなリサイクル品目の検討を
行ううえで、収集方法の検討、変
更等が必要となる。

　成犬の箱罠での捕獲は困難であ
るため捕獲方法等の検討が必要で
ある。
　猫のTNR活動が終了し、今後の
対策が必要である。

野犬捕獲頭数　　　　　　300頭
手術助成頭数　　　　  　　20頭

【年度末】

【年度末】

①定期的な回収作業及び発生原因
の抑制対策が必要である。
②不法投棄の監視及び投棄者等へ
の指導を強化する必要がある。

海岸漂着物回収量
　200ｔ（1,778㎥）

【中間】

　長崎県が推進する「動物殺処分
ゼロプロジェクト」の実現に向
け、野犬、野良猫等の削減に取り
組んでいく必要がある。

　委託事業により、野犬の捕獲を
実施する。遠隔捕獲システムを導
入し、捕獲の強化を図る。
　飼い主のいない猫の不妊去勢手
術に対する助成を実施する。
　ホームページ、広報誌等を活用
し、適切な飼養等についての啓発
活動を実施する。

【中間】

　公衆衛生の向上と公共用水域の
水質保全に資するため普及率向上
に努めているが、令和7年度末の
汚水処理人口普及率は51.1％であ
り、県全体の84.2％と比較しても
著しく低い状況である。

　地域の実情に応じた生活排水処
理施設の設置を推進し、普及率の
向上を図ると共に、老朽化した処
理場の統廃合に向けた検討を行
う。
　また、下水道区域内の未接続者
の解消に向けた推進・広報等の周
知により加入推進を図る。

カテゴリ

中長期 昨年度実績等による。

公衆衛生の向上
と良好な環境保
全への取組及び
下水道事業の普
及促進

【現状】

【課題】

カテゴリ

安定化 令和7年度実績以上の目標とす
る。

【年度末】

　環境基本法により汚水処理の普
及促進を行い、普及率の向上を図
る必要がある。

　汚水処理人口普及率目標55％
を目指す。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

令和 8

部 局 名 社会基盤部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 環境衛生課 正     規 フルタイム 計

● 組織目標・取組内容・達成状況
9 1 10

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末

振り返り

改善策振り返り

⑭ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】カテゴリ

効率化 老朽化による施設等の更新工事に
より、持続可能な経営と施設の長
寿命化を図る。

【年度末】

　今後、人口減少等により下水道
の有収水量も同様に減少傾向にな
ると考えられ、連動して収益の減
少が予想される。併せて、施設の
老朽化に伴う更新需要の増大が見
込まれる中、持続可能な経営確保
に向けた取組が喫緊の課題であ
る。また、社会情勢も勘案した料
金体制（改定内容・改定時期）の
検討を行う必要がある。また、企
業会計に精通した職員の育成も強
化していく必要がある。

　公共下水道ストックマネジメン
ト計画（令和7年から令和11年）
及び漁業集落排水機能保全計画
（令和5年から令和54年）に基づ
いた更新を行う。
令和8年度事業
公共下水道：北部中継ポンプ場自
家発電装置
漁業集落：芦辺漁港浄化センター
施設（土壌脱臭装置及び機器・流
量計の更新）

【中間】

　企業会計は「地方公営企業の経
営に伴う収入により経営するこ
と」が原則であり、下水道事業は
令和6年度から公営企業会計に移
行し、独立採算を目指した経営に
努めているが、依然として一般会
計からの基準外繰入に依存してい
る状況にあり、経営の見直しが必
要である。また、全国的には事業
の広域化も推進されているが、本
市においては地形的要因から厳し
い状況にある。

　施設を新たに整備する場合は多
額の費用を要することから、出来
るだけ現有する施設の長寿命化を
図る。また、年次継続事業として
施設等の老朽化による更新工事を
実施する際は、人口動態を踏まえ
た施設規模の適正化に努めるとと
もに、施設の統廃合（漁業集落排
水施設の恵美須地区）についても
検討し、維持管理費の削減を図
る。

下水道事業の経
営健全化の推進

【現状】

【課題】
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）
⑮

⑯ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑰ 【取組内容】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

課 ・ 支 所 名 勝本支所・湯本事務所 正     規 フルタイム 計

令和 8

部 局 名 勝本支所 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 3 5

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況 振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

窓口事務の迅速か
つ適切な対応と市
民サービスの満足
度向上

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

市民に身近な市役所として、多様
な住民ニーズに対応する必要があ
る。支所体制確立のもと、スピー
ド感のある懇切丁寧な対応が求め
られている。

市民ニーズにスピード感をもって
的確に対応できる組織体制の構築
を図る。
支所・事務所において共通認識を
深めるため、各種研修会への参
加、ジョブローテーション、マ
ニュアル作成等を行う。関係各課
と緊密な連携に努め、支所会の中
で勉強会を実施し窓口支援の強
化、公平性の確保に努める。

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

支所体制確立のため、関係各課か
らの情報共有は必須であり、主担
当と連携、及び正確な情報を共有
し、支所内で勉強会を開くなど正
確な知識を習得する必要がある。

毎月支所会を実施し当月業務の再
確認をする。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 市民サービス向上のため、勉強会
の実施により職員の理解度が向上
し、懇切丁寧な窓口業務が実現で
きる。

収納業務の効率化 【現状】

納付書発送時期は出納室が煩雑化
するため、口座振替が可能な税、
使用料の円滑な納付、住民の利便
性の向上に繋げる必要がある。
お客様の利便性向上のため、今年
度導入される自動釣銭機のスムー
ズな操作習得が求められる。

出納業務に係る税・使用料の現金
納付件数10％削減（R7年度比）
を目指す。

【中間】

出納事務のDXに対応すべく、口振
ネットが導入されたが、窓口での
推進がそれほど進んでいない状況
である。
また、公金取扱業務見直しによ
り、自動釣銭機が導入されるた
め、スムーズな対応が必要であ
る。

口座振替、及び口振ネットを活用
した税、使用料の窓口納付の縮減
に努めるため、市民に対し申請を
推進する。
キャッシュレス決裁の知識を習得
し、導入時のスムーズな活用に繋
げる。

効率化 令和7年度実績（6.01％減少）以
上を目標とする。

協働のまちづくり
の推進及び支援

【現状】 【中間】

人口減少、少子高齢化が進む中、
地域の課題も多種多様化してい
る。
自助・共助・公助を基本とした行
政の関わり方が重要となってい
る。

地域の課題に即した協働のまちづ
くりを推進するため、まちづくり
協議会の活動が活発化するよう地
域担当職員のサポートを行う。
行政情報の提供並びに住民や団体
等からの要望、相談等を把握し、
関係各課と連携し支援体制の充実
を図る。

【目標達成(未達成)の要因】

【目標達成(未達成)の要因】

カテゴリ

組織強化 持続可能なまちづくりのため、継
続的にサポートを行い活発化に繋
げる。

【課題】 【年度末】

住みやすいまちづくりに向け、
様々な課題に対し、市民主体の
「街づくり協議会」へサポートを
要する。
また、市民の多種多様な窓口の相
談に対し、対話を重ね、分かりや
すく透明性の高い情報発信を行う
必要がある。

まちづくり協議会は、企画市民協
働班と連携した支援が必要となる
ことから、年1回の協議を重ね、
地域担当職員と情報共有を行う。
市民や団体等からの要望に対し
て、関係各課と緊密に連携し、積
極的に情報発信や支援を行う。

カテゴリ
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人
3 人 人 人
4 人 人 人
5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

・事務局の業務遂行能力を高め、議会機能の最大化を支える業務継続のための体制を整える。
・職員一人ひとりの専門知識及び実務能力の向上を図るための研修機会を検討・提供し、市民サービスの向上に繋がる議
　会運営を目指す。
・職員間の連携・情報共有を円滑にし、組織としての総合力を高め、変化する行政課題や市民ニーズに的確に対応できる
　議会事務局を目指す。

計 3 0 3
※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

議会の意思決定プロセスを支え、議員の活動に必要な情報や環境を提供し、議会の記録を正確に管理するなど、議会運営
の基盤を築く役割を担う。これにより、議会が市民の多様な意見を市政に反映し、市民生活の向上と壱岐市の持続的な発
展に貢献できるよう、行政と議会の二元代表制の一翼を効果的に支える。

・議会の円滑かつ適正な運営を、専門的かつ効果的な事務処理を通じて支え、市民に開かれた議会、信頼される議会運営
　に貢献する。
・議員が市民全体の奉仕者として職務を遂行し、市民福祉の向上と地域課題の解決に向けた、質の高い政策立案・審議が
　できるよう、必要な環境、情報、サポートを提供する。
・議会の記録を正確に作成・管理し、議会の活動の透明性を確保するとともに、市民が市政の状況を理解し、参画する機
　会を拡充する。
・議員の政策形成能力及び市民の付託にこたえる活動の質の向上に資するため、先進的な研修機会の情報提供や調査活動
　を支援する。

0

壱岐市議会が円滑かつ効果的に活動できるよう事務的な面から全面的にサポートする。

【ステートメント】

0
0

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

議会事務局 3 0 3

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

8

部 局 名 議会事務局

部 局 長 名 　草合　正吉

議会活動の透明性向上と市民への積極的
な情報公開の推進

③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

市民に信頼される議会運営の基礎となる
事務処理機能の確立維持

議員活動を支える総合的なサポート体制
の構築・強化

②

①

④
組織としての専門性及び運営能力の継続
的な向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

議会事務局

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

効率化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

振り返り

振り返り 改善策中間

事務・手続きを見える化し、さら
なる効率化に向け検討をおこな
う。
AI導入を検討する。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

AI導入・活用　0 → 1

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

令和 8

部 局 名 議会事務局 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
3 0 3

【現状】 【中間】

議員の調査・研究活動に必要な資
料収集を支援し、情報収集及び政
策形成能力向上をサポートしてい
るが、政務活動費について全議員
の活用に至っていない。

議員の職務遂行に必要な報酬等の
事務を適正に処理し、また、議
案、調査、研究等に関する情報提
供・資料収集を迅速かつ適正に行
うことで、議員が市民全体の奉仕
者として活動できる環境をサポー
トし、政務活動費の活用を図る。

課 ・ 支 所 名 草合　正吉 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

【現状】

【課題】

議会運営に関する規定に基づき、
議会・委員会に関する事務を正確
かつ迅速に実施している。

庶務事務の更なる効率化を図り、
議会運営サポート業務へより注力
できる体制を構築する必要があ
る。これにより、市民生活の質の
向上に繋がる審議時間の確保に貢
献する。

議会運営の基礎
となる事務処理
機能の確立維持

カテゴリ

議事録や会議録についてAIが利用
できるか検証する。

【現状】 【中間】

壱岐市議会のホームページやケー
ブルテレビ、議会だよりを活用
し、市民への情報公開を実施して
いる。

会議録を正確かつ迅速に作成・管
理し、ホームページやフェイス
ブック、ケーブルテレビ、議会だ
よりを通じて議会活動に関する情
報を市民に分かりやすく積極的に
発信する。

カテゴリ

効率化

【課題】 【年度末】

政務活動費の適正かつ効果的な活
用を支援し、議員の調査研究活動
を充実させ、市民ニーズを的確に
とらえた政策形成をサポートする
必要がある。

政務活動費の活用  12人→13人以
上
情報収集AI導入・活用   0 → 1

政務活動費の活用拡大による議会
の活性化

組織としての専
門性及び運営能
力の継続的な向
上

カテゴリ

組織強化

【課題】 【年度末】

議事録の正確かつ迅速な作成・公
開に加え、議会情報をより多様な
媒体で分かりやすく発信し、市民
の市政への関心と理解を深め、建
設的な市民参加を促す必要があ
る。

議会放送・・生1回、再3回
ホームページの更新・・最新情報
広報誌の発行・・年4回

市民への情報提供を継続してい
く。

職員一人ひとりの専門知識及び実
務能力の向上を図るための研修機
会を検討・提供する必要がある。

研修の実施・・各業務年１回以上

専門性の向上、積極的な取組意欲
向上のために研修機会を設ける。

【現状】 【中間】

人事異動に伴い経験の浅い職員が
多い。

地方自治法や議会運営に関する規
定及び各条例に関する職員の専門
知識と多様な事務を処理するため
の実務能力の向上を図り、事務局
運営を効率かつ適切に行う体制を
維持・強化する。

効率化

議員活動を支え
る総合的なサ
ポート体制の構
築・強化
～市民の声を政
策につなげるた
めに～

カテゴリ

組織強化

議会活動の透明
性向上と市民へ
の積極的な情報
公開・市民参加
の推進
～市民と議会で
「一緒に前へ」
進む市政～

【課題】 【年度末】
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

監査委員事務局

④ 監査知識の専門性の向上

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

③ 監査結果等の市民への情報提供

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

② 監査結果に対する是正・改善状況の検証

・監査計画、事前準備、資料の収集と分析、監査後の事務処理を適切に行い、監査委員の円滑な職務遂行を補助する。
・各種研修の積極的な受講等により自己研鑽に努め、専門知識の習得、監査技術の向上を図る。

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 総合計画区分 カテゴリ 所 管 部 署

① 監査事務の適正な実施

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化＜２＞持続可能な財政基盤の構築

①効率的且つ計画的な財政運営

【組織面】

計 2 0 2

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

【ステートメント】

　円滑に監査を遂行し、住民の福祉の増進と市政への信頼確保に寄与する。

【目指す姿】

　市の財務に関する事務をはじめとする事務の執行及び経営に係る事業の管理について適正に監査を実施し、行政の適法
　性、効率性、妥当性を確保する。

【施策面】

・「壱岐市監査基準」及び「年間監査計画」に基づき、適正で効果的かつ効率的な監査に取り組む。
・監査結果等を公表し、市行政の透明化を図ることにより、住民の知識と信頼を深め住民自治を強化する。

0

0

0

0

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

監査委員事務局 2 0 2

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

8

部 局 名 監査委員事務局

部 局 長 名 　竹藤　浩二
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

　壱岐市監査基準及び年間監査計
画に基づき、効果的な監査を実現
するため。

振り返り 改善策中間

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 0 2

振り返り重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

令和 8

部 局 名 監査委員事務局 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 監査委員事務局 正     規 フルタイム 計

【課題】 【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

カテゴリ

安定化

監査結果に対す
る是正・改善状
況の検証

【現状】 【中間】

　例月現金出納検査においては、
毎月監査委員から類似指摘が繰り
返されることがある。
　各種監査の結果等を分析し、各
課に対して是正を促し、業務改善
を推進している。

　監査における是正又は改善を要
する事項について、その根本的な
原因を分析し、各課に必要な助言
を適切に行う。
　監査結果に対する措置の状況に
ついては、監査委員に報告を求め
る。
　指摘・指導等の事案及び是正・
改善状況については市役所の組織
全体に発信し、共有することによ
り、自己点検を促し再発防止に努
める。

【目標の設定理由】

安定化

　財務に関する事務の正確性、合
規性の観点に加え、
経済性（Economy）
効率性（Efficiency）
有効性（Effectiveness）
の、３Eの視点による適正で有効
な監査を実施する必要がある。

・例月現金出納検査（毎月下旬実
施）年12回
・決算審査［一般会計、特別会
計、公営企業会計、基金運用状
況、財政健全化等］（6月中旬～
7月上旬実施）、意見書の作成
（7月～8月実施）年1回
・定期監査　年2回
（前期-11月実施、後期-2月実
施）
・財政援助団体等監査　年2回
  （11月、2月実施）
　昨年度に引き続き、財政援助団
体等に対する事前資料確認のため
の予備監査を行ったうえで、本監
査を実施する。

監査事務の適正
な実施 「壱岐市監査基準」を遵守し、効

果的な監査を遂行することが重要
である。事務局としては、監査委
員が実施する監査、検査及び審査
にかかる関係資料の調査、分析を
行うなどの職務を補助するだけで
なく、最も有効な監査手法は何か
を常に研究し、実践につなげられ
るように努めている。

　壱岐市監査基準及び令和8年度
年間監査計画に基づき、市の行財
政運営が公正で合理的かつ効率的
に図れるような監査を実施する。
　各種監査において、各部局の業
務内容を把握し、資料の収集及び
その確認・分析、監査後のまとめ
等を通して、監査の効率化を図
る。

【現状】

【課題】 【年度末】

　類似指摘等の再発防止、事務過
誤の発生抑制のため、監査結果に
基づく是正・改善状況の検証等、
効果的な取組が必要である。

　例月現金出納検査における指摘
等事項に対する各課の改善（再発
防止）策について、毎月情報発信
する。また、過去の指摘等とその
発生原因についてデータ化し、グ
ループウェアの掲示板等に定期的
に掲載する。

　職員に対し自己点検を促し、各
課及び市役所全体で業務の改善に
資するため。

カテゴリ
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）振り返り 改善策中間

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 0 2

振り返り重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

令和 8

部 局 名 監査委員事務局 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 監査委員事務局 正     規 フルタイム 計

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【年度末】

　監査の用語は専門的であるた
め、市掲示場、ホームページにお
いて公表を行う場合は、市民に親
しみやすく、分かりやすい内容と
なるよう努める必要がある。

　市民が理解しやすいように平易
かつ簡潔明瞭な表現とするよう努
めるとともに、市掲示場及びホー
ムページに速やかに公表を行う。
　他自治体のホームページ掲載方
法を参考にし、報告書等の充実に
努める。

　市民ニーズに対応し、信頼され
る市政運営に寄与するため。

カテゴリ 　事務局職員のスキルアップによ
り、監査機能の充実・強化を図る
ため。

組織強化

監査結果等の市
民への情報提供

【現状】

【課題】

カテゴリ

安定化

監査知識の専門
性の向上

【現状】

【中間】

　監査には、結果等の公表によ
り、住民の地方行政への知識と信
頼を深め、住民自治を強化する役
割がある。
　監査結果及び措置を講じた内容
の公表のあり方については、さら
なる工夫と充実が求められる。

　監査の結果及び措置の状況等の
市民への情報提供を適切に行い、
開かれた市政の推進に努める。

【課題】 【年度末】

　行財政運営の多様化・複雑化に
対応しながら、３Ｅの視点による
効果的な監査を実施することがで
きるよう、職員の専門性を高める
取組が必要である。

　本年度開催される各種会議等へ
参加することにより、監査制度に
ついての知識を深めるとともに、
他市の監査手法等の情報収集に努
め、監査スキルの向上を図る。
　無料で実施される地方公共団体
金融機構等のeラーニング研修を
積極的に活用し、特に公会計制度
の知識習得を図る。

【中間】

　厳しい社会情勢の中、市の健全
で適正な業務執行を担保するた
め、監査機能の充実・強化がます
ます必要となっている。

　監査に関する各種情報を職員間
で共有し知識の蓄積を図るととも
に、各種研修に積極的に参加し監
査知識の向上を図る。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

農業委員及び農地最適化推進委員と連携して農地等の利用最適化を推進する。

計 3 1 4

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

　農地を守り活かすために農地等の利用の最適化を推進し、次世代を担う農業者の農業生産力の増進及び農業経営の合理
化を図ることにより、本市の農業が持続的に発展し、安全・安心な農産物を安定的に生産・供給することができる。

・農地集積・集約化及び遊休農地の発生防止・解消活動等。
・農地利用状況調査及び農地利用意向調査。

0

　農地等の利用の最適化を推進する。

【ステートメント】

0

0

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

農業委員会 3 1 4

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

8

部 局 名 農業委員会事務局

部 局 長 名 事務局長　松嶋　要次

農業者年金加入推進活動③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

農地集積・集約化

遊休農地の発生防止・解消②

①

④ 情報提供活動

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

農業委員会

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化

【基本目標1】希望の仕事があり稼ぐ力がある
島

安定化＜１＞農林業の振興

②経営力の強化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

振り返り

振り返り 改善策中間

農地中間管理事業推進チームと連
携し、高齢の耕作者や後継者がい
ない農地など、農地中間管理機構
による農地集積、集約を農林課と
連携して行う。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

カテゴリ

農水省ガイドラインに基づく数値安定化

令和 8

部 局 名 農業委員会事務局 職　　　員　　　数

令和8年度農地集積
・目標191ha

【現状】

● 組織目標・取組内容・達成状況
3 1 4

【現状】 【中間】

【課題】

高齢化や若年層の農業離れが進む
中農業従事者の確保が難しい状況
である。

農業従事者の減少に伴い、地域の
中心的な経営体などに農地集積・
集約を行う必要がある。

農地集積・集約
化

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

課 ・ 支 所 名 農業委員会事務局 正     規 フルタイム 計

農業者の安心で豊かな老後生活を
送るために、農業者年金の加入推
進を行っているが、加入者が伸び
悩んでいる。

農業者年金制度について、市報な
どで周知する。また、加入推進名
簿を更新して年金制度のパンフ
レットの配付を加入推進委員と戸
別訪問を行って推進する。

毎年7月から9月にかけて農地利
用状況調査を実施しているが、遊
休農地や遊休化のおそれがある農
地が年々増加傾向にある。

利用状況調査の結果、遊休農地と
判断された農地について、所有者
等に利用意向把握を行い、その中
で、貸し借りを仲介する農地中間
管理機構を利用すると回答があっ
た場合、農林課と連携して解消を
図る。

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

担い手の高齢化による離農、その
後の担い手となり得る農業後継者
の不足、中山間地域の小規模な不
整形農地などにより遊休農地が増
えているため、農地利用状況調査
を行う。

令和8年度遊休農地解消
・目標17.6ha

令和３年度の利用状況調査で判明
した遊休農地を5年間(R4～R8)で
解消

遊休農地の発生
防止・解消

カテゴリ

安定化

農業者年金加入
推進活動

【現状】 【中間】

情報提供活動

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

農業者年金の加入資格がある人
が、農業者年金制度を知らないこ
とがあるので、対象者対して周知
徹底を図る。

令和8年度農業者年金加入
・目標2名

県農業会議からの配分数値

一昨年度、購読料の回収方法を一
部切り替えたため、購読者が減少
した。昨年度に引き続き、購読者
を増やすため、効果的な普及活動
を行う。

令和8年度新聞購読数
・目標新規38部

県から配分された目標数140部に
不足する部数　委員1人当たり
2部

【課題】 【年度末】

【現状】 【中間】

農業者の暮らしと経営に役立つ情
報提供として、全国農業新聞の普
及活動を行っている。

購読者を増やすため、認定農業
者、新規就農者などの担い手や農
地法第3条申請者、農業者年金加
入者等に普及活動を行う。
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

・会計関係法令や財務規則に基づく審査を徹底し、適正で透明性の高い公金処理を確保する。
・支払事務及び審査業務の効率化を図り、迅速で円滑な会計処理体制を構築する。
・研修や情報共有を通じて、職員の専門性向上を図り、適正かつ迅速な会計事務を支える体制を強化する。

計 5 1 6

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

適正かつ迅速な会計事務により、市民から信頼される行政運営を支え、職員一人ひとりが専門性を発揮できる会計課を目
指す。

・迅速で効率的な会計処理の推進
・適正な会計事務の徹底
・職員の専門性向上と組織支援

0

「効率的で質が高く持続可能な行政力を備えた島」の実現に向け、適正かつ迅速な会計事務を推進する。

【ステートメント】

0

0

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

会計課 5 1 6

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

8

部 局 名 会計課

部 局 長 名 　松永　淳志

計画的かつ安全な資金管理の推進③

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

会計事務の効率化及びデジタル化の推進

会計事務の適正処理及び職員の専門性向
上

②

①

会計課

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

中長期

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

組織強化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な行
政力を備えた島

安定化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

振り返り

振り返り 改善策中間

・ＡＩ及びデジタル技術活用の検
討。
・業務手順の見直し。
・他自治体の先進事例調査。
・窓口業務及び内部事務の効率
化。

【中間】【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

・デジタル化先進事例調査　３件
以上
・業務改善提案　３件以上
・業務手順見直し　３業務以上

【年度末】

【目標の設定理由】

【数値目標】 【更なる改善案】

令和 8

部 局 名 会計課 職　　　員　　　数

● 組織目標・取組内容・達成状況
5 1 6

【現状】 【中間】

会計事務は適正に処理しているも
のの、法改正や制度改正への対応
が必要となっている。

・初任者及び伝票責任者研修の実
施。
・誤り事例等の共有による再発防
止。
・法令改正等の情報共有。
・研修会等への参加による専門性
向上。
・課内会議の定期開催。

課 ・ 支 所 名 会計課 正     規 フルタイム 計

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 年度末

【現状】

【課題】

限られた職員で多様な会計業務を
行っており、業務量の増加や制度
改正への対応が必要となってい
る。

安定した会計事務を継続するた
め、業務の見直しやデジタル技術
活用による効率化を進める必要が
ある。

会計事務の効率
化及びデジタル
化の推進

カテゴリ

会計事務の簡素化と効率化を進
め、迅速な会計処理につなげるた
め。

【現状】 【中間】

厳しい財政状況の中、公金の安全
管理と効率的な資金運用が求めら
れている。

・各課との情報共有による収支見
通しの精度向上。
・年間資金計画の作成。
・安全かつ効率的な資金運用。
・指定金融機関等から金融情勢等
の情報収集。

カテゴリ

安定化

【課題】 【年度末】

事務誤りの防止と会計課職員及び
各課担当者の知識向上を図る必要
がある。

・初任者・伝票責任者研修　各１
回
・誤り事例等の共有による再発防
止の周知　随時
・伝票差戻し件数　前年度比５％
削減
・会計課職員の研修会等参加　１
回以上
・課内会議　月１回

会計事務の適正化と職員の専門性
向上を図るため。

【課題】 【年度末】

収支見込みの精度向上と金融情勢
を踏まえた適切な資金管理及び資
金運用が必要である。

・資金計画作成　年間
・定期預金運用の検討　随時実施
・資金不足による支払遅延　０件
・金融情勢等の情報収集　随時

安全かつ効率的な資金運用を推進
し、安定した行政運営を支えるた
め。

中長期

会計事務の適正
処理及び職員の
専門性向上

カテゴリ

組織強化

計画的かつ安全
な資金管理の推
進
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

4 人 人 人

5 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

職場環境の向上

消防団の活性化②

①

8

部 局 名 消防本部

部 局 長 名 　山川　康

警防課

多種多様化する災害事象及び市民のニーズに即対応できるよう、組織力の強化を図る。

【目指す姿】

【施策面】

【組織面】

所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

組織強化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

組織強化

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

総務課 6 0 6

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

1 0 1

予防課 2 0 2

消防・救急・緊急体制の充実・強化
地域における防災体制の強化

市民の生命・身体及び財産を火災から保護、水火災又は地震等の災害の防除、被害の軽減、火災等による傷病者の適切
な搬送の使命を果たすべく、火災予防の徹底、消防団との協調、応急手当の普及に努める。

1

市民を守る頼れる存在、未来を守る消防の力

【ステートメント】

消防署 53

計 63 0 63

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

0 53

消防長 1 0

④ 他部署との連携強化

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な
行政力を備えた島

＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

組織強化

③ 研修による人材育成及び職員の質の向上

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

組織強化

総務課
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重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル） 所 管 部 署総合計画区分 カテゴリ

警防課

予防課

⑫
救急安心センター事業(♯7119)相談の普
及促進を図る

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

効率化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑪ 林野火災の防止対策

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑩ 救急救命講習の充実

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

中長期＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

消防団との協調⑤

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

組織強化

＜１＞官民連携による効率的な行政運営

②行政体制の整備

＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

⑦ 防火査察の実施

⑥ 担当地区制度の充実

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

①災害に強い地域づくり

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

消防署

⑨ 消防力の充実強化と安全管理の徹底

⑧ 住宅火災の防止

【基本目標5】持続可能な社会基盤が整い安
全な暮らしを守る島

安定化＜５＞防災・危機管理体制の強化

①災害に強い地域づくり

【基本目標6】効率的で質が高く持続可能な
行政力を備えた島

組織強化
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

④ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 8

部 局 名 消防本部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 総務課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 0 6

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　車両更新には多額の経費を要す
るため、計画的な予算確保が必要
である。

　車両更新計画の作成、見直しを
年１回以上行う。

職場環境の向上 【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　消防車両の一部について、導入
から長期間が経過し、老朽化が進
行している。

　車両更新計画の見直しを行い、
計画的な更新体制を整備する。

【課題】

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 　車両の老朽化状況や財政状況の変化
を踏まえ、毎年度の予算編成に合わせ
て計画を見直す必要があるため。

消防団の活性化 【現状】

　地域防災力の低下が懸念され、
安定した活動体制の確保が必要と
なる。

　年間8回以上の打合せや会議を
行う。

カテゴリ

組織強化 　定期的な情報共有と課題対応を
継続的に行うため、四半期ごとの
開催に加え必要な調整を行える頻
度として適当な回数である。

研修による人材
育成及び職員の
質の向上

【現状】 【中間】

　業務の特性上、指揮系統が明確
であることから、指導方法によっ
てはハラスメントと受け取られる
リスクがある。
　業務手順に対する理解につい
て、職員間のばらつきが見られ
る。

　ハラスメントの防止及びコンプ
ライアンスに関する研修を実施
し、適切な指導方法やコミュニ
ケーションの在り方、適正な業務
遂行について理解を深め、公務員
としての質の向上を図る。

【中間】

　現在、団員数の減少及び高齢化
により、迅速な現場活動への対応
が懸念される。

　訓練を計画的に実施し、連携要
領の習熟を図るとともに、定期的
な打合せや会議を実施し課題共有
と改善を図る。

【課題】 【年度末】

　適切な指導と、ハラスメントの
境界について、職員の理解を深め
る必要がある。
　コンプライアンスの徹底に向け
た継続的な研修及び意識啓発の強
化が必要。

　ハラスメントに関するアンケー
ト調査を年に２回実施する。
　研修を年１回以上実施。

【課題】 【年度末】

　各部署との情報共有や連携体制
を強化し、住民ニーズに応じた効
果的な行政サービスの提供につな
げる必要がある。

　学校教職員に対する防災教育を
年２回以上、救急講習を年１回以
上実施

カテゴリ

組織強化 　継続的な意識啓発が不可欠であ
るため、全職員が理解を統一する
必要があるため研修を年１回以上
の実施とする。

他部署との連携
強化

【現状】 【中間】

　消防と市役所内の関係部署との
連携は、必要に応じて個別に実施
されている。

　教育委員会と協力して、教職員
に対する、救急講習、防災講和な
どを実施し、防災意識の向上を図
る。
　消防団員が避難訓練等に参加
し、消防団員の活動を知ってもら
うとともに、地域の防災力の向上
を図る。

カテゴリ

組織強化 　訓練等を通じて実践的な連携体
制を確保する必要があるため、最
低２回以上とする。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑤

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【中間】

　各事務手続き及び現場活動は、
規定及びマニュアル等により実施
している。

　津波発生時の消防計画を早期策
定が必要な地域について策定す
る。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 　各職員により、参加機会に隔た
りがあるため、意識的に交流に取
り組む。

担当区制度の充
実

【現状】

　基準等の更新に伴い、見直しが
必要なものある。

　9月までに、早期策定地域の住
宅密集地域5地域について、本部
計画を策定する。

カテゴリ

安定化 　科学的根拠に基づき危機管理班
と情報の共有を図りながら計画を
進める。

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　接する機会は災害現場や訓練時
が主であり十分な関係を築く時間
がない。

操法統一指導・大会及び消防団行
事に努めて参加し、顔の見える関
係を構築する。参加機会の90％
以上の参加を目指す。

消防団との協調 【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　消防本部と消防団は、それぞれ
独立した組織であること。

　現場活動や訓練等さらに居住地
域でのかかわりの機会を活用し、
良好な関係作りに努め、火災風水
害等における円滑な活動に繋げ
る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
1 0 1

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 消防本部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 警防課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑦

⑧ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

令和 8

部 局 名 消防本部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 予防課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
2 0 2

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　少数職員による全施設の把握が
困難な状況にある。また、消防施
設の老朽化に伴い、設備不良が増
加している。資材の価格高騰によ
り、設備改修も思うように進んで
いない。

　195件の査察を実施する。

防火査察の実施 【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　管内に防火対象物836施設、危
険物施設165施設を有している。

　査察規定に則り、火災による被
害が大きいと予想される特定防火
対象物及び危険物施設について、
防火査察を実施し、違反がある防
火対象物等に対し引き続いて指導
を行い違反是正に取り組む。

【課題】

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

安定化 査察実施件数
　令和6年度141件
　令和7年度192件

住宅火災の防止 【現状】

　市内においても高齢化が進み、
身体機能の衰えと共に家庭環境も
単独生活をせざるを得ない状況に
ある。

　独居高齢者宅防災訪問180件実
施。毎月広報いきへ火災予防につ
いて記載する。

カテゴリ

安定化 令和7年度実績：177件

【中間】

　死者の発生する火災の多くは、
夜間就寝中の住宅火災であり、
60歳以上が6割を占めている。

　毎月マスメディアを活用した広
報及びイベント、各種講習等を通
じ住宅用火災報知器の設置維持管
理について普及活動を図る。火災
予防運動期間を捉え独居高齢者宅
防災訪問を行う。
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

⑨

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑪ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑫ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

【課題】 【年度末】

　未だに救急車の適正利用と言い
難い事案も散見されており、真に
緊急を要する事案に対する現場到
着所要時間の延長に繋がる恐れが
ある。

毎月の相談件数10件以上

カテゴリ

安定化 　過去5年間の平均発生件数21
件、昨年17件、更に火災予防に
努める。

救急安心セン
ター事業(♯7119)
相談の普及促進
を図る

【現状】 【中間】

　令和6年8月から救急車の適正
利用を図る目的で始まった県事業
で、管内毎月の相談件数は、1桁
台である。

　♯7119及び♯8000を含め、講
習会やケーブルテレビ等で広報を
行い、相談件数の増加を図る。

カテゴリ

効率化 令和6年から毎月の相談件数1桁
台

【課題】 【年度末】

　令和8年1月から始まった、林
野火災予防対策について、十分な
情報発信が必要。

　警報発令時、1時間につき1件
現地指導を行い、林野及びその他
の火災合わせて15件以下を目指
す。

林野火災の防止
対策

【現状】 【中間】

　林野火災等における人為的ミス
による失火が散見される。

　警報発令時にパトロールを実施
すると共に、火災多発時に火災予
防広報を実施する。

【中間】

　心肺停止の現場で応急手当の実
施率が少ない。

　バイスタンダーとなりうる生産
年齢世代に的をしぼり、応急手当
講習、災害救命講習受講について
出前講座を活用し推進を図る。

【課題】 【年度末】

カテゴリ 【目標の設定理由】

組織強化 各隊月1回

救急救命講習の
充実

【現状】

　一人暮らし世帯や高齢夫婦世帯
の応急手当の実施率は、現状のま
までは実施が期待できない。

生産年齢世代を対象に
  応急手当講習受講 1,500人
  普通救命講習受講  170人
  災害救命講習受講    10人

カテゴリ

中長期 過去3年間平均受講者数
応急手当1,560人(うち高齢世代60
人)
普通救命170人

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

　出動件数の減少に伴い現場活動
における活動隊間の連携強化等が
必要である。

令和9年3月までに20回

消防力の充実強
化と安全管理の
徹底

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

　火災、救助等の現場経験が少な
い世代がある。

　出動種別ごとに現場を想定した
基本的な訓練を繰り返し行い、基
本的な部隊行動を確認し、隊員間
の連携を図る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
53 0 53

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 消防本部 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 消防署 正     規 フルタイム 計
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令和 年度　部局行動目標

● 部局の組織構成

1 人 人 人

2 人 人 人

3 人 人 人

人 人 人

● 部局のビジョン（私たちの仕事の意味）

● 部局の基本方針（目指す姿を実現するための戦略）

● 組織目標（※ ここに掲げた項目が、業績評価の「組織目標」となります。）

部   署   名 （ 各  課 ・ 支  所 ）

【組織面】

＜２＞学校教育の充実

①幼稚園（こども園）での子どもの学びの充
実

壱岐市教育方針にある育成したい市民の姿と、総合計画にある成長に応じた質の高い学びの環境整備を推進し、市民が、
個に応じた質の高い教育を受ける中で、つながる力と生きぬく力を身に付けることにより、時代の激しい変化に対応し、
持続可能な壱岐市を創造する市民を育成して行くことを目指す。

教育環境の整備②

①

社会教育課　生涯学習班（公民館・図書館含む）

学校教育課　学校教育班 6

・幼稚園の統廃合を進め職員数を確保するとともに、教育、保育の質を向上させるため、幼児教育アドバイザーを配置す
　る。
・教職員の研修機会を確保するとともに、働き方改革を進め、時代に応じた授業改善の推進を通じて、児童・生徒の充実
　した学びを支援する。
・社会教育委員会からの指導・助言に沿って、職員の資質向上に取り組み、公民館や図書館、青少年健全育成などの生涯
　学習の推進を図る。

計 31 29 60

※「フルタイム」：フルタイム会計年度任用職員

1 7

教育総務課

所 管 部 署カテゴリ

組織強化

中長期

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

④教育環境の整備

総合計画区分

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

8

部 局 名 教育委員会

部 局 長 名 　平田　竜次

重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

幼稚園での子どもの学びの充実

つながる力と生きぬく力を育む教育を推進する（壱岐市教育振興基本計画）

【ステートメント】

4 18 22

職　　　員　　　数

正     規 フルタイム 計

教育総務課　総務班・学校給食センター・幼稚園（６園） 21 10 31

【目指す姿】

【施策面】

・学校等での子どもの学びを充実させる。
・市民全体を対象とした学校等以外での組織的な教育の場を充実させる。

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

安定化＜２＞学校教育の充実

④教育環境の整備

安全・安心な学校給食の提供③
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所 管 部 署カテゴリ総合計画区分重 点 事 項 タ イ ト ル （施策レベル）

＜３＞社会教育・スポーツの充実

③青少年の健全育成支援

中長期

社会教育課

中長期

中長期

中長期

＜２＞学校教育の充実

②小・中学校での児童・生徒の学びの
充実


【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

学校教育課

⑩ 青少年の健全育成支援

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

⑧ 安定化

④

⑥
特別な支援を要する児童・生徒の学びの
充実

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜２＞学校教育の充実

③特別な支援を要する児童・生徒の学
びの充実

⑤

授業改善の推進

業務の改善

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

⑨ 公民館活動の改善の支援

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

安定化＜３＞社会教育・スポーツの充実

①生涯学習の推進

生涯学習の推進

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

＜３＞社会教育・スポーツの充実

①生涯学習の推進

②小・中学校での児童・生徒の学びの
充実


⑦ ふるさと教育の推進

【基本目標3】未来を育む子育てと学びの島

中長期＜２＞学校教育の充実

②小・中学校での児童・生徒の学びの
充実
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ）（ ＋ ）

①

② 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

③ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

カテゴリ

①あってはならない事案のため、発
生件数０件を目指す。
※異物混入事案が発生した場合、各
学校より報告書が提出される。安定化

安全・安心な学
校給食の提供

【課題】 【年度末】

施設の整備や設備・調理機器の更
新を、計画的に進める必要があ
る。
また、管理体制及びマニュアルを
充実させることによって、衛生管
理の徹底を図るとともに、安全意
識の高い人材の確保に努める必要
がある。

 ①学校給食異物混入事案件数　０件

【現状】 【中間】

学校給食の職務が、児童生徒の生
命に関わることを念頭に置いて、
施設衛生検査や調理機器点検を定
期的に実施しているが、施設や設
備の老朽化により、調理業務に影
響が出ている。
また、一人一人が衛生管理を徹底
し、安心安全な給食の提供に努め
ているが、依然として異物混入を
防ぐことができていない状況にあ
る。（令和７年度５件）

・施設衛生検査、調理機器点検等の
結果を受け、施設や設備・調理機器
等の整備計画の見直しを実施する。
また、見直した整備計画により予算
等を考慮し、計画的に修繕等を実施
していく。
・衛生管理の徹底を図るために、学
校給食運営委員会等の小委員会であ
る衛生管理委員会内で、壱岐市の現
状に沿った環境管理マニュアルの作
成に向け、検討を行う。
・研修会等を活用し、調理員の危機
管理意識及び衛生管理意識の向上を
図る。

【中間】

学校施設の耐震化等は完了したも
のの、全体的に施設の老朽化が進
んでおり、修繕箇所が増加してい
る状況にある。

・安全を第一に考えた学校施設の整
備と、児童・生徒の学習用端末の更
新を計画的に行う。
・スクールバスの有効な管理・運営
に努めるとともに、古いバスの更新
を計画的に実施する。

中長期

教育環境の整備

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

①②近隣の園（立地的）、園児数、
施設の規模などを考慮。
③保護者の希望が多く、入園希望者
を増やすため。
※勝本町内の幼稚園２園について
は、勝本保育所とのこども園化を見
据えて進めていく。

【現状】

小・中学校では、夏季の猛烈な暑
さに対応するため、特別教室に空
調設備を設置する必要がある。さ
らに、児童・生徒用端末とスクー
ルバスが、更新の時期を迎えてい
るため、計画的に更新する必要が
ある。

①特別教室への空調設置　４小学校
②タブレット端末更新　１８小学校
③スクールバスの更新　　　　２台

カテゴリ

①空調設備は、令和６年度から毎年
４～５校に設置している。
②タブレット端末は、令和７年度に
４中学校の分を更新済。
③スクールバスは、令和７年度から
２台ずつ更新。（１４台）

組織強化

幼稚園での子ど
もの学びの充実

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

共働き世帯の増加や家族関係等の
変化により、「こども園」の開設
や幼稚園での預かり保育などの保
護者支援を求める声が大きくなっ
ている。さらに、園児の個性や特
性の多様化など、よりよいサービ
スを提供するために、一定の職員
数を確保する必要がある。

①勝本町内幼稚園数　２園➡１園
②芦辺町内幼稚園数　３園➡２園
③土曜日の預かり時間の延長　１８
時迄

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

急激な園児数の減少により、幼稚
園では集団による学びに支障が出
ている。

・幼稚園の職員数を確保するため、
近隣する幼稚園の統廃合を進める。
・「こども園」開設を目指し、子育
て支援課と連携を強化していく。
・幼児教育や保育の質を向上させる
ために、幼児教育の指導を行う「幼
児教育アドバイザー」２名を配置す
る。

【課題】

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
21 10 31

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 教育委員会 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 教育総務課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ） （ ＋ ）

④

⑤ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑥ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑦ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

中長期

特別な支援を要す
る児童・生徒の学
びの充実

【課題】 【年度末】

【課題】 【年度末】

・学校への適応が難しい児童生徒
が増えている。人的配置を市教委
として充実させるとともに、特別
支援教育の充実及びその充実に向
けた人材育成をする必要がある。

①特別支援教育に係る研修や指導
の実施回数　　　 １８回以上

カテゴリ

中長期 ・令和７年度末（令和８年度入
学）の市内高校（壱岐高校・壱岐
商業）への進学率78.1％

ふるさと教育の推
進

【現状】 【中間】

・各学校では、地域との連携を充
させ、地域の人材やこと・物を生
かした教育活動を展開している。
しかし、本市において人口流出は
喫緊の課題となっている。

・一緒に推進課や総務課との連
携、県教委との連携による「ふる
さと教育」を推進する。
・コミュニティ・スクールの拡
大・充実による地域の教育基盤の
強化を図る。

①令和８年度末（令和９年度入
学）の市内高校（壱岐高校・壱岐
商業）への進学率82％

・市内の高校への進学率を高める
ため、大学卒業後や複数の仕事を
経験したのちに壱岐市にUターン
するものを増やすために、郷土愛
の醸成を積極的に図っていくこと
が必要である。

カテゴリ ・令和７年度の実績により設定
特別支援教育に係る研修や指導、
研修会の開催
　　　　　　校長研修会  ９回
　　　　　　教頭研修会  ５回
　　　　　　担当者 　　 ２回
　　　　　　支援員　 　 ２回
　　　　　　初任研　     １回

・令和７年度において、年間の超
過勤務が３６０時間を超える教職
員が８４名、５４０時間を超える
教職員が２５名いる。

①学校へ発出する文書数
　　　　　  前年比　９割程度

カテゴリ ①令和７年度の実績により設定
　令和７年度は前年比約９割程度
に削減。令和８年度は更なる削減
に努める。
※令和６年度は前年度比約８割５
分程度に削減

【現状】 【中間】

・特別支援教育を充実させるため
には、学校の教育環境を整えてい
く必要がある。令和８年度、各学
校の要望をもとに配置した特別支
援教育支援員の数は、４２名（２
１校）である。

・特別支援教育支援員の確保と配
置を適切に行うとともに、特別支
援教育の充実とその充実に向けた
人材育成のための研修を行う。

中長期

業務の改善

【課題】 【年度末】

カテゴリ

【目標の設定理由】

①令和７年度の実績により設定
　　　　学校訪問　　　２２回
　　　　指導主事派遣　１４回
※令和６年度は、合わせて２６回

【現状】 【中間】

・学校の教職員の働き方改革（働
きがい改革）が求められる中、校
務支援システム等のICTを活用し
たり、業務の見直しを行ったりす
るなどの環境整備を行っている。
また、今年度から、教育職員の業
務管理に関する計画を実施する。

・円滑な校務実施のため、業務の
効率化を進める。その一つの手段
として、学校への文書を減らして
いく。
・教育現場におけるDX化の推進に
向け、生成AIの活用等、調査研究
を進める。

中長期

授業改善の推進 【現状】 【取組内容】 【中間】

【課題】

【目標達成(未達成)の要因】

・壱岐市で取り組んできた「体験
的な活動を取り入れた問題解決的
な学習過程」により学び方を身に
付けた子供が、より主体的に学習
に取り組むことを目指した授業改
善につながるよう指導を行ってい
る。

・教職員の研修や指導の機会を確
保する。
・授業改善の視点・学力向上に向
けた取り組みを具体的に示し、指
導を繰り返す。

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

・子供は学び方を身に付けてお
り、各学校では、より主体的な学
び・深い学びにつながるための実
践を試みているが、目標の達成に
至らない授業があったり、目的が
明確でない手立てがあったりして
いる。その解決のための指導や助
言を、積極的に行う必要がある。

①授業改善にかかる学校への指導
主事等の派遣回数　３０回以上

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

● 組織目標・取組内容・達成状況
6 1 7

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況

令和 8

部 局 名 教育委員会 職　　　員　　　数

課 ・ 支 所 名 学校教育課 正     規 フルタイム 計
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年度　部局行動目標　個別シート

人 人 人

（ ・ ）（ ＋ ）

⑧

⑨ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

⑩ 【取組内容】 【目標達成(未達成)の要因】

【数値目標】 【更なる改善案】

【数値目標の設定理由】

生涯学習の推進

公民館活動の改
善の支援

【数値目標】 【年度末】 【更なる改善案】

①これまでの公民館講座の内容
を、検証・精査する必要がある。
②中学生の基礎学習能力の向上が
必要であり、夏休み等の休校中
に、集中した補習を実施する必要
がある。また、数学、英語を対象
としているが、更なる講師の確保
が必要である。

将来にわたり、安定した持続可能
な公民館活動が展開できるよう、
関係者の意識改革や情報共有の場
の確保が必要と考える。
また、公民館自体の在り方につい
ても協議が必要な時期にきてい
る。

公民館大会参加者数：350人
　　（下記による漸増）

カテゴリ

【中間】

人口減少と高齢化の進行にともな
い、公民館活動の担い手が減少す
るとともに、市民の参加意識も変
化しており、これまでどおりの活
動を維持することが困難になって
いる。

研修の場である公民館大会の在り
方を見直すことで参加者数を増や
し、更に公民館活動における諸課
題を共有することで、関係者の意
識改革を図る。
また、各公民館の将来展望や管理
体制、人口規模における適正設置
数についても関係部署と協議を行
う。

【課題】 【年度末】

カテゴリ

令和７年度参加者数実績：333人
※壱岐市教育振興基本計画の目標
　令和１１年度参加者数：415人

安定化

安定化

【目標の設定理由】

①前年度受講者数の維持
②前年度年度受講実績数の維持

【現状】

【現状】 【取組内容】 【中間】 【目標達成(未達成)の要因】

①市民のつながる力と生きぬく力
が身につくための生涯学習事業を
展開する必要がある中で公民館講
座等を行っているが、世代ごとの
市民ニーズに十分に対応できてい
ない。
②経済的な理由や家庭事情によ
り、学習困難、また、学習習慣が
身についていない中学生への学習
支援の場が必要。

①これまで展開してきた人気の講
座に加え、壱岐の特徴的な魅力を
活かす内容で、市民ニーズに応じ
た公民館講座を新たに増やしてい
く。
②受講教室数の拡充及び補習内容
の検討、更に受講生徒数の拡大を
行う。また、他教科講師の確保も
必要であると考え、関係機関との
情報交換を実施する。

【課題】

①公民館講座の受講者数
　・中央公民館教室
　　　45教室　1,050人
　・地区公民館教室
　　　30教室　   430人
②開催教室        24教室
   のべ受講人数   180人

22

重点事項タイトル
現 状 と 課 題

具体的な取組内容 目標達成（進捗）状況
● 組織目標・取組内容・達成状況

4 18

令和 8

部 局 名 教育委員会 職　　　員　　　数

【課題】 【年度末】

課 ・ 支 所 名 社会教育課 正     規 フルタイム 計

振り返り

（施策レベル） （目標達成水準・手段） 中間 年度末 振り返り 改善策

【中間】

①各地区の事業内容について、類
似団体と事業が重複している可能
性があるため、各地区において、
事業内容の見直しや合同開催に向
けた検討を行う必要がある。
②生徒数が減少し、中学校単位で
のチーム編成が困難となってお
り、生徒の活躍の場がなくなる可
能性がある。

①他地区の優良事例を紹介し、各
地区青少年健全育成協議会の活動
の見直しについて、指導・助言を
行う。
②指導者の確保を推進し、また、
休日の地域クラブとあわせて、平
日に活動可能なクラブ体系の構築
を図るとともに、拠点校部活につ
いても、中学校と協議・調整を進
める。

青少年の健全育
成支援

【現状】

①地域の実情に応じた効果的な活
動への変容を支援する必要があ
る。
②中学校部活動の地域展開を加速
させるために、指導者の確保や地
域クラブの立ち上げ支援を積極的
に行う必要がある。

カテゴリ ①市内全地区数
②令和１０年度完全移行の目標か
ら算出

中長期

①活動内容を見直す地区数
　　　　　　　　　　　　15地区
②令和８年度指導者認定　50人
　令和８年度認定クラブ　5団体
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